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編集方針：

本統合報告書は、J.フロント リテイリンググ
ループが持続的な企業価値向上に向け、どのよ
うな取り組みを進め、事業ポートフォリオを変
革しようとしているかについて理解を深めて
いただくために発行しています。冒頭で当社
の価値観、ビジョンから価値創造プロセス、ビ
ジネスモデルを説明しながら、具体的な経営戦
略に基づく財務情報に加え、事業活動を通じた
社会・環境との関わりや、企業価値向上を支え
るガバナンス体制など非財務情報についても
記載しています。編集にあたっては、国際統合
報告評議会（IIRC）が提唱する「国際統合報告フ
レームワーク」および経済産業省が提唱する「価
値協創ガイダンス」を参照しています。

対象期間：

主に2017年度（2017年3月1日～2018年2月
28日）を対象としていますが、発行時点の最新
情報も可能な限り掲載しています。

対象組織：

J.フロント リテイリング株式会社および
連結子会社

将来の見通しに関する注意事項：

本統合報告書における業績予測や将来の予測
に関する記述は、現時点で入手可能な情報に
基づき当社が判断した予測であり、潜在的な
リスクや不確実性その他の要因が内在されて
います。従って、様々な要因の変化により、実
際の業績は、見通しと大きく異なる可能性が
あることをご承知おきください。
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先義後利－この言葉は、中国戦国時代の思想家・

荀子の「栄辱篇」から引用した「先義而後利者栄」

（義を先にして利を後にする者は栄える）の7文字でした。

一番大切なことは真実と誠意をもって事にあたること

であり、「お客様のためにならぬものは売らぬこと」「お客様

に上下をつけぬよう」「人は正直で慈愛に富むのが第一」

「いかに才能に勝れても、不律儀な人間は役に立たない」

と、大丸では常にお客様に謙虚であるよう教えていました。

松坂屋でも諸悪莫作、衆善奉行（諸悪を犯すなかれ、

善行を行え）の精神が大切にされていました。これらを

いまの言葉に言い換えると、「お客様第一主義」「社会

への貢献」であり、ステークホルダーの皆様のことを

考え抜き、行動することが、延いては事業の発展に

つながるということとなります。事業活動を通じて社会

課題の解決を実現する“共通価値創造（CSV：Creating 

Shared Value）”とは、すなわち、当社グループの社是

を愚直に実践することに他ならないと考えています。

先 義 後 利

社 是
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グ ル ー プ 理 念

私たちは、時代の変化に

即応した高質な

商品･サービスを提供し、

お客様の期待を超える

ご満足の実現を目指します。

私たちは、公正で

信頼される企業として、

広く社会への貢献を通じて

グループの発展を

目指します。
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くらしが、スピード感をもって移り変わっていく、いまという時代。その変化にいちはやくこたえること、

さらには新しいニーズの芽を見つけだしていくことこそ、J.フロント リテイリングの大切な使命です。

女性のさらなる社会進出。少子高齢化による生活スタイルの変容。グローバル化・デジタル消費の

拡大。様 な々きっかけが、新しい人生の楽しみ方をひろげ、不安やストレスをもうみだしていく。その

「プラスとマイナス」両方を見つめ、くらしのすべてでお客様のお役にたてるグループへと、私たち

は進化していきます。「楽しみ」においては、「モノを売る」にとどまらず、新しいできごと・体験を創造し、

感動を与えていく。「不安」においては、「忙しさ」「心細さ」「面倒」といった、「足りない部分」をカバー

して、心のモヤを晴らせるサービスをうみだしていく。「小売業」のワクにとらわれることなく、私たち

の領域は拡大していきます。そして、そこには独創的なアイデアが、「あたらしい幸せ」の発明が

必ずなければならない。いま、J.フロント リテイリングは、大いなる変革のとき。そして「変わりつづける」

ことで、10年後100年後の生活にも「現在進行形」でよりそっていくことを、お客様にお約束します。

くらしの
「あたらしい幸せ」を

発明する。

G r o u p  V i s i o n
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J.フロント リテイリンググループは、2007年9月に株式会社

大丸と株式会社松坂屋ホールディングスが経営統合して発足し、

「百貨店事業を核とした、質・量ともに日本を代表する小売業

界のリーディングカンパニーの地位確立」をビジョンに掲げる中、

マルチリテイラーに向けた様々な取り組みを進めてきました。中

核である百貨店事業では、新百貨店モデル構築を深化させる

とともに、顧客基盤の拡充をはかってきました。さらに、2011 

年には株式会社スタイリングライフ・ホールディングス（SLH）を

持分法適用関連会社化、2012年には株式会社パルコを連

結子会社化するなど積極的なM&Aを展開することにより、百

貨店以外の事業の幅を着実に拡げてきました。

一方、経営環境は大きく変化しつつあります。少子高齢化

の進展や家族のあり方の変化に伴う「暮らし方の多様化」、ま

たモノからコトへの消費の変化やICTの進化などによる「楽し

み方の多様化」が、今後ますます進展することが予想されます。

つまり、現状のビジネスモデルの延長線上での成長が難しくな

る中、今がグループ経営の舵を大きく切る転換期と捉えています。

そうした中、当社グループは人々の幸せのあり方を考え、「暮

らし方」と「楽しみ方」の両面から新たな価値提供を実現する

ため、事業領域の拡大と既存事業の変革を戦略的に進めるこ

とにより、人々の心豊かな生活の実現に貢献する企業グルー

プを目指した新グループビジョン“くらしの「あたらしい幸せ」を発

明する。”を策定しました。

このグループビジョンで目指すべき将来の方向性を示すこと

により、グループを大きく変革させるとともに、非連続な成長の

実現を目指していきます。

当社グループは、これまで百貨店の大丸、松坂屋やパルコな

どの中核事業を中心に「ハレの日のモノ」を中心にお客様のニー

ズに応えるべく商品やサービスを提供してきました。しかしながら、

くらし方の多様化が進む中で、お客様のニーズはハレの日だけ

ではなく、幅広く日常生活のなかにも生まれてきています。もっ

と便利に、もっと快適に、という日常生活の中にある「不安」「不

満」を取り除くことにより、多くのお客様がよりハレの日の領域

に時間と余裕をまわせるようにしたい―こうしたことこそが、我々

がこれから果たしていくべき社会的役割、つまり大義であると考

えています。

また、楽しみ方が多様化し、多くのお客様がこれまでのような

画一的な消費の形では充分な満足感を得られなくなっているの

も事実です。「今までにない体験をしたい」「気の合う仲間と楽

しみたい」といったコト消費への変化に加え、「環境や倫理に

も配慮したい」「社会への存在意義を感じたい」といった社会

貢献への意識が高まっているのも近年の大きな特徴です。こう

した楽しみ方の多様化に対応し、もっと楽しく、もっとワクワクで

きることを、当社グループとして提案できなければなりません。

ビジョンとは、自分たち、自社がどうなりたいのかという将来の

姿を表し、組織の戦略、方向性や意思決定プロセスの明確化

につなげるものです。それを具体的に実現していくのはまさに

従業員一人ひとりであり、その成果の総体が企業価値となって

いきます。つまり、ビジョンはいかに現場に浸透させ、方向づけ

るなかで、一人ひとりの具体的なアクションにつなげていくかが

大きな鍵になると考えています。

そのため、まず経営トップ自らがビジョンに込めた思いを直接

従業員に説明し、双方向の対話を行い、次のステップで執行

役員以上の経営層を含む社員全員が社内報やイントラネット

においてビジョン実現に向けた行動宣言を行いました。そうし

た宣言に基づく具体的なアクションにつなげる取り組みとして、

人事システムを通じて誰もが参画できる「チャレンジカード」とい

う制度を設け、全社を挙げて、個人やチームのアイデアやひら

めきを評価し具現化をサポートしていく仕組みを導入しています。

そして、拡張への可能性を秘めた“発明”アイデアについては発

案者自らが発表する「発明アワード」という場を設け、全社でア

イデアそのものや取り組みプロセスなど情報共有をはかるとともに、

誰もがチャレンジできるというモチベーション向上の連鎖につな

げています。

“発明体質”を真の企業文化として根づかせる― 当社グルー

プの壮大なチャレンジが始まっています。

ビジョン策定の背景

当社グループが担う新しい大義

ビジョンの浸透、そして具体的アクションへ

JFR WAY

グループビジョン

基本
理念

くらしの「あたらしい幸せ」を発明する。

私たちが大切にする考え方

“未来を創ろう！” 
“失敗を恐れず挑戦しよう！”
“新しい発想を取り入れよう！” 
“自分で考えて行動しよう！”
“良識を持ち、誠実でいよう！”

私たちは、時代の変化に即応した高質な商品・サー
ビスを提供し、お客様の期待を超えるご満足の実現
を目指します。
私たちは、公正で信頼される企業として、広く社会へ
の貢献を通じてグループの発展を目指します。

基本理念とグループビジョン、JFR WAY
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江戸時代に誕生したかつての呉服屋は、時代の変化

に対応すべく100年余り前に百貨店へと大きく変貌を遂

げました。そうした当社グループの大丸・松坂屋が300年、

400年の時を越えて持続的な発展を遂げてこられたのは、

常に時代の変化を的確にとらえ、社会にとっての価値、お

客様にとっての価値とは何かを考え抜き、社是の実践を通

じた事業活動に愚直に取り組んできたことによるものであ

ります。

経営を取り巻く環境はいま、そうした時代以上とも言える

ほどの「大転換期」を迎えており、凄まじいスピードで変化

の途上にあるものと認識いたしております。AIやロボットの

進化により、仕事や業務が自動化され、またIoTによってあ

らゆるものがネットにつながるデジタル社会は、この1年で

急速に身近なものとなってきたように感じております。我々

の生活や産業の仕組みを根本から変えつつあるものと実

感いたしております。

また、「人生100年時代」といわれるように今後、長寿

命化が一層進展することが見込まれる一方、日本の人口

はある調査によれば50年後には9,000万人割れ、100

年後には半減するとも言われており、これまでに経験したこ

とがないほどの大きな社会構造の変化が迫りつつあるの

が現実であります。

さらに、消費の質はモノからコトへ、あるいは小売からサー

ビスへと軸が移りつつあります。すなわち、百貨店など小

売業を中心とした当社グループが、お客様の期待を超える

新たな価値を創造し続け、さらなる発展を目指していくため

には、小売業の枠を超えた事業構造への変革を進めてい

かねばなりません。

当社は、“くらしの「あたらしい幸せ」を発明する”という新

たなグループビジョンのもと、今般の中期経営計画におい

て、現状延長ではない「非連続な成長」に向け、経営の舵

を大きくきりました。その過程においては、時間を経ても変

わらない価値観は大切にしつつ、時代の変化、経営環境

の変化を的確にくみ取り、プラスのリスクとマイナスのリス

クの両面をしっかり捉えながら、伝統と革新を融合した、社

会にとってなくてはならない新たな企業グループへの変貌

に挑戦していきたいと考えております。

そのためには、我々の意識を変え、働き方を変えることが

不可欠であります。過去の成功体験や慣れ親しんだやり

方にとらわれることなく、社内外のコミュニケーション深化を

促し、異なる文化や考え方を積極的に取り入れることにより、

多様性を活かした新たな成果につなげる「異分子結合」を

はかってまいりたいと考えております。

小売業の枠を超えた“マルチサービスリテイラー”としての

発展に向け、「社会価値」と「経済価値」を両立し、事業

ポートフォリオの抜本的な変革を通じて、持続的な成長と

中長期的な企業価値向上に取り組んでまいります。

2018年6月

変化に対応し、時代を越えた
「共通価値創造」に取り組みます。

価値観とビジョン　＞　トップメッセージ

J.フロント リテイリング株式会社　取締役 兼 代表執行役社長

山本良一
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2007
2008

2009
2010

2011
2012

2013

創成期

事業統合・再編期

●（株）レストランピーコッ
クが松栄食品（株）を吸収
合併し、（株）J.フロント
フーズが誕生

●松坂サービス（株）が（株）
JFRサービスに社名変更
●大丸心斎橋店北館を
　開業

●（株）JFRサービスが（株）
大丸リース&サービスを
吸収合併

●（株）大丸ホームショッピ
ングが（株）大丸松坂屋百
貨店から分割した通信販
売事業の一部を承継し、

（株）JFRオンラインに社
名変更

（株）スタイリングライフ・ホー
ルディングス株式49％を取
得し、持分法適用関連会社化

●大丸梅田店を増床

伝統と革新の融合―― 
そして、発明へ

●（株）大丸クレジットサー
ビスが JFR カード（株）
に社名変更

●（株）大丸装工と（株）大丸
木工、松坂屋誠工（株）、
日本リフェクス（株）が合
併し、（株）J.フロント建
装が誕生

●（株）ディンプルが（株）大
丸セールスアソシエイツ
を吸収合併

●（株）大丸と（株）松坂屋の
情報システムを統合

●（株）大丸と（株）松坂屋が
合併し、（株）大丸松坂屋
百貨店が誕生

●（株）J. フロント建装が
（株）DHJを吸収合併

●（株）大丸友の会が（株）マ
ツザカヤ友の会を吸収合
併し、（株）大丸松坂屋友
の会が誕生

（株）パルコ株式33.2％を取得し、持分
法適用関連会社化

●上海新南東項目管理有限公司および
上海新世界股份有限公司の2社と、中
国上海市黄浦区での百貨店新設・運営
において、当社が技術支援・協力する
ことについて基本合意

●（株）スタイリングライフ・ホールディ
ン グ ス と の 共同出資 に よ り、JFR 
PLAZA Inc.を設立

（株）パルコ株式を公開買い付けにより
65％まで追加取得し連結子会社化

●（株）ディンプルを会社分割し、（株）
大丸松坂屋セールスアソシエイツを
設立
●大丸東京店を第Ⅱ期増床

●大丸東京店を第Ⅰ期
移転増床

（株）大丸と（株）松坂屋ホー
ルディングスが経営統合
J.フロント リテイリング

（株）を設立

スーパーマーケット事
業の（株）ピーコックス
ト ア 全株式 を イ オ ン

（株）に売却

フォーレスト（株）株式
70.52％を取得し、連結
子会社化

1611年
織田信長に仕えた伊藤蘭丸
祐広の子、伊藤源左衛門祐
道が名古屋本町に呉服小間
物問屋を開業（松坂屋創業）

1717年
下村彦右衛門正啓が京都伏
見に呉服店「大文字屋」を
開業（大丸創業）

2007年9月
J.フロント リテイリング（株）
を設立

2009年11月
大丸心斎橋店北館オープン

2011年3月
大丸梅田店増床オープン

2012年8月
（株）パルコを連結子会社化

価値観とビジョン　＞　歴史ー時代変化の波を越えて
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2014
2015

2016
2017

2018
2019

2020
2021

基盤構築期

飛躍的成長期／グループ構造変革期

●（株）千趣会が実施する
 自己株式取得に応諾

●楽天Rポイントカードと
の提携開始

● 名 古 屋 ZERO GATE を
開業

●福岡パルコが新館開業

クールジャパン機構へ出資

●札幌ZERO GATEが開業
●松坂屋名古屋店 第3期改装グランドオープン
●仙台パルコ2が開業
●広島ZERO GATEが開業

2012年10月
大丸東京店第Ⅱ期増床オープン

●福岡パルコが増床
●（株）千趣会株式22.6％を

取得し持分法適用関連会
社化

●上海新世界大丸百貨が開業
●大丸心斎橋店 本館の建替

えを決定
●渋谷パルコの建替えを決定

スクラムベンチャーズへ
出資

2017年～
2021年

新中期経営計画
スタート

2014年～
2016年度

中期経営計画
スタート

●国際会計基準（IFRS）を任意適用
●（株）JFRオンラインを事業譲渡
●「GINZA SIX」開業
●「指名委員会等設置会社」へ移行
●フォーレスト（株）株式を譲渡
●京都ZERO GATEが開業
●上野フロンティアタワーが開業
●JFR PLAZA Inc.解散・清算

●大丸心斎橋店 新本館が
開業予定（秋）

●渋谷パルコを含む宇田川
町15地区開発が開業予
定（秋）

2017年4月
GINZA SIX 開業

大丸心斎橋店 新本館
完成予想図

2017年11月
上野フロンティアタワー 開業

渋谷パルコ 完成予想図

●大丸心斎橋店
　新本館と北館を

接続予定（春）

くらしの
「あたらしい幸せ」を
発明する。
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マルチサー
ビスリテイラー

• 少子高齢化長寿命化
• テクノロジーの進化
• シェアリングエコノミーの進展
• 都市回帰と地方・郊外の縮小
• 外国人の拡大
• 二極化の進展
• 地球温暖化

人的
資本

製造
資本

知的
資本

社会関係
資本

自然
資本

財務
資本

設備投資
成長投資
2,000億円

グループ
従業員数

約10,500人
(2018年2月末)

大丸・松坂屋
パルコ運営
主要店舗数

35店舗

大丸・松坂屋
エネルギー使用量

74,410kl
(2017年度)

蓄積された

ホスピタリティ
マインド

600万人超の
 優良な

顧客資産

都市部の
店鋪資産小　売

不動産
クレジット
金融
サービス

当社が認識する
社会課題

Structure
(Core Businesses)

Strength
(Core Competence)

事業構造 強み

2021年度
連結営業利益
560億円

2021年度
ROE
8%以上

2017～
2021年度累計

FCF
600億円
以上

大丸・松坂屋
・パルコ

年間入店客数
約3.4億人

安心・安全な
商品・サービス

新たな
消費体験

地域の
賑わい

ダイバーシティ
ワークライフ
バランス

低炭素社会

【地域社会】
良き企業市民として、地
域社会の発展に貢献すると
ともに、環境に配慮した事
業活動を推進します。

【従業員】
成果と貢献が公正に評価
され、能力の発揮と成長が
実感できる働きがいのあ
る職場を実現します。

【お取引先様】
お互いに切磋琢磨しなが
ら信頼関係を築き、
ともに成長することを

目指します。

【株主様】
高収益・高効率経営の
実践を通じて、企業価値の

長期的な向上に
努めます。

【お客様】
新しい価値の提案を

通じて、お客様のこころを
とらえる本物のご満足を

提供します。

グループビジョン

アウトカム

アウトプット

戦　略

ビジネスモデル

P.22

P.12

アーバン
ドミナント
戦略 P.26

財務戦略
P.34

人財戦略
P.36

ICT
戦略

P.28

既存事業
革新

P.30

P.04

くらしの
「あたらしい幸せ」を

発明する。

•
•
•
•
•

人財

ガバナンス P.48

P.36

2021年度
二酸化炭素
排出量(原単位）
△5.0%

（2016年度比）

2017～
2021年度 累計

GINZA SIX
上野フロンティアタワー
ZERO GATE
　　•　　•　　•

J.フロント リテイリングの
価値創造プロセス

ビジネスモデル　＞　J.フロント リテイリングの「価値創造プロセス」

Ｊ.フロント リテイリングは、基本理念およびグループビジョンのもと、ステークホルダーの皆さまとともに、

時代の変化に即応した高質で新鮮かつホスピタリティにあふれる豊かな暮らしを創造することに取り組んでいます。

Ｊ.フロント リテイリングの事業活動は、百貨店とパルコを中心に地域とともに成長する

豊かなマーケットの創出を絶えずはかっていくことです。

それは、社会の公器として、様々なステークホルダーが共感する新たな価値を創造することにほかなりません。

Ｊ.フロント リテイリングが持つ6つの資本を効果的･効率的に活用することにより、グループの事業モデルを循環させ、

新たな価値を創造していくことが、Ｊ.フロント リテイリングのブランド価値、

ひいては社会が共感する新しい価値を創造するプロセスとなっています。

この取り組みを通じ、広く社会に貢献するとともに、グループの発展を目指します。
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マルチサー
ビスリテイラー

• 少子高齢化長寿命化
• テクノロジーの進化
• シェアリングエコノミーの進展
• 都市回帰と地方・郊外の縮小
• 外国人の拡大
• 二極化の進展
• 地球温暖化

人的
資本

製造
資本

知的
資本

社会関係
資本

自然
資本

財務
資本

設備投資
成長投資
2,000億円

グループ
従業員数

約10,500人
(2018年2月末)

大丸・松坂屋
パルコ運営
主要店舗数

35店舗

大丸・松坂屋
エネルギー使用量

74,410kl
(2017年度)

蓄積された

ホスピタリティ
マインド

600万人超の
 優良な

顧客資産

都市部の
店鋪資産小　売

不動産
クレジット
金融
サービス

当社が認識する
社会課題

Structure
(Core Businesses)

Strength
(Core Competence)

事業構造 強み

2021年度
連結営業利益
560億円

2021年度
ROE
8%以上

2017～
2021年度累計

FCF
600億円
以上

大丸・松坂屋
・パルコ

年間入店客数
約3.4億人

安心・安全な
商品・サービス

新たな
消費体験

地域の
賑わい

ダイバーシティ
ワークライフ
バランス

低炭素社会

【地域社会】
良き企業市民として、地
域社会の発展に貢献すると
ともに、環境に配慮した事
業活動を推進します。

【従業員】
成果と貢献が公正に評価
され、能力の発揮と成長が
実感できる働きがいのあ
る職場を実現します。

【お取引先様】
お互いに切磋琢磨しなが
ら信頼関係を築き、
ともに成長することを

目指します。

【株主様】
高収益・高効率経営の
実践を通じて、企業価値の

長期的な向上に
努めます。

【お客様】
新しい価値の提案を

通じて、お客様のこころを
とらえる本物のご満足を

提供します。

グループビジョン

アウトカム

アウトプット

戦　略

ビジネスモデル

P.22

P.12

アーバン
ドミナント
戦略 P.26

財務戦略
P.34

人財戦略
P.36

ICT
戦略

P.28

既存事業
革新

P.30

P.04

くらしの
「あたらしい幸せ」を

発明する。

•
•
•
•
•

人財

ガバナンス P.48

P.36

2021年度
二酸化炭素
排出量(原単位）
△5.0%

（2016年度比）

2017～
2021年度 累計

GINZA SIX
上野フロンティアタワー
ZERO GATE
　　•　　•　　•

J.フロント リテイリングの
価値創造プロセス
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ビジネスモデル　＞　マルチサービスリテイラー

当社グループは、百貨店の大丸、松坂屋やショッピングセンターのパルコ、ラグジュアリーモールのGINZA SIXなど、小売

事業と不動産事業を中核とする企業グループです。

大丸は1717年に下村彦右衛門正啓が京都伏見に呉服店「大文字屋」を、また松坂屋は1611年に織田信長に仕えた伊藤

蘭丸祐広の子、伊藤源左衛門祐道が名古屋本町に呉服小間物商を開業し、それぞれの歴史が始まりました。両社ともに300年、

400年という永い年月のなかで、呉服からスタートしながら、時代の変化に適切に対応することによりビジネスモデルを変革し、

百貨店として成長を遂げてきました。

2007年9月の経営統合後は、事業ウイングの拡大による成長に向けた積極的なM&Aを展開。㈱パルコを連結子会社化す

るとともに、㈱スタイリングライフホールディングス等を持分法適用関連会社化するなど、百貨店を核としながら、マルチリテイ

ラーとして事業の幅を拡大してきました。

そして、新たな「2017～2021年度 中期経営計画」では、“くらしの「あたらしい幸せ」を発明する。”という新たなグループビジョ

ンに基づく非連続な成長に向けた事業ドメインの拡大をはかるべく、小売業の枠を超えた“マルチサービスリテイラー”として

の発展に向けたグループ構造変革に取り組んでいます。事業ポートフォリオの考え方は、中核である百貨店やパルコでの成長

をはかりつつも、不動産事業やクレジット金融事業など新たな領域への拡大によりそのシェアを伸ばしていきます。

複数の小売事業ブランド展開
（マルチリテイラー）

暮らしの不安・不満の
解消へのニーズ拡大

IoT 時代の到来

人財サービス需要拡大

決済手段の多様化
金融サービスの高度化

シェアリングエコノミーの
台頭

モノ消費から
コト消費・体験型消費

都市化の進展

マルチサービスリテイラー

小売業の枠を超えた
“マルチサービスリテイラー”へ。
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こうした、事業ポートフォリオとコアコンピタンスを活かしながら、育成された多様な人財、経営の透明性を高めた実効性の

あるガバナンスの支えのもと、小売業の枠を超えた“マルチサービスリテイラー”として、時代の変化に機敏に対応し、社会が

求める価値創出に取り組んでいきます。

全国都市部の店舗資産

札幌から東京、名古屋、大阪、博多

まで全国主要都市に百貨店、パルコ、

そしてGINZA SIXなど店舗資産を展

開。さらに、重点地区ではそうした基

幹店舗を核としながら周辺に中小型

店舗を集積するなど地域とともに成長

する“アーバンドミナント戦略”を推進し、

新たな賑わい創出を通じた地域との共

生に取り組んでいきます。

1
600万人超の優良な顧客資産

大丸、松坂屋とパルコのカード顧客

600万人超の優良顧客資産を保有。

百貨店では富裕層顧客、いわゆる外

商顧客組織を有し、その売上シェアは

20％を越えています。新たな取り組み

では決済機能付アプリの導入も控え

ており、“ライフタイム・サービスHUB”

構想のもと、顧客資産に一層の厚み

が加わります。

2
蓄積されたホスピタリティ

歴史の中で蓄積されてきたホスピタ

リティマインド。先義後利の社是のもと、

お客様第一、社会への奉仕を貫いた

接客サービスから生まれたその精神は、

当社グループのバリューチェーンで息

づいています。また、この強みを切り出

した人材派遣サービス会社ディンプル

や大丸松坂屋セールスアソシエイツの

運営にもつながっています。

3

蓄積された

ホスピタリティ
マインド

600万人超の
 優良な

顧客資産

都市部の
店鋪資産小　売

不動産
クレジット
金融
サービス

Structure(Core Businesses) Strength(Core Competence)
事業構造 強み

当社グループの強み

価値創造の源泉
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百貨店のバリューチェーンと競争優位

店舗にわざわざご来店いただくためには、お客様がお求めになるモノがあるということとともに、店舗空間・環境や販売員を通じた、そ

こでしか味わえない体験、経験、つまり新たな価値を提供することができなければなりません。ビジネスモデルの転換により、お客様にとっ

ての価値、ステークホルダーにとっての価値を視点に取り組み、店舗価値向上につなげていきます。

調達物流 店舗運営

店舗
デザイン

店舗
レイヤー

アフター
サービス

顧客固定化

消化仕入

買取仕入

不動産賃貸

マーケティング
集客 販売

店づくりノウハウ 店舗オペレーションノウハウ 固定客づくりノウハウ

富国強兵 （戦争） 経済復興 高度経済成長期 安定成長期 低成長期

1940年代 1950年代 1960年代 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代 2010年代

時
代
性

百
貨
店

ス
ー
パ
ー

他
業
態

規
制

人
口

1868年
明治維新

1937年
百貨店法

1868年
34百万人

1967年
1億人突破

1985年
1億2100万人

1998年
生産年齢人口
（15-64歳）が減少

2004年
人口ピーク
1億2787万人

人口減少
社会

1973年
大規模小売店舗法（大型スーパーまで対象）

2000年
大店立地法

1956年 経済白書
「もはや戦後ではない」

三種の神器 3C DCブランド
ブーム

インバウンド急成長
シェア経済拡大

1962年 林周二
「流通革命」 1985年 博報堂

「分衆の誕生」
1999年 ＮＴＴドコモ
「ｉモード」誕生

神武
景気

岩戸
景気

いざなぎ
景気

バブル
景気

いざなみ
景気

オリンピック
景気

オイル
ショック

バブル
崩壊

リーマン
ショック

所得倍増
計画

海外特選ブランド人気海外特選ブランド人気 海外ファストファッション
日本進出加速
海外ファストファッション
日本進出加速

1904年 株式会社三越呉服店
（デパートメントストア宣言）
1907年 株式合資会社大丸呉服店
1910年 株式会社いとう呉服店

 57年 ダイエー1号店
  58年 ヨーカ堂設立
56年 西武ストアー設立

69年 玉川高島屋ＳＣオープン 85年 つかしんオープン

82～83年 西武百貨店キャッチコピー 「おいしい生活」

69年 ジャスコ設立
69年 池袋パルコオープン

 74年 セブンイレブン1号店
  75年 ローソン1号店
73年 ファミリーマート実験1号店開店

76年 東急ハンズ1号店
76年 ビームス1号店

76年 新宿ルミネオープン 18年 メルカリ上場
84年 ユニクロ1号店

80年 「無印良品」誕生

90年 ユナイテッドアローズ1号店
93年 アウトレット・リズム
（日本初のアウトレット・埼玉県）

87年 「ロフト」誕生
97年 「楽天市場」開始

72年 ダイエー売上高日本一

00年 そごう民事再生法

01年 マイカル経営破綻

04年 「ＺＯＺＯＴＯＷＮ」運営開始
16年 ファミマ・ユニー
経営統合
16年 三菱商事が
ローソン子会社化

07年 Ｊ．フロント リテイリング
07年 Ｈ２Ｏリテイリング
  08年 三越伊勢丹ホールディングス

03年 ミレニアムリテイリングに商号変更
61年～68年

大丸売上高日本一
91年

百貨店売上ピーク

●洋風建築、陳列式
●制服制定
●土足入場
●エレベーターガール登場　
など、新しい取り組み

零細・家族経営型店舗、百貨店隆盛時代 総合スーパーの隆盛（大衆消費社会） 業態の多様化（ポスト大衆消費社会）

小売業界の変遷

ビジネスモデル　＞　百貨店ビジネスモデル変革

全国百貨店業界売上は1991年の9兆7130億円から、2017年は5兆9530億円へと約6割の水準にまで減少しています。

業際を越えた競合激化、Eコマースの急成長といった環境変化のなかで、百貨店が抱える最も大きな課題は、衣料支出の減少

傾向にもかかわらず婦人衣料に過度に依存した売場構成、あるいは高度成長期から安定成長期に発展した消化仕入主体の商

品･テナント構成といった百貨店ビジネスモデルが、時代の変化、お客様の価値観の変化に合わなくなっているということであ

ると考えています。

そのため、当社は百貨店が生み出すべきバリューという観点から、大きく４つの方向性によりビジネスモデルの転換を志向し

ています。これらの取り組みにより、店舗の魅力化を通じた集客力強化と収益力向上の両立をはかっていきます。

百貨店ビジネスモデルの、
転換点。
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ビジネスモデル変革の方向性

不動産賃貸形態の積極導入

「面」で集客するエリアドミナント形成

婦人服アロケーションの大幅縮小

ICT活用による顧客エンゲージメント強化

現在の典型的な百貨店店舗は8割以上が消化仕入を前
提とした商品展開・テナント導入となっています。言い方を換
えれば、こうした商慣習が店づくりの多様性に制約を加えて
いるということも事実です。

そのため、不動産賃貸面積の拡大など最適ミックスを実現
することにより、店舗の魅力化とともに安定した高収益モデ
ルへの転換をはかっていきます。

百貨店という「点」だけで考えるのではなく、当社グループ
主体で周辺にパルコやブランドショップをドミナント展開し、地
域一体となった活動も含めながら「面」としての集客力を高め
ます。新たな賑わい創出により、地域とともに成長することを
目指した当社独自の戦略です。

1980年代中盤に肥大化したままの婦人服売場面積は
今中期経営計画中に30％圧縮する一方、お客様の変化に
対応した新たな売場やゾーニングを展開し、店舗の魅力化を
はかっていきます。成長カテゴリーであるビューティや食品、
生活雑貨を拡大するなどエリアごとのマーケットに対応した改
装を行っていきます

“人生100年時代”―「ライフタイム・サービスHUB」とは、
お客様との生涯に渡るエンゲージメントをより強固にしていく
ための新たな顧客情報システム構築へのチャレンジです。自
社カードを通じたお客様との接点だけでなく、今秋リリース予
定のアプリなども駆使しながら、グループ横断的な取り組みに
より、定型情報･非定型情報を重層的に蓄積していきます。
誕生から一生涯に渡る様々なシーンや節目においてお客様
とこれまで以上に多くの接点を持ち、深く、永く関係性をつく
ることにより、お客様の「不安」や「不満」の解消に向けた新
しい商品やサービスの提供を進めていきます。

1Point

3Point

2Point

4Point

＜従来型＞

＜不動産賃貸型＞

消化仕入

不動産賃貸

買取

＜ハイブリッド型＞

消化仕入

不動産賃貸

買取
ex. 大丸心斎橋店本館など

ex.GINZA SIX、
上野フロンティアタワーなど

松坂屋

パルコ
パンダ
広場

モンベル

アート
スポーツ●オフィス

●シネコン

上野・御徒町地区で進めるアーバンドミナント戦略
取り組み事例

資生堂ビューティーサロン
ビューティーガーデン
ペットサロン リボン

資生堂ビューティーサロン
ビューティーガーデン
ペットサロン リボン

誕生 幼児期 就学 就職 結婚 子育て セカンド
ライフ

定型情報の蓄積
ICTの活用

非定形情報の蓄積

百貨店・パルコなど各事業・ディビジョンの顧客データを統合

統合顧客データベース

婦人服売場面積

（2017〜2021年度累計・対2016年度比較）
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当社は、2017年度から国際会計基準IFRSを適用

しています。そのため、2017年度実績の前年度比較

については、2016年度実績をIFRSベースに置き換

えた数値との比較により算出しています。

2017年度の当社連結売上収益は、4,699億円、

対前年同期比較では3.8%の増収となりました。連結

営業利益は、対前年18.7％増の495億円、親会社

の所有者に帰属する当期利益は、対前年5.3％増の

284億円となりました。また、10月の予想数値との比

較では、連結営業利益は5億円上回ることができました。

なお、これまでの当社業績や他社との比較可能性

を考慮し、2016年度まで適用いたしておりました日

本基準の売上高概念に近い「総額売上高」、および

IFRSの営業利益からその他営業収益とその他営業

費用などの影響を除いた「事業利益」を独自の参考

指標として、併せて公表しています。

「総額売上高」は、対前年0.4％増の1兆1,389億

円、「事業利益」は対前年4.3％増の468億円となり

ました。また、10月の予想数値との比較では、「総額

売上高」は30億円下回りましたが、「事業利益」は3

億円上回ることができました。そして、最も重視する連

結ROEは7.5％となりました。

期末配当については、期初予定から1株当り3円増

配の18円の普通配当、およびJ.フロント リテイリング

設立10周年を記念した1株当り1円の記念配当とあ

わせ、19円とさせていただきました。中間配当16円と

あわせた年間配当については、1株あたり35円となり、

普通配当は前年に比べ5円の増配、かつ7年連続の

増配となりました。

セグメント別では、百貨店事業は、訪日外国人観光

客によるインバウンド消費が下期に一段と加速し、また

国内富裕層の動きも年度を通じて堅調に推移しました。

一方、郊外店や地方店は厳しさが継続しました。

また、資産効率向上の観点から、大丸松坂屋百貨

店の保有不動産を売却しました。この結果、売上収

リスクの二面性を着実にとらえ、
事業ポートフォリオ変革を加速。

経営戦略　＞　トップインタビュー

山本 良一

トップインタビュー
取締役 兼 代表執行役社長

Q. 事業別ではどのような動きでしょうか。

Q. 2017年度の業績について説明してください。
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連結子会社フォーレストの全株式を、昨年8月末日をもっ

て譲渡し、事業の入れ替えを行いました。

併せて、本年2月には、持分法適用関連会社の株

式会社千趣会が実施する同社の自己株式取得に当

社が応じることも決定しました。

大丸松坂屋百貨店では、訪日外国人観光客の増

加に対応すべく、インバウンドに強みを持つ基幹店舗

において、時計売場の拡張や、店頭でのモバイル決

済の対象売場拡大、さらにはSNSを活用した店頭プ

ロモーション強化などが奏功したことにより、インバウン

ド消費が飛躍的に伸張しました。

大丸松坂屋百貨店の免税売上は、対前年62.8％

増の479億円、これは「爆買い」と言われた2015年

度売上の1.4倍にもなり、いよいよ年間500億円超え

を目指せるところまでに成長しました。特にお客様数

の増加が著しく、対前年50.6％の大幅増となりました。

商品群別内訳では、化粧品を中心とする「消耗品」が

前年度実績の2倍となり、「一般品」に迫る規模にま

で拡大しました。

また、株価水準の安定を背景とした国内富裕層の

消費の活発化に対応すべく、希少性ある「品揃え」や

魅力度の高い「体験」価値を盛り込んだ催事の強化

や、外商の新規顧客開拓による顧客基盤の拡充など

が功を奏し、当社外商の売上を示す基幹店の掛売上

は対前年1.5％増となりました。外商カード顧客の新

規開拓への取り組みでは、新たに13,250口座を獲

得することができました。

店舗別では、インバウンドの

集客力で他を圧倒する心斎橋

店が対前年14.0％増と14ヶ月

連続で大幅増となったほか、戦

略的な顧客開拓による富裕層

や近隣で増加するオフィスワー

カーを的確に取り込んだ東京

店が18ヶ月連続、また札幌店

でも15ヶ月連続増収となるなど、

基幹6店舗が前年を上回るとと

もに、既存店合計で12ヶ月連

続の増収となりました。

益は前年比較で2.3%の増収、営業利益は20.0%の

大幅増益、「事業利益」においても9.1%の増益となり

ました。

パルコ事業は、昨年11月4日「上野フロンティア

タワー」の核テナントとして開業したパルコの新業態

「PARCO_ya」が、狙いどおり従来のパルコより“や

や大人向け”に設定したお客様の支持を多く集め、好

調に推移しました。一方、建替えのため一昨年8月に

一時的に営業を終了した渋谷パルコの影響が上期ま

で継続したほか、千葉パルコの閉店影響やヌーヴ・エ

イの苦戦などもあり、トータルでは前年比較で2.3％の

減収、9.7％の減益となりました。

「不動産事業」は、昨年4月に開業した「GINZA 

SIX」および11月に開業した「上野フロンティアタワー」

の嵩上げ効果が大きく、前年比較で168.3％の大幅

増収、37億円の大幅増益となりました。

さらに、JFRオンラインやJFRプラザなど不採算事

業からの撤退効果なども連結業績向上に寄与しました。

なお、その他に含まれておりました通販事業を営む

Q. 百貨店のトップライン（売上）が伸びています。

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000
（人）（千円）

2015年
9月 2月 2月
2014年 2016年 2017年

2月
2018年
2月

2014年9月以降の大丸松坂屋百貨店免税売上高と購買客数推移
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一方、経費につきましては、「GINZA SIX」と「上

野フロンティアタワー」の新規開業に伴う広告宣伝費

（+6億円）や作業費（+4億円）、の増加のほか、設備

更新のための修繕費（+1億円）、光熱水費など消耗

品費（+0.5億円）の増加はありましたが、業務委託を

含めた実質人件費（▲1億円）や賃借料（▲1億円）の

圧縮など、全社を挙げてさらなる削減に取り組みました。

また、資産効率向上の観点から保有不動産の売却も

実施しました。

この結果、大丸松坂屋百貨店の営業利益は282

億円、対前年41.0%の大幅増益となり、また参考指

標の事業利益は271億円、対前年22.7％の大幅増

益となりました。また10月予想数値との比較では営業

利益は26億円、事業利益は9億円、それぞれ上回るこ

とができました。

フリーキャッシュフローは10月予想からさらに好転し

380億円のプラスとなりました。

百貨店事業は、大丸松坂屋百貨店の基幹店を中

心に増収を見込む一方、地方店・郊外店については厳

しさが継続することを予想し、対前年3.3%の増収を見

込みますが、下期に面前決済に対応したPOSに入れ

替えを行うなどシステム関連の一時費用が発生するほ

か、安全安心な店づくりに向けた設備の改善によるコス

ト増などを織り込み「事業利益」は2.2％の減益見通し

となります。また、IFRSではJ-GAAPにおける特別利

益、特別損失が営業利益に含まれるため、営業利益に

ついては、前年に不動産売却益約14億円を計上した

反動減の影響も加わり6.6%の減益見通しです。

パルコ事業は、昨年11月に「上野フロンティアタワー」

で開業した新業態「PARCO_ya」がフル稼働するほ

か、原宿ゼロゲート、三宮ゼロゲートなどの新規オープ

ンや、昨年度苦戦したヌーヴ・エイ事業の戦略再構築

による下期以降の業績改善を織り込み、対前年4.8％

の増収、「事業利益」では4.5％の増益ですが、前年

に計上した引当金戻入の反動減などにより営業利益

は横ばいとなる見通しです。

不動産事業は、昨年4月に開業したGINZA SIX、

11月に開業した「上野フロンティアタワー」がフル稼

働で寄与することなどにより対前年27.4％の大幅増

収、「事業利益」では26.1％の大幅増益となりますが、

百貨店事業と同様に、前年に計上した不動産売却益

（16億円）の反動減などの影響により、営業利益は

20.1％の減益見通しとなります。

また、クレジット金融事業は、対前年7.1％の増収で

すが、セキュリティ強化に伴うシステム費用等の増加

を見込むため、「事業利益」は1.5％の減益ですが、営

業利益は0.3％の増益見通しです。その他については、

フォーレストの株式譲渡によるマイナス影響などによ

り、増収幅はほぼ横ばいの0.1％と見ておりますが、前

年度に苦戦したJフロント建装の業績改善を織り込み、

「事業利益」は29.8％の増益、営業利益は22.2％

の増益となる見通しです。

昨年11月4日に上野フロンティアタワーがオープンして、

松坂屋上野店本館の入店客数が大幅に増加しました。

パルコやシネコン、オフィスという新しい要素が加わり、

「シタマチ.フロント」という新しいコンセプトでアーバン

ドミナント戦略を進めるなかで、さまざまなイベントを加え

Q. 一方で、今期2018年度は、百貨店事業の

事業利益、営業利益とも減益予想と

なっているのはどのような要因でしょう。

Q. 上野フロンティアタワー開業を契機に

パルコとの協業がより進んできた印象があります。

PARCO_ya
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しています。様々な事業環境の変化は、すなわち企業

にとっての「不確実性」です。こうした不確実性、つま

りリスクにはプラスの側面としての「機会」と、マイナス

の側面としての「脅威」の両面がありますが、このリス

クの二面性をしっかり捉えることが必要です。

そのため、当社は、事業環境の変化を当社に係るリ

スクとして捉えなおし、まず138項目のリスクを抽出しま

した。その中で、特に重要と考える企業リスクについて、

リスクマネジメント委員会および役員合宿で徹底的に

議論し、最終的に15項目を特定しました。

138のリスクは戦略上のリスク、ファイナンスリスク、

オペレーションリスク、ハザードリスクに分類されます。

最終的には重要性で優先順位をつけましたが、当然

ホールディングスと事業会社の百貨店、パルコ等で捉

えるリスクは違います。特定した15項目のリスクの中で、

事業会社として論議を行ったうえで優先順位が高いも

のをリスクとして特定するよう指示しています。事業会

社によっては、守りのリスクを重視せざるを得ないところ

もあるでしょうし、ホールディングスのようにもう少し視座

を高めなくてはならないところもあります。取り上げたリ

スクは脅威であるし、また逆に機会と捉えることもでき

ます。

例えば、2019年秋には消費増税が控えていますが、

消費の冷え込みを懸念する一方で、負担が軽くなる子

育て世代の消費がどこに向かうかということを考えれば

チャンスにもなりうるということです。「少子高齢化・長

寿命化」ということに関しても、“人生100年時代”とい

うことを考えれば、60代、70代であっても消費意欲が

高まる可能性はあるので、チャンスと見ることもできます。

ていくことによって間違いなくプラス要素が出てくると考

えています。松坂屋上野店は、上野フロンティアタワー

の開業前に大きな投資をするのではなく、オープンして

新たに来街されるお客様をリサーチしたうえで本館を変

えていこうという考え方で取り組んでいます。シタマチ.フ

ロントについては、大丸松坂屋百貨店とパルコが中心

となって地元の商店街の方や行政の方と一緒に取り

組む良い形が出来てきたものと考えています。

今後、大丸心斎橋店本館完成後に、北館の中核

テナントとしてパルコを導入することが決定しています

が、パルコとは情報交換を密にしながら進めています。

2019年秋に本館が先に開業することになりますが、

この中身の情報をしっかり共有化しながら、北館のパ

ルコ、不動産事業を組み立てていきます。80,000㎡

を超えるハイブリッドな大型商業施設として、どのよう

な形が理想かという構想を持つことが重要です。パ

ルコから取り入れたいものは、百貨店型のカテゴリー

別展開から脱却したところにどのようなやり方があるの

か、あるいは百貨店が取り込めていない新しいマーケッ

トがどういうところで生まれているかといった情報です。

上野フロンティアタワーでの取り組み成果を超える、パ

ルコとの協業の進化形にも期待していただきたいと思

います。

昨年2017年度は、中期経営計画の初年度として、

新たに設けた不動産事業セグメントが、「GINZA SIX」

や「上野フロンティアタワー」など大型プロジェクトの

貢献により、当初予想以上の進捗で成長し、当社が

目指す非連続な成長に向けた「事業ポートフォリオの

変革」の第一歩として順調にスタートしたものと考えて

います。

一方、営業力強化施策としてのICTへの取り組み

や、成長事業として高く位置づけるクレジット金融事業

への対応などについては、試行錯誤を続けておりますが、

残念ながらその進捗においてスピード感の欠如は否めず、

目に見える具体的な成果として現れていないのが現状

です。これらは喫緊の経営課題として、ギアをチェンジ

する必要があると考えています。

経営を取り巻く環境はこれまでにないスピードで変化

Q. 中期経営計画の初年度2017年度を終えた

成果と課題についてはどうですか。

Q. そのリスクについてもう少し聞かせてください。
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「テクノロジーの進化」についてはあまりにもスピード

が速いので、乗り遅れると大変なことになりますが、うま

く取り込めればチャンスになります。「所得の二極化」

は今後ますます進展する可能性もありますが、百貨店

の強みである富裕層対応によりチャンスとすることもで

きます。リスクがもつプラス、マイナスの両面をしっかり

と見つめ、具体的な戦略として落とし込むことが重要

であるということです。

当社は昨年から百貨店の店舗ごとにB/Sを策定す

るなど資産効率を意識したいわばB/S経営への志向

を強めています。このきっかけとなったのは、小売業界

ではなく製造業界から招聘した財務戦略担当執行役

の視点です。彼によれば、百貨店は大きな資産を使い

ながら事業活動を行っているにもかかわらず、社内業

績報告の場面で議論がP/Lの内容に終始している状

況に違和感がある、と。そのため、店舗B/S導入によ

り店長の評価指標としてROAを取り入れる経営管理

をスタートさせました。

また、スピードを伴った対応がいま求められるICT分

野においても外部からAIなどデジタル全般に知見をも

つ人財を執行役として登用しましたし、さらに今後成長

を期待されるクレジット･金融分野においても外部から

専門性の高い人財を当社連結子会社JFRカードの

社長として着任させました。

私は最近、社内外に向け「異分子結合」ということ

をよく申し上げております。異なる価値観や文化がぶ

つかり合うところにこそ、いまという時代が求める新たな

価値が生まれる可能性があるものと考えています。我々

が昨年4月にオープンさせた新たな商業施設「GINZA 

SIX」という、これまでにないラグジュアリーモールを創

造することができたのも、全く異なるバックグランドを持

つ4社が、高い目標を共有しながら企業の枠を越えて

論議し協業したことにより、まさに異分子が結合したも

のと言えるでしょう。

当社が目指す「非連続な成長」とは、これまでの社

内の常識にとらわれず、こうした異分子結合によって生

まれる、従来の殻を破った新たな取り組み成果の総体

であるものと考えています。

ご承知のとおり、世界最大の年金基金GPIFは、

2015年に国連責任投資原則PRIに署名し、さらに

昨年には、3つのESG指数を採用することを発表しま

した。つまり、企業の持続性や成長性を評価するため

には、財務情報だけでは真の姿をとらえきれず、非財

務情報、ESG情報が一層重要な役割を果たすという

ことが示されたことになります。これは、資本市場にお

ける大きな流れの変化であり、「社会の公器」とされる

企業側に向けられた、強いメッセージであると認識して

おります。

当社は、これまでESGの「G」、すなわちガバナンス

改革には、先んじて意欲的に取り組んできましたが、こ

うした資本市場の動向もふまえ、3月から専門部署とし

て「ESG推進部」を設置し、今後は、「E」と「S」の部

分についても、質・量ともにその取り組みと情報開示を

強化していきたいと考えています。

Q. 専門性をもった外部人材の登用も

活発化してきました。

Q. これまで意欲的にガバナンス改革を

進めてきましたが、ESGという視点では

今後どのように取り組みますか。

2015年以来、先んじて意欲的に取り組んできた
コーポレートガバナンス改革

取締役会改革

機関設計の変更

3月から専門部署として「ESG推進部」を設置

後継者育成計画 役員報酬制度改革

2018度は「E」と「S」についての取り組みと情報開示を充実・強化

G

E S
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そのため、当社は、マテリアリティ、つまり当社として

取り組むべき「重要課題」の特定を行いました。まず、

ステークホルダーの方々にマテリアリティ候補の25項

目についてのアンケート調査を実施し、4,250件の回

答を得ることが出来ました。次のステップでは、GRIス

タンダードやISO26000などの主要ガイドラインおよ

び調査機関の評価項目などを反映した内容をもとに社

内論議を行いました。そして、取締役会での論議を通

じて、マテリアリティの重要度などについて正式に決定

しました。こうして、当社としてのマテリアリティを特定し、

開示することにより、社会課題と事業活動との関連性

をよりクリアにし、“CSV”、すなわち“共通価値創造”の

考え方をもとにした取り組みを進めていきたいと考えて

います。

今後は、マテリアリティにおいて達成すべき定量的

な中長期目標を策定するとともに、秋には機関投資家

の皆様を対象に、「ESG説明会」の開催を予定してい

ます。

中期経営計画期間の5年間においては営業キャッ

シュフロー2,600億円以上を稼ぎ出し、2,000億円を

既存事業の革新と事業ポートフォリオの変革に向けた

設備投資、および成長投資に振り向けます。

中期計画5年間における投資のピークは、現在建

替え中の「大丸心斎橋店本館」と「新生・渋谷パルコ」

が稼動する2019年度になると予想しておりますが、

以後2020年度と2021年度にはそれぞれ200億円

を超えるフリーキャッシュフローが創出される見込みとなっ

ております。

そして、5年間累計で創出する600億円以上のフリー

キャッシュフローにより、株主還元および自己資本の

拡充をはかっていきます。株主還元方針については、

配当性向30％以上を基本としつつ、財務状況を見な

がら自己株買いも適宜検討していきます。

当社は、昨年度2018年2月期まで7年連続の増配

を実施しましたが、さらに2019年2月期におきましても

普通配当で年間2円の増配、かつ8年連続の増配を

予定しています。

このように、戦略投資の実施と株主還元の充実、そ

して自己資本の拡充のバランスを踏まえた資本政策を

推進することにより、ROE8％を継続的に達成できる

経営体質の実現に取り組んでいきます。

当社の株主資本コストは現状およそ6％と算出して

いますが、中期的には6～7％のレンジのなかで推移す

るものと見ています。つまり、当社が今般の中期経営

計画で目標化したROE8％は、株主の皆様の期待に

お応えするために最低限達成すべき水準であるとの認

識です。事業ポートフォリオの変革は、非連続な成長

に向けた事業構造基盤の構築であるとともに、資本コ

ストの低減につながることも想定されます。小売業の

枠を超えた“マルチサービスリテイラー”としての発展に

向け、具体的な成果を着実に積み上げていきたいと考

えています。

Q. 株主還元の考え方について説明してください。
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プラスの側面「機会」とマイナスの側面「脅威」の両面を見る。

戦争・紛争の発生
テロ問題の深刻化
経済危機・金融危機の発生
通商・貿易問題の発生
新興国の躍進
消費税率の引き上げ
観光立国政策の推進
法人税率引下げ・投資促進施策の推進
国家戦略特区を活用したビジネスの推進
民間企業への公共施設の運営委託推進
シェアリングエコノミーの推進
景気動向
金融市場の発展
金利・株価・為替の変動
所得の二極化
富裕層の拡大
可処分所得の減少
多様な消費形態の拡大

モノ消費からコト消費への移行
こだわり、健康志向の高まり
安価な製品・サービスの普及
少子高齢化・長寿命化（人口減少）
都心回帰（人口集中）と地方過疎化
アメリカ・東南アジアにおける人口増大
単身世帯化（高齢・若年層）
共働き・ひとり親世代の増加
環境問題・貧困問題の深刻化と関心増
エネルギー資源不足の深刻化
AI（人工知能）・ロボットの進化
ECビジネスの拡大
決済・注文関連技術の進化　
ビックデータの活用拡大
インバウンド獲得の競争激化
異業種との競争激化
顧客の囲い込み競争激化
ユーザーエクスペリエンス最大化競争の激化
事業ポートフォリオ分析・再構築の成否
中長期計画策定と進捗管理の成否
M&Aによる買収企業管理の成否
理念・ビジョン浸透の成否
ブランド戦略の成否
敵対的買収対応の成否

イノベーションの成否
検討期間長期化による機会ロス
社内・社外からの過度な期待によるプレッシャー
撤退基準不徹底による意思決定の遅れ
過剰投資による資金の喪失
計画と実績の乖離による減損発生
不動産関連法令・不動産関連税制の変更
土地評価額または建物建設費用の変動
競争企業の進出・周辺環境の変化
建物・設備の安全管理不備（※）
土壌汚染・アスベストの発生
賃借料の変動
貸主の倒産
賃料下落・空室増加
テナントの賃料滞納、倒産の発生
出口戦略（売却先）の成否
従業員の年齢構成変化
人手不足深刻化と採用競争激化
ITなど専門性を有する人材獲得の成否
働き方改革の成否
ダイバーシティー対応の成否
退職金・年金制度運用の成否
サクセッションプランの成否
監査精度の向上・低下

リスクは、すなわち“不確実性”。
経営戦略　＞　【特集】企業リスク（機会と脅威）

当社は、これまで戦略を策定するにあたって機会の分析を行い、検討材料とする一方、「リスク」対応についてはリスクヘッジ

が中心となっていました。しかしながら、リスクを“不確実性”と定義すれば、“プラスのリスク（機会）”と“マイナスのリスク（脅

威）”の両面を認識することができるため、従来のリスクヘッジに加え、リスクテイクを行うことにより収益機会の拡大につなげ

られるのではないかと考えました。

そこで、当社は、経営を取り巻く環境変化を当社に係るリスクとして捉えなおし、まず138項目のリスクを抽出しました。そ

の中で、特に重要と考えるリスクについて、リスクマネジメント委員会および役員合宿で徹底的に議論し、当社の企業リスクと

して最終的に15項目を特定しました。

2018年度は、ホールディングス、事業会社それぞれにおいて、ここからさらに6つを特に重視するリスク項目として設定し、

経営方針に組み入れることにより、具体的な実行計画を推進していくこととしました。これらの取り組みを通じ、“くらしの「あた

らしい幸せ」を発明する。”というグループビジョン実現に向け、小売業の枠を越えた“マルチ・サービス・リテイラー”として、「非

連続な成長」を通じた、事業ポートフォリオのさらなる変革をはかっていきます。

抽出した
138項目のリスク
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当社企業リスク15項目を特定し、さらに今年度に重視する6項目（太字）を設定

取締役会改革の成否
報酬とインセンティブ供与の成否
リスクマネジメントの成否
財務報告に係る内部統制システム運用の成否
グループガバナンス強化の成否
フェアディスクロージャー・ESG情報開示の成否
サステナビリティ方針の成否
社会貢献活動の成否
廃棄物削減とリサイクル推進の成否
有害物質（フロン、PCB等）漏洩
地球温暖化防止活動の成否
財務諸表の虚偽記載
資産（のれん含む）の減損発生
再生・撤退基準に基づく事業再生・撤退の成否
新会計基準の適用（リース基準）
税制改正対応の成否
適時開示の成否
現預金・有利子負債マネジメントの成否
資金調達の成否
格付の変動
投資基準に基づく戦略投資の成否
事業ポートフォリオと最適資本構成検討の成否
為替レートの変動
災害時事業継続計画の不備

店舗設備・取引先の被災
災害による交通インフラの停止
災害への初期対応不備
建物・設備の安全管理不備（※）
疫病の流行、感染症の発生
交通事故の発生
外部からのサイバー攻撃によるウイルス感染・情報漏洩
内部からの情報漏洩
インシデント発生時の報告遅れ・対応不備
従業員の不適切投稿、情報漏えい（SNS）
顧客のツイートによる信用失墜（SNS）
会社公式アカウントからの不適切投稿（SNS）
商品の瑕疵、食中毒の発生
品質・賞味期限の誤表示・虚偽表示
個人情報・顧客情報の漏洩
不適切・不明確な売上計上・請求
顧客の倒産・支払不能
業務ルールの不備・不徹底による事故や顧客トラブル発生
特定顧客（層）への依存
不適切な取引先対応
知的財産権の侵害
不正・不法な取引
商材納入の遅延・不足
取引先の倒産

業務委託業者の管理不備
物流会社における荷物の増加・人手不足の深刻化
配送時間の制限・再配達の削減
配送遅延・誤配・商品の滅失・毀損の発生
製造物責任
不適切な品質管理（PB商品・建築物等）
計画精度の低い発注
開発の遅れ、失敗
生産コストの上昇
技術革新への対応遅れ
同一賃金・同一労働の対応遅れ
人事育成計画の欠如・失敗
役員・従業者の不正・不法行為
人権問題への対応不備
健康管理・メンタルヘルスの管理不備
不適切な請負・業務委託・労働者派遣
不適正な人事配置
法令違反の発生
反社会的勢力との取引
規程・規則の不備
届出・免許取得の不備
機密情報・インサイダー情報の漏洩
訴訟・係争の発生
事件・事故の防止・コンプライアンス意識の不足

絞り込んだ重要な15項目＝ 企業リスク

外国人の拡大に係るリスク 災害等に係るリスク 新規参入による競合に
係るリスク

 所得の二極化に係るリスク 不祥事に係るリスク人財・要員構造に係るリスク

 都市回帰と地方・郊外の
縮小に係るリスク 取引先の転換に係るリスク 既存事業の成熟に係るリスク

 テクノロジーの進化に
係るリスク

シェアリングエコノミーの
進展に係るリスク

顧客の変化、
特に少子高齢化・長寿命化に

係るリスク

モノ消費からコト消費への
移行に係るリスク

CSRの重要性アップに
係るリスク

 消費増税、五輪後の
不況発生に係るリスク

※詳細はP.69をご参照ください。

（※）：ハザードリスク及び不動産事業戦略における重要リスクと認識
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事業ポートフォリオ変革に向け、
順調にスタート。

グループ構造変革期

経営戦略　＞　中期経営計画全体像

2014～2016年度中期経営計画で着手した大型開発計画が完成し、収益として成果が表れる 2017～2021年度までの5か年

を当中期経営計画の期間と定めます。これらの開発計画の完成により飛躍的な成長を実現するとともに、新たなグループビジョンに

基づく非連続な成長の実現に向け、グループ経営の舵を大きく切る転換期、すなわち「グループ構造変革期」と位置づけ、2021年

度ROE8％以上の実現を目指していきます。

そのため、これまでのマルチリテイラーの考え方から一歩進め、小売業の枠を超えた“マルチサービスリテイラー”として新たな事業領

域への拡大をはかる一方、不採算事業領域の見極めなどにさらにスピードを上げて取り組み、事業の入れ替えを積極的に推進してい

きます。

こうした取り組みを通じ、グループの持続的な成長と中長期的な企業価値向上をはかっていきます。

2017年度から報告セグメントとして新たに「不動産事業」

を設定し、「百貨店事業」「パルコ事業」「クレジット金融事

業」を併せた4つのセグメントとします。そして、これまでグルー

プ営業利益の約9割近くを占めていた百貨店事業とパル

コ事業のシェアを7割程度にする一方、不動産事業の強

化および新規事業領域の拡大によりそのシェアを伸ばして

いきます。

今中期経営計画初年度となる2017年度は、大型プロ

ジェクトとして準備を進めてきた「GINZA SIX」や「上野フ

ロンティアタワー」の開業により、不動産事業セグメントが

大きく成長し、当社が目指す事業ポートフォリオ変革に向け、

順調なスタートを切りました。

適正な資産評価に基づいた効率経営の実践や当期

利益重視の経営管理、財務情報の国際的な比較可能

性の向上による国内外の投資家に対するアカウンタビリ

ティの強化を目的として、今中期経営計画のスタートとなる 

2017年3月から、国際会計基準（以下、IFRS）を任意適

用することとしました。今後当社グループが発表する業績

予想及び実績値などについては、中期経営計画の経営

数値目標を含め、IFRSで開示します。

なお、業績開示にあたっては、過去の業績および同業

他社との比較可能性を考慮し、日本基準（J-GAAP）の売

上高、営業利益に近い概念の「総額売上高」および「事

業利益」をそれぞれ独自の参考指標として公表しています。 

2017～2021年度 中期経営計画

事業ポートフォリオの考え方 国際会計基準IFRSへの移行 

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

クレジット金融
その他
不動産事業
パルコ事業
百貨店事業

2016

53.3%

31.2%
0.8%
14.7%

2017

53.8%

23.7%

8.3%
14.1%

2018 2021

44%

26%

12%

18%

（百万円）

（年度）

連結営業利益シェア推移と目標
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2021年度目標

連結営業利益（IFRS） 560億円

連結営業利益率（IFRS） 10.0％

連結ROE（IFRS）
（親会社所有者帰属持分当期利益率）

8.0％以上

2017～2021年度累計

連結営業キャッシュフロー 2,600億円以上

設備投資および成長投資 2,000億円

FCF
>

ROE

営業利益率 自己資本比率

0

8%10% 40%

財務戦略構造図

設備投資については、現在建替えを進めている大丸心斎橋店新本館や新生・渋谷パルコが開業を予定する2019年度がピークとなり、
翌2020年度以降は200～300億円規模のフリーキャッシュ・フローがそれぞれ創出される見込みとなっています。

中期経営計画設備投資

経営数値目標 （IFRS）

2017 2018 2019 2020 2021

60,000
（百万円）

（年度）

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

27,021

49,300
58,000

37,500

28,180

設備投資
成長投資

2,000億円
大丸松坂屋

不動産事業

パルコ事業

M&A枠

その他

ビジョン実現
2017～2021年度　中期経営計画

〈グループ構造変革期〉
2014～16年度 中期経営計画

〈基盤構築期〉

中期経営計画 俯瞰図

成長戦略
1

成長戦略を支える
経営基盤の強化

2

1 マルチサービス
リテイラー戦略

2 アーバンドミナント
戦略

3 IoT時代に向けた
ICT戦略

4 既存事業の革新に
向けた取り組み

暮らし方の多様化を踏まえた新グループビジョン実現に向け、小売の枠を超えて
サービス分野も含めた事業領域拡大を推進するとともに高効率事業を強化

不動産事業機能強化や地域とともに成長するアーバンドミナントの取り組み拡大により
不動産賃貸借面積を拡大

ICT基盤整備、EC強化による収益力向上、
ICTを活用したお客様との関係性強化・新規事業の創出

楽しみ方の多様化に対応するため、百貨店、パルコなど
リアル店舗が持つ魅力向上とソフトコンテンツ強化

コーポレートガバナンス強化（指名委員会等設置会社への移行）、
グループ財務戦略（国際会計基準IFRSへの移行）、
グループ業務システム刷新、
グループ組織人事改革、
CSR活動を推進
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地域とともに成長し、共生する。

銀座地区最大のラグジュアリーモール「GINZA SIX」は、

東京だけではなく、日本全国さらには世界からも大きな注目を集

めるなか、2017年4月20日グランドオープンを迎えました。ワー

ルドクラスクオリティ、すなわち世界基準で厳選し集結した

241ブランドは、フラッグシップストアが半分以上を占めて

いるほか、アートを駆使した斬新な店舗環境づくり、ICTを

活用した顧客管理や顧客分析、SNSでの拡散も意識し

た話題性を呼ぶプロモーション手法など、当社が目指す「非

連続な成長」の象徴となりました。

カテゴリー別では、ラグジュアリーブランドは国内富裕層

およびインバウンド顧客からも高い支持を得ており、ファッ

ションではGINZA SIX限定品の展開などにより着実に顧

客の固定化が進んできております。化粧品は、独自のサー

ビスやイベントなどを積極的に展開することにより、国内外

のお客様の購買を呼び込み、また、食品はGINZA SIXに

しかないマーチャンダイジングの集積が奏功し、随所で売切

れが発生するなど好評を博しています。

さらに、各メディアから

高い注目を集めたことも、

このプロジェクトの大きな

特徴となっています。開

業した4月度は、開業前、

開業後を含め、テレビ、

新聞、雑誌やWEBなど各メディアに登場した回数は延べ

8,200件にもおよんでいます。圧倒的なメディアへの露出

を実現することにより、“評判が評判を呼ぶ”という連鎖につ

なげることができました。

こうした、GINZA SIXの成功要因（KFS）には大きく2つ

あると考えています。

ひとつは、企業間の枠を超えた取り組みによる「異分子

結合」ということです。GINZA SIXは、当社J.フロント リ

テイリングと森ビル、住友商事、L・キャタルトン・リアルエス

テートの4社が協業したビッグプロジェクトです。バックグラ

ンドや企業カルチャーがまったく異なるこの4社が、銀座と

いう世界有数の商業地において、世界基準の新たな価値

創造を共に目指し、各社の英知やエネルギーを結集させる

ことができました。その結果、世界的にも話題となった、こ

れまでにない“革新的なラグジュアリーモール”が、この4社、

つまり「4つの異分子」が化学反応を起こしたことにより誕

生したものと考えています。

もうひとつは、徹底したマーケティングのもと、これまでの

成功体験を捨て、“百貨店はやらない”との選択肢により、

現状延長ではない、まさに「非連続」な成長に向け、全く新

しいチャレンジをふんだんに散りばめたということです。ファサー

ドを彩るメゾネット型式のラグジュアリーブティックの数々、アー

トでもてなす大胆な吹き抜けなど店舗空間の演出、“銀座

の路地裏”をイメージした独特の通路レイアウトや、いわゆ

る百貨店の商品分類の枠を超えたフロア構成など、ここで

経営戦略　＞　アーバンドミナント戦略

GINZA SIX 外観

開店時の行列

GINZA SIX
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しか得ることができない、特別な体験、特別な価値を創造

することができました。言い換えれば、ネットが急成長し、す

でに欧米などでは「ネットがリアルを駆逐する」とも言われ

る時代のなかで、“リアル店舗に求められる提供価値、存

在意義とは何か？”という問いかけに対する、ひとつの「解」

を提示することができたのではないかと考えています。

松坂屋上野店南館の建替えにより、2017年11月4日

に開業した「上野フロンティアタワー」。中核テナントとし

ては1階から6階にパルコを展開し、地下1階には松坂屋

上野店、7階から10階にはTOHOシネマズ、そして12階

から22階には高機能オフィスを設けるなど、地域の新たな

ランドマークとなる複合商業ビルが誕生しました。

このプロジェクトは、大丸松坂屋百貨店とパルコが共同

で行う初めての大型開発です。これまでの大丸松坂屋百

貨店とパルコとの取り組みでは、両社の店舗が隣接する

地域で、共同販促などでも一定の成果を上げてきましたが、

このプロジェクトを契機に、パルコとのグループシナジーが、

より多くの場面で本格化するステージに入ってきたものと

考えています。この「上野フロンティアタワー」に出店する

パルコは、その屋号を「PARCO_ya」とし、これまでにない

コンセプトによる新たな取り組み例となっています。隣接す

る松坂屋上野店やTOHOシネマズ上野へお越しのお客

様、そして上層階のオフィスにお勤めの方々にもご利用い

ただけるような専門店を編集しました。「パルコ」としての

東京23区内の新規エリアへの出店は44年ぶりとなりますが、

「PARCO_ya」という新

たな屋号のもとで、周辺

環境にあわせた、やや大

人向けのターゲットを意

識したブランドラインナッ

プにより、地域の新たな

マーケットの掘り起こしに貢献しています。

そして、この「上野フロンティアタワー」開業と併せ、“シ

タマチ.フロント”と名付けた上野御徒町地区のアーバンド

ミナント戦略が本格的にスタートしました。具体的には、コ

ミュニティサイト「上野が、すき。」を活用した、地域の情報

や魅力の発信強化をはかるとともに、この「上野が、すき。」

と連動した複数の売場を新設することにより、お客様との

つながりを強化する、新たなロイヤルティ向上の仕組みを

構築しました。さらに、隣接する「おかちまちパンダ広場」を

起点とした様 な々イベントを地域の皆様とともに開催し、飛

躍的な集客力向上につなげることにより、エリア全体の活

性化に貢献していきます。

さらに、グループとしてはこれらの大型開発プロジェクトだ

けでなく、今後成長が期待できる都市部において積極的

に不動産賃貸面積のさらなる拡大をはかっていきます。

2018年度に具体化する新規商業施設では、大丸松

坂屋百貨店の不動産事業部において京都・南禅寺地区

の「ブルー・ボトル・コーヒー」など4物件、京都ゼロゲート、

原宿ゼロゲートなどパルコのゼロゲート事業において3物件、

合計7物件の開業を予定いたしております。さらに、2018

年度中に百貨店基幹店舗周辺において、5物件程度の

計画推進も検討しています。

併せて、心斎橋、京都烏丸、神戸元町、名古屋栄、上

野御徒町の5つの重点地区を

対象に、周辺開発の推進プラ

ンや地元と連携した来街動機

の創出など、それぞれの「エリ

ア戦略」の明確化にも取り組

み、地域とともに成長するアー

バンドミナント戦略の推進に取

り組んでいきます。

春日通り

昭
和
通
り

都営大江戸線
上野御徒町駅

松坂屋
上野店
本館

中
央
通
り

上
野
広
小
路
駅

仲
御
徒
町
駅

東
京
メ
ト
ロ
銀
座
線

東
京
メ
ト
ロ
日
比
谷
線

J
R
御
徒
町
駅

おかちまち
パンダ広場

松坂屋上野店 周辺地図

上野
フロンティア
タワー

上野
フロンティア
タワー

モンベル

アート
スポーツ

資生堂ビューティーサロン
ビューティーガーデン
ペットサロン リボン

資生堂ビューティーサロン
ビューティーガーデン
ペットサロン リボン

ブルーボトルコーヒー京都カフェ
松坂屋上野店と
上野フロンティアタワー

上野フロンティアタワー

重点エリアで街づくりを推進

GINZA SIX 吹き抜けのアート
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先般発表しました新会社「JFRこどもみらい株式会社」

の設立による“幼児保育事業への参入”も、こうした考え方

に基づく取り組みの一環です。つまり、「ライフタイム・サー

ビスHUB」構想における、人生の始まりとしての幼児期を

接点として、高質かつ高度な幼児保育サービスの提供を

第一義としながらも、保護者の方 と々日常的なコミュニケー

ションを重ねることにより、新たな価値提供の機会を創造

していきたいと考えています。

IoT時代の本格化へ、「攻め」と「守り」で。

当社グループは、大丸、松坂屋、およびパルコを中心に、

優良な顧客資産を保有していることが大きな強みです。し

かしながら、現在、こうしたお客様とかかわりを持つことがで

きているのは、リアル店舗を中心としたリテール（小売）で

の接点がほとんどであり、また、それはお客様の人生の中

においては、ほんの一部の時間に過ぎません。

そのため、当社は「ライフタイム・サービスHUB」という新

たな顧客基盤の構築に取り組み、“お客様との生涯にわた

るエンゲージメントを強めていく”ための仕組みづくりを進め

ていきたいと考えています。これにより、商品･サービスを

提供する際に得られる「定型情報」だけではなく、お客様

との日常会話やコミュニティなどを通じて得られる「非定型

情報」の収集と活用を行い、これまで以上に深く顧客を理

解し、飛躍的にエンゲージメントを高めていきます。

「ライフタイム・サービスHUB」のイメージは図のとおりで

すが、いわゆる“人生100年時代”を念頭に置きつつ、誕

生から一生涯にわたる様々なシーンや節目において、お客

様とこれまで以上に接点を持ち、永く、深く、関係性をつく

ることにより、お客様の「不満」や「不安」の解消に向け

た新しい商品やサービスの提供を進め、事業領域の拡大

をはかっていきます。

経営戦略　＞　ICT戦略

ライフタイム・サービスHUB構想 イメージ図

統合顧客データベース（DB）

誕生 幼児期 就学 就職 結婚 子育て セカンド
ライフ

百貨店 PARCO JFRカード

ディンプル
友の会
JFRフーズ

こどもみらいetc.

CRM CRM CRM CRM

百貨店向け
顧客プロファイル

PARCO向け
顧客プロファイル

JFRカード向け
顧客プロファイル

ディンプル
友の会

JFRフーズ向け
顧客プロファイル

AIによる分析・提案

“ライフタイム・サービスHUB”構想
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プ内の数百のシステムに対する調査・棚卸を実施し、その

結果に基づくシステム対応方針により、クラウドシフトを本

格化していきます。

当社は、ICTを活用した「働き方改革」の実現に向け、

RPA（ロボテック・プロセス・オートメーション）の導入を進めて

います。具体的には、まず当社および大丸松坂屋百貨店、

JFRサービスの3社において、経費精算や会計データのダ

ウンロード・集計、データの照合・突合、業績管理表の作成・

システムへの入力など、定型的な業務を対象として抽出し、

RPA化に取り組んでおります。そのうち、2017年度は48

業務が稼動し、マンアワーでおよそ4,400時間の効率化を

実現しました。2018年度はこれに60業務を加えた対象業

務がRPAとして稼動する予定であり、およそ5,400時間の

効率化を見込んでおります。今中期経営計画の5年間に

おいては、グループ全体で300業務規模まで拡大すること

により、マンアワーでおよそ28,000時間の業務自動化を通

じた生産性向上に取り組みたいと考えています。

そして、この取り組みを活かしながら、業務のペーパーレ

ス化を推進するとともに、システムのセキュリティを担保し

たBYOD（Bring Your Own Device）の実現やテレワー

クの環境整備などにも取り組み、本格的な「働き方改革」

につなげていきたいと考えています。

ICT活用において特にいま百貨店で求められるのは、「新

しい顧客体験の提供」と「営業施策の高度化」という視

点です。大丸松坂屋百貨店では、本年度から、本格的な

デジタル戦略を外部の知見も取り入れながら推進していき

ます。

具体的には、2018年秋に大丸東京店を皮切りにリリー

スを予定しているポイントカード機能（決済稼動は来年度

予定）を備えたコミュニケーション型モバイルアプリの導入

をはじめ、デジタルツール（SFA）を活用した外商活動の進

化や、インバウンド顧客に対応したモバイル決済が可能な

売場の対象拡大など、あらゆる販売プロセス業務の見直し

に取り組み、ICT時代にキャッチアップした百貨店のオペレー

ション改革をはかっていきます。

なお、百貨店ECについては、百貨店店頭を意識したこ

れまでの“フルカテゴリー対応”を前提とした取り組みを見直

し、まずは百貨店の強みが発揮できるギフトやビューティ、フー

ズなどに対象を絞り込むことにより、具体的な成果に繋げ

ていきたいと考えています。

事業の多角化、ITを活用した新規事業の開発におい

ては、 “早く” “安く” “セキュア”なシステム導入の実現が必

要となります。そのため、当社グループは、システム構築

運用の土台となるIT基盤をクラウド上に構築することとし、

2018年度から、J.フロント リテイリング、大丸松坂屋百貨

店および関係会社のシステムは原則としてクラウドにより

開発・運用していくこととしました。同時に、現行システムの

老朽化対応状況を含め、百貨店を中心とした当社グルー

外部の知見なども積極的に取り入れながら、
「百貨店のデジタル戦略」を再構築

従来の「フルカテゴリー対応」から、
ギフト、ビューティー、フーズに絞り込んだECへ

「新しい顧客体験の提供」と「営業施策の高度化」

百貨店EC戦略の見直し

店頭
モバイルアプリ 面前決済etc.

外商
新SFA

営業活動ICT化etc.

インバウンド
モバイル決済
SNS活用etc.

クラウドシフト イメージ図

ICTを活用した働き方改革
ICT活用によるペーパーレス化を軸とした業務フレームの抜本的見直しを実施

ICT活用による業務改革を通じた本格的な「働き方改革」へ

テレワークの環境整備推進

BYOD（Bring Your Own Device)の実現

事務処理業務自動化・効率化

グループ業務の抜本的改革

ICT化により業務プロセス改革を推進

発注
入荷
保管

販売 決済 支払
回収

業績
管理 決算 税務 人事

庶務

営業 後方

RPA導入

新GW／
WF導入

ペーパーレス化
先進基幹システム導入

グループシェアード
業務領域拡大

デジタル活用で営業活動を高度化

グループでのクラウド化を推進

RPAを起点とした働き方改革
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へのシフトなどがあるものと考えています。

一方、こうしたお客様の購買行動の変化にもかかわらず、

百貨店店舗の売場構成は、80年代後半以降、基幹店に

おいて婦人服の売場面積が肥大化した状態が続いてい

ます。このギャップを是正するため、今中期計画期間中に

2016年度比較でおよそ30％、面積としておよそ16,000

㎡の圧縮を予定しています。

そして、圧縮により新たに生まれたスペースでは、成長

性や集客力のあるカテゴリー、コンテンツの拡張をはかりた

いと考えています。今年度は大丸梅田店、札幌店、松坂

屋名古屋店などを中心に、2016年度との比較でおよそ

10％前後圧縮する予定で、捻出されたスペースにおいては、

ビューティーや食品、生活雑貨などを組み合わせた新たな

編集売場の展開やコト消費・体験型消費を意識したブラン

ド導入など、店舗ごとのマーケット変化に対応したMD変

更を順次推進し、変化に対応した店づくりを推進していき

ます。

百貨店の複合的課題克服に向け、百貨

店事業革新の象徴と位置づける、大丸心斎

橋店本館建替えプロジェクト。心斎橋店本

館は2019年秋のオープンを目指し、現在建

日本百貨店協会統計では、全国百貨店売上は1991

年の9.7兆円をピークに、下降トレンドが継続しています。

その要因はオーバーストア状況、人口動態の変化、地方

経済の縮小、グローバル化、消費の質の変化、お客様の

変化など複合的ではありますが、当社として解決すべき重

要な課題のひとつは、1980年代前半に急速に拡大した

ファッション衣料に過度に依存した店舗構造にあるものと

考えています。

総務省の家計調査によれば、「1世帯あたり年平均1ヶ

月間の消費支出」に占める被服への支出割合は、1991

年には7.3％であったものが2017年には3.8％まで低下し

ております。この背景には、ファッションのグローバル化と

カジュアル化の進展とともに、特に若い世代を中心とした

自己表現のあり方や価値観の大きな変化、さらにはネット

消費支出のうち「被服履物」への支出額と割合の推移
出展：総務省家計調査「1世帯当たり年平均1か月間の支出̶  二人以上の世帯」より
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大丸心斎橋店 新本館 完成予想図

“百貨店の未来形”を、創造する。
経営戦略　＞　百貨店事業革新（大丸心斎橋店本館建替え）

百貨店が抱える構造的課題

未来を見据えた、

大丸心斎橋店本館建替え
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施設の本格的な大型共同開発は、「上野フロンティアタ

ワー」に次ぐ2つめの事例となりますが、この取り組みを通じ、

さらなるグループシナジーの創出拡大をはかっていきます。

そのうえで、これらの新しい本館と北館の2つを接続する

ことにより、あわせて80,000㎡を超える、斬新かつ収益性

の高い、ハイブリッドな商業施設を創造することを通じて、

幅広い顧客を広域から動員し、地域に新たな賑わいをもた

らせたいと考えています。

５年後の未来には、どんな暮らしが待っていて、どんなツー

ルが主流になっているのか、そしてどんなものを着て、どん

なものを食べて、どんなことを体験しているのか―当社は、

従来の百貨店の枠を超えて、未来の定番となるものを提

案、発信していくため、2017年に「未来定番研究所」を

新たに設立しました。様 な々クリエーターや文化人、大学や、

地域、NPO、そして、多くの企業と接点を持ちながら“異分

子結合”を推進し、未来の定番となるようなモノやコトを“発明”

していきたいと考えています。

替えを進めておりますが、新たな本館では、品揃え、サービス、

環境などすべてにおいて、これまでの百貨店では見たこと

もない、百貨店の未来の方向を示す革新的な“新百貨店

モデル”を具現化したいと考えています。

心斎橋店の強みは、多くの富裕層顧客を有すること、そ

して日本一のインバウンド顧客の吸引力を持つことであり

ます。こうした強みをさらに増幅させた店づくりを目指すとと

もに、新たなサービスや体験など“リアル店舗でしか味わえ

ない付加価値創造”に取り組みたいと考えています。

併せて、「買取」「消化仕入」「不動産賃貸」という3つ

の取引形態の展開ミックスを抜本的に見直し、バランスの

最適化はかることにより、革新的かつ収益性の高い“新百

貨店モデル”を具現化したいと考えています。

そして、本館建替え完成後、現在百貨店を展開している

北館は、不動産賃貸型にビジネスモデルを大きく転換しま

す。北館は地下2階、地上14階のフロア構成となってい

ますが、そのうち地下2階から地上7階の大型核テナントと

して、「パルコ」を出店させることが決定しました。

大阪地区では、パルコ業態は空白地帯であり、多くの地

元のお客様からパルコの出店が強く待ち望まれていました。

このプロジェクトは、そうしたご期待に応えるとともに、パル

コが進めるストアブランド力向上に向けた施策として、重要

な位置づけとなるものと考えています。また、当社が進める

アーバンドミナント戦略の重点エリアへの出店という面でも、

大変意義深いものとなります。

この北館で行われる「百貨店」と「パルコ」による店舗

新たな大丸心斎橋店本館と北館の構造

●新本館完成後、心斎橋店北館は「不動産賃貸型」へビジネスモデル転換
●中核テナント「PARCO」はB2階～7階に展開。上層階は不動産事業部が運営
●大丸松坂屋百貨店とパルコとの共同開発でさらなるグループシナジーを創出

<心斎橋店周辺地区マップ>

80,000㎡を超えるハイブリッドな商業施設へ

新本館建替え後、北館と接続（2021年春予定）
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不動産
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PARCO
※一部区画外あり

未来定番研究所

パルコとのシナジーで北館ビジネスモデルを転換
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る都市生活者のライフスタイル変化への新たなアイデア、

さらには新たに生まれ変わる「パルコ劇場」を活用した“学び”

や“体験”などパルコ独自のリアル店舗ならではの魅力を提

供する、次世代商業空間の創造を目指します。オフィスを

含む複合型商業施設の強みを活かし、様々な企業との接

点拡大による事業の拡大をはじめ、ICTを活用したテナン

トサービスの進化や、渋谷区の「エンタテイメント・シティ構

想」との連携などに取り組んでいきます。

そして、このプロジェクトを通じて得られる新たな成果やノ

ウハウを、他の都心型店舗にも順次波及させることにより、

パルコトータルとして、ストア・ブランドの進化実現をはかっ

ていきます。

また、ZERO GATEや新業態など、パルコ事業が展開

する商業不動産拡大への取り組みでは、2018年度に現

在8件の開発計画を進めております。具体的には、2017

年に部分開業した京都ZERO GATEが2018年度にフ

ルオープンすることをはじめ、原宿ZERO GATE、三宮

ZERO GATEなど3件、2018年後半から2019年度にか

けて、錦糸町と沖縄浦添に新業態を順次オープンさせる

予定です。さらに、2019年秋には今後の成長と都市機

能の拡充が期待される川崎市中心部への深耕として、川

崎ZERO GATEの出店も決定しました。

パルコ事業革新の柱となる、渋谷パルコの建替えプロジェ

クト。現在建替え中の渋谷パルコは、これまで様 な々新しい

提案を生み出してきた独自性の原点です。2019年秋にオー

プンを予定する「新生・渋谷パルコ」では、これまでの商業

施設にはない新たな取り組みを結集させたいと考えています。

本プロジェクトのスキームは、単純な建替えということで

はなく、2015年12月に、都市再生特別地区の都市計画

として決定されたもので、都市再生への貢献に対する評

価に基づき、容積率の増加が認められました。再開発事

業の収支は、保留床の処分金によって、計画費や土地整

備費、建築工事費、営業補償費などが賄われますが、保

留床のオフィス部分は売却し、また店舗部分はパルコが取

得することとしております。

店舗づくりの方向性は、接客サービスや決済手段など

最新テクノロジーを活用した新たなお買物体験や、成熟す

新生渋谷パルコ 完成予想図

「宇田川町14・15地区第一種市街地再開発事業」計画のスキーム
宇田川町14・15地区第一種市街地再開発事業の収支

支出 収入

計画費
土地整備費、建築工事費など

補償費
営業休止、移転費用など

事務費など

オフィス部分
※事務所床に関する
譲渡契約を

ヒューリック社と締結

店舗部分
※パルコが取得予定

保留床処分金約464億円

“次世代パルコ”、渋谷へ。

経営戦略　＞　パルコ事業革新（新生渋谷パルコ）

新生・渋谷パルコ

商業不動産を拡大
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店舗事業では、顧客サービ

スとテナントサポート政策として、

ICTを活用した顧客サービスと

テナントに向けた取り組みを行っ

ています。

2019年秋に開業予定の

新生・渋谷パルコでの本格導

入を想定したデジタルトランス

フォーメーションを目指し、商業

施設パルコの店頭サービスを

拡張した新たな消費体験を顧

客に提供する施策の実証実験を実施しています。

お客様に向けては、コーディネートを3Dで撮影したデー

タをお客様自身がSNSで発信できるような3Dスキャナを、

12月に渋谷のSR6に導入しファッション販売に活用して

います。また、パルコ館内での音声対話案内を実現する

音声検索サービス、Alexaスキルを開発し、池袋パルコで

の提供を4月から開始しています。さらに、ポケットパルコの

情報内容に連携した購買メニューの充実など、メディアとし

ての発信力の向上を目指し、2018年下期から開始する

予定です。

出店テナントやブランドに対しては、販売や情報発信の

強化をサポートしています。店頭での接客業務に注力でき

るよう、入店前オリエンテーション研修をショップスタッフの

都合のいい時間に受講できるようにWEB化しました。

また、上野フロンティアタワーでの「PARCO_ya」オー

プン時には、来店者数の時間帯別・日時推移による人員

体制適正化や、来店者属性による商品ラインナップなど

の見直しに活用できる、国内初の「来店者数」年齢・性別

などの「来店者属性」解析サービスを館内の各ショップへ

導入しました。

パルコ各店では、消費の変化と店舗特性を踏まえた改

装を推進しており、2017年度は、約35,000㎡の改装を

実施しました。都心型店舗では名古屋パルコと福岡パル

コを中心に、新しいコミュニケーションを提供する「場」の

提案や情報発信型レストランの導入、また、コミュニティ型

店舗では、浦和パルコと津田沼パルコを中心に、館内の

買い回りや滞留促進の核となる食品フロアの改装や、集

客力の高い大型キーテナントを誘致しました。

2018年度は、消費の多様化に対応した新たな付加価

値創造をテーマに、約35,000㎡の改装を予定しています。

「コスメ」や「食」関連を中心とした強化アイテムの導入

により、ファッションゾーンのバラエティを拡充する改装を実

施する予定です。

都心型店舗では、ライフスタイルに付加価値を提案する

「ヘルス＆ビューティ」の導入と、業態、ショップの内装や

共用演出も含めた新しいフードスタイル提案を推進します。

またコミュニティ型店舗では、マーケットニーズに応える高

品質スーパーマーケット導入と食品専門店のブラッシュアッ

プで提案強化を継続していきます。

PARCOやZERO GATEに加え、新たな業態開発により成長性ある都市部深耕

既存PARCO店舗
既存ZERO GATE
今中期計画スタート後の開業物件および
発表済み開発案件

上野
PARCO_ya
2017年11月開業
錦糸町
錦糸町駅前物件
2018年下半期開業予定

原宿
原宿ZERO GATE
2018年3月開業

渋谷
新生渋谷PARCO
2019年秋開業予定

京都
京都ZERO GATE
2017年11月開業

神戸
三宮ZERO GATE（仮称）
開業日未定

沖縄
浦添西海岸計画
2019年夏開業予定

顧客サービス、

テナントサービスの充実

既存店舗の活性化

商業施設初のシェアオフィス・コワーキングスペース（福岡パルコ） コーディネート3Dスキャナを実験（渋谷SR6）
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ROE8％達成に向けた、財務基盤を構築。

経営戦略　＞　財務戦略

当社グループは、中期経営計画最終年度の2021年

度に連結ROE8％以上の達成を目指しています。8％を

ターゲットとして設定した背景には、株主・投資家の皆様

の期待利回り、すなわち当社の株主資本コストを認識する

ことからスタートしています。

株主資本コストについては、2018年2月末現在では6％

弱と算定していますが、中長期で見ると6～7％のレンジの

なかで推移していると見ています。そのため、当社はそうし

た株主資本コストを上回る水準のROE8％以上を安定的

に達成することが求められていると考えています。

また、WACC（加重平均資本コスト）については、計算

上では2018年2月末現在で5％をやや下回っていますが、

グループ全体として中長期では5％前後の水準であると認

識するとともに、百貨店事業、パルコ事業、不動産事業、

クレジット金融事業など主要事業でも各事業のWACCを

把握しています。

今後、事業ポートフォリオの変革を進めていくなかで、株

主・投資家の事業リスク認識の軽減や最適資本構成を追

求することで資本コストを低減させることについても意識し

ていきたいと考えています。

当社グループは、今中期計画5年間

（2017年度～2021年度）累計で2,600

億円以上の営業キャッシュフローを創出し、

うち2,000億円を主に既存事業の設備投

資のほか、事業ポートフォリオの再構築に

向けた新規事業拡大など成長戦略投資に

投入します。

投資の配分については、グループの中

核事業である百貨店事業およびパルコ事業に6割強、新

たにセグメントとして独立させた不動産事業に2割弱、その

他に1割弱を配分します。成長に向けたM&A枠としては

270億円を設定しています。

フリーキャッシュ・フローについては5年間で600億円以

上を生み出す見込みですが、使途としては自己資本比率

40％を目処とした自己資本の拡充とともに連結配当性向

30％以上を目処に株主還元を実施し自己株式取得も適

宜検討していきます。

百貨店は大きな資産を使いながら事業活動を行なって

います。しかしながら、店舗レベルではこれまでP/L志向が

強く、言い方を換えればB/Sへの意識がやや希薄であっ

たのが実態です。そのため、当社百貨店では、経営管理

にB/Sの視点（資産・負債・資本）を加え、連結ROE8％

以上の達成に向けた事業・百貨店店舗毎の経営目標を明

らかにし、各社・各店・現場を含めた全社でROEを向上さ

せるための「意識改革」を行うこととしました。

具体的には、2017年3月から百貨店各店舗において

B/S予算を策定し、実績との対比を可能とすることで、店

舗の資産収益性を把握できるようにしました。店舗毎の投

資回収能力を考慮した投資の優先順位付けを行い、売上

の維持・拡大のみを企図した投資計画への牽制、および

低収益部門の抜本対策につながる効果を期待しています。

各店舗が事業規模・地域特性・資産構成に応じ、積極的

に資産効率向上への施策を展開することによってROA、

資本コストを認識した経営の推進

キャッシュフロー創出と成長・還元のバランス

百貨店に店舗B/Sを導入

2021年度 連結ROE目標

8.0%以上

当社が認識する株主資本コスト

6～7%

営業キャッシュフロー

2,600億円以上

設備投資

成長投資

株主還元

自己資本拡充

フリーキャッシュフロー

600億円以上

キャッシュ・フロー・アロケーション ※2017年度～2021年度累計

投資キャッシュフロー

2,000億円
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資産回転率、業績の改善・向上をはかります。

導入初年度は、本社で計上していた土地・建物、営業

債権・債務等を各店舗に振替えることで、各店舗のB/Sを

独立会社と同様に見える化し、店舗別のROAを予算化す

るとともに、店長等の評価指標に追加しました。この結果、

増益に伴う営業利益率改善による影響もありますが、B/S

に関しても期初に設定した予算に対して、各店舗で管理

可能な「棚卸資産」や「有形固定資産」は概ねコントロー

ルされており、ROAの改善がはかられました。

今後については、①資産効率（B/S）視点のKPI設定

と現場へのブレイクダウンを行う②各店投資実行計画を

検証し、PDCAサイクルを実践していく③資産の入替、追

加取得により、ROAを改善・向上する成長投資モデルの

策定を行うなど、資産効率向上への戦略的な取り組みを

推進していきます。

当社は、投資や事業再生･撤退の経営判断について

財務の視点でサポートする仕組みとして、「投資計画検討

委員会」と「再生計画検討委員会」を設けています。

「投資検討委員会」は、財務戦略統括部長を委員長、

経営企画部長を副委員長とし、その他財務戦略統括部と

経営企画部・法務部のメンバーで構成しています。また、よ

り客観的かつ厳格な意見を提示するため、外部機関の参

画を実施できる体制も整えています。投資判断手法としては、

店舗改装投資では 回収期間法を、開発投資では NPV法

（WACCによる割引現在価値≧0）を、また、M&Aでは、

DCF法を活用しています。加えて、法的リスクや財務リスク

など多方面にチェックも実施しています（株主価値の算定）。

2017年度の具体的案件としては、パルコの錦糸町出

店計画、大丸心斎橋店北館へのパルコ出店計画、新規

事業会社の設立（JFRこどもみらい㈱）などを審査しました。

「再生計画検討委員会」は、経営戦略統括部経営企

画部長を委員長、財務戦略統括部主計・経営助成部長

を副委員長とし、財務戦略統括部長、主計・経営助成担

当等で構成しています。

具体的には、グループの各事業を「Ⅰ.正常」「Ⅱ.要注意」

「Ⅲ.再生・撤退検討」の3フェーズに分類し、定期的に見

直しを行います。再生・撤退検討となる「フェーズⅢ」の基

準は、「営業利益2期連続赤字」としており、これに抵触し

た会社・事業・店舗等について、対象会社が主体で「再生

もしくは撤退」の対応策を作成します。委員会では事業検

証と対応策の妥当性審査を行うとともに、グループ経営会

議、取締役会における経営判断を早期に実施するための

情報提供を行います。

投資計画検討委員会と事業再生計画検討委員会

「投資計画検討委員会」フロー

投資計画
検討委員会

Ｇ経営会議･
取締役会

起案部門 定量基準 定量基準

定性基準

リスク

リスク

提案 OK

審査結果
提示

1

NO2

NO（再検討）3

「再生計画検討委員会」によるフェーズ設定

引き続き各社で
業績管理

持続的営業黒字
までの対応策を、
再生計画検討
委員会へ提出

課
題
事
業
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

正常
●営業黒字を継続

フェーズ 
Ⅰ

フェーズ 
Ⅱ

要注意
●営業赤字１期目（見通し含む）
●営業赤字転落の兆候あり
●設立時計画を超える
　営業赤字の新規事業

フェーズ 
Ⅲ

再生・撤退検討
●２期連続営業赤字（見通し含む）
●債務超過の懸念あり
●黒字化計画年度に
　赤字見通しの新規事業

従来に引き続き重点実施

店舗B/S導入による経営管理の高度化

取
り
組
み
強
化
指
標

従
来
指
標

●外商重点店舗の主要取組み（売掛金の比率が相対的に高い）
⇒回収延滞の防止・個人評価

●賃借店舗の主要取組み（棚卸資産の比率が相対的に高い）
⇒回転率・交差比率での評価徹底、売筋商品確保・死筋商品排除

●自社店舗の主要取組み（有形固定資産の比率が相対的に高い）
⇒自店舗ＲＯＡ貢献度の高い改装投資計画を選別・実施

⇒投資計画検討委員会による審査、モニタリング

ROA
（店長評価指標）

営業利益
総資産

ROE
当期純利益
株主資本

マージン
当期純利益
営業利益

財務レバレッジ
総資産
株主資本

売掛金回収率

投資回収

商品回転率

月坪売上高

総資産回転率
売上高
総資産

担当売上高

新規ID顧客数

商品売買益高

営業費効率

営業利益率
営業利益
売上高

B/S視点

P/L視点
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OJD（On the Job Development）※による自己変革型人財の育成

※OJDとは 現場におけるOJTとこれを補完するOffJTに加え、困難な課題に挑戦する中で自己革新を引き出す
組織のマネジメントと個人の自律的な成長力を組み合わせた育成の仕組みのこと。

組織と個人をつなぐ領域

本人によるキャリアプランの
明確化と実行

・キャリアプラン策定

本人意思・意欲吸収システム

・キャリアエントリー制度
・WEB自己申告

自己理解を促すフィードバック

・行動特性多面観察
・節目面談

組織活動へのフィードバック

・組織診断
・サービス調査

組織の領域 個人の領域

配置による
育成

3年間
育成計画

組織マネジメントによる
育成

役割構造図に基づく
組織運営による育成

組織のファシリテートによる
個人活力の最大化

人財特性と個人の成長パターンに基づく
自己学習と成長

後
期
キ
ャ
リ
ア

中
期
キ
ャ
リ
ア

初
期
キ
ャ
リ
ア

人材特性
仮説に
基づく配置

キャリア
ルート

組織化

キャリアサポート
カレッジ

アントレ
プレナー
型

リーダー

マネジ
メント

プロ
フェッ
ショナル

人財特性別
推奨コース

MBAスクール
公募型外部研修

 （IFI、グロービスなど）

メンバー

JFRグループライン研修
JFRグループ公募型研修

JFRマネジメント塾
JFRリーダー塾
店・部門スクール

外部情報
ネットワーク
獲得コース

グローバル
対応基礎コース

●外部講座・
　セミナー
●社内セミナー
●通信教育
●eラーニング
●資格取得

基盤となる
組織の育成力

リーダーシップの
向上

職制と人事部門の
情報共有

目標の浸透

実践活動

振り返り

キャリア開発研修

新入社員
エントリースクール

しあわせの“発明”を担う、人財。

経営戦略　＞　人財戦略

J.フロント リテイリングは、企業の持続的な成長に必要不可欠な付加価値創造の主体は、一人ひとりの従業員＝「人財」であり、

最も重要な経営資源であると考えています。「人は仕事をやりきることによって成長する」という考えのもと、採用・配置・評価・育成の

4つの要素を連動させ、従業員一人ひとりの思いを大切にしながら、成長のエンジンとなるエネルギーを最大限に高めることによって、

人財の育成をはかっていきます。
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ます。そのために、次期経営陣幹部の候補として「グルー

プ全社人財」を人選し、さらにその中の選抜人財に対して、

「JFR塾」による重点的育成プログラムを実施しています。

「JFR塾」は、「JFR経営塾」（次期経営陣幹部候補）、

「JFRマネジメント塾」（次期部長候補）、「JFRリーダー塾」

（次期マネジャー候補）の3つの階層で構成し、中長期に

わたる経営人財輩出の仕組みを構築しています。「仕事

が人を育てる」という考え方に基づき、計画的・戦略的な

配置を行うことに加え、JFRグループ経営人財のあるべき

姿の5つの切口をもとに、経営者視点の醸成や、経営トッ

プとの問題意識の共有、戦略の具体的実行計画への落

とし込みと実践などによって、次世代リーダーの早期育成

を目指しています。

グループビジョンである“くらしの「あたらしい幸せ」を発明

する”を実現するため、2017年度から従業員一人ひとりの

チャレンジを支援する仕組みとして、「みんなの行動宣言」と

「チャレンジカード」の仕組みを導入しました。2017年度

は年間で1,728件のチャレンジ申請がありましたが、上期

の優秀事例を全社・グループの中から9チーム選抜し、高

槻研修所で経営陣へのプレゼンテーションを行いました。

2018年度からは「チャレンジカード」の申請内容を「営

業施策」「業務改善」「新規事業」の3つに分類し、新規

事業のアイデアについては、JFRで検討する仕組みとしま

した。また「発明アワード」という形で各社・各店で半期ご

とにイベントを開催するとともに、年1回はJFRグループ全

体で「JFRグループ発明アワード」を実施する仕組みとし

ています。

入社後3年間の初期キャリアを重視し、JFR大卒新入

社員3年間育成スクール（JES）を実施することで、リーダー

として必要な「個人の基礎力」を徹底的に鍛え強化してい

ます。27歳の時点では「キャリア開発研修」を実施し、過

去から現在までの経験を振り返ることによって、今後のキャ

リア開発の機会としています。

 

 

また異分子結合による新たな価値創造を目指して、外

部団体への派遣、MBA派遣、外部研修（IFI、グロービス

など）も積極的に行っています。加えて自己申告制度や節

目面談、キャリアエントリー制度によるキャリアへの意志を

表明する機会を提供するとともに、専門的な知識スキルを

獲得する場の提供として、キャリアサポートカレッジ（自己

啓発スクール）の専門知識講座の充実をはかっています。

2017年度はのべ539名が通信教育講座を含めたキャリ

アサポートカレッジの講座を受講しました。

「仕事を通じて人を育てる」ために重要な要素となる「配

置」に関しては、一人ひとりに焦点を当て、新たな人財を

発掘し、機会を積極的に提供するなど、個人を活性化し能

力を最大限に引き出す「適財適所」の配置をグループレベ

ルで推進しています。そのためにJFRグループ約10,000

人の人事ビッグデータを統合した人事情報システム「タレ

ントマネジメントシステム」を活用し、人財特性や一定の人

事仮説に基づく配置や育成計画を人事部門と現場が一

体となって推進しています。

最高経営責任者の選定は最も重要な戦略的意思決定

であり、当社は、後継者（次期経営陣幹部）計画の策定・

実施を経営戦略上の特に重要な項目として位置づけてい

③従業員一人ひとりのクリエイティビティ・

　チャレンジを支援する仕組み

GINZA SIXで行われた「第1回JFR発明アワード」発表会の様子

②次期経営幹部育成の仕組み

①従業員のキャリア形成をサポートする仕組み

JFR大卒新入社員3年間育成スクール（JES）※の研修風景
※JES＝JFR Entry School

※JFRグループ経営人材のあるべき姿：「戦略思考」「変革のリーダーシップ」「成果を出
すことへの執着心」「組織開発力」「人財育成力」

※JFRグループ部長研修、グループマネージャー研修を含めた教育研修の2017年度の
のべ参加者数は621人、総研修時間は約22,400時間。
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サステナビリティ　＞　サステナビリティ方針策定とマテリアリティ特定

サステナビリティへの取り組み

持続可能な社会とくらしのあたらしい幸せの実現に向けて

人びとと共に、地域と共に、環境と共に

サステナビリティ方針

私たちが生活を営む社会は、国内・国外を問わず、異常気象、水資源危機、資源枯渇、格差の拡大、不完全な雇用、人権問題

など様 な々社会課題に直面しています。その中でも、環境リスクは近年特に顕著になってきており、地球温暖化や地球環境の悪化

により、私たちを取り巻く環境は大きく変化しています。国際的な対応の一環としてパリ協定による気候変動への対応、国連で採択

された「持続可能な開発目標（SDGｓ）」で掲げられた社会課題への対応など、企業は益々、持続可能な社会への貢献が求められ

ており、企業の環境（Environment）・社会（Social）・企業統治（Governance）に対する取り組みが不可欠なものとなっています。

一方、私たちJFRグループは、その礎となる大丸と松坂屋が、正しい道を追求する姿勢を表している「先義後利」「諸悪莫作・衆

善奉行」という社是のもと、300年、400年という長い歴史の中で企業活動を行ってきました。この考え方をもとに、私たちは「くらし

のあたらしい幸せを発明する。」というビジョンを新たに策定しました。そして、常にお客様一人ひとりの生活を考え続け、お客様の幸

せな未来の実現に向けた事業活動に取り組んでいます。

私たちは小売事業の店舗を始め、お客様とふれあう場をたくさん持っています。そこでは、お客様、従業員、お取引先様、地域の

方 な々ど、さまざまな人びとが集い、出会いが生まれています。このふれあう場を豊かなものとして保ち続けるために、人びとが根ざし

ている地域社会は大切な役割を担っています。そして、地域社会がつねに活力にあふれた接点として、いつまでも続いていくためには、

すべてを支えているかけがえのない地球環境が、滞りなく次世代に引き継がれていくことが重要だと考えます。つまり私たちが目指し

ている、くらしのあたらしい幸せを発明するためには、ふれあう場を保ち続けることが重要であり、そのためには持続可能な社会がなけ

れば実現できないのです。

私たちは、お客様とふれあう場をJFRが考えるサステナビリティ経営の重点領域と定め、主体的に持続可能な社会の実現に向け、

全社一丸となって本気で取り組みを進めていこうと考えています。そのために、昨年からステークホルダーの皆様にアンケートを行い

さまざまなご意見を頂戴すると共に、経営会議、取締役会での論議を何度も重ねた結果、「低炭素社会への貢献」「サプライチェー

ン全体のマネジメント」「地域社会との共生」「ダイバーシティの推進」「ワークライフバランスの実現」という５つを、私たちの取り組む

べきマテリアリティ（重要課題）として特定しました。私たちは、これらのマテリアリティに取り組むことで国際的な目標である「持続可

能な開発目標（SDGｓ）」への貢献にもつながると考えています。この５つのマテリアリティの中で特に経営として重点を置いている

のが、喫緊の課題である「低炭素社会への貢献（気候変動への対応）」です。私たちは、社会の一員の使命としてこの課題に取り

組み、持続可能な社会の実現に資するために、２０５０年を見据えた「JFRエコビジョン」の策定に取り組んでいます。このビジョンを

もとに環境課題の解決と企業成長の融合の実現を目指していきます。

以上、私たちは持続可能な社会の実現に向け、すべてのお客様に対して環境、社会への責任を果たすと共に、マルチサービス

リテイラーとして、ステークホルダー一人ひとりのくらしのあたらしい幸せを創り出していきます。同時に、この取り組みをたゆまなく継

続するため、引き続きコーポレートガバナンス強化を通じて持続的成長を続けていきます。

　当社はこの度、経営会議および取締役会における論議を経て、新たに「サステナビリティ方針」の策定とともに「マテリアリティ」の特

定を行い、定量的な中長期目標設定を前提に、その達成に向けた具体的な行動計画を2018年10月をメドに策定し公表することとしました。

　本統合報告書では、当社として選択した5つのマテリアリティとその特定までのプロセス、今後の具体的な取り組みの方向性を

示すとともに、これまでに取り組んできたサステナビリティに関する主な活動内容を報告しています。
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当社は、当社グループの持続的成長と中長期的な企業価

値の向上のため、社是・基本理念・グループビジョンの精神に

基づき、事業活動を通じてあらゆるステークホルダー（お客様･

株主様･お取引先様・従業員･地域社会など）の皆様との信

頼関係の構築に努め、社会･環境問題をはじめとするサステナ

ビリティ（持続可能性）をめぐる課題に積極的・能動的に取り組

んでいます。

こうした取り組みをより深化させるため、当社は、事業活動と

社会課題の関連性を明確にするなかで「企業と社会の持続

的成長」及び「持続可能な社会」の実現に資するマテリアリティ

の特定に取り組みました。

具体的には、まず①当社が取り組む意義があり、成果を上げ

ることが出来る環境社会課題、②本業を活かして取り組むこと

が出来る課題という視点から重要課題（マテリアリティ）となる

候補をまず25項目を選択しました。次に、その25項目につい

て、客観性・多様性が担保出来るようステークホルダー4,250

名へアンケートを実施し、その結果をもとに、主要ガイドライン

であるGRI（Global Reporting Initiative：サステナビリティに

関する国際的なガイドラインを提唱するNGO）スタンダードや 

ISO26000及 び SRI（Socially Responsible Investment：

社 会 的 責 任 投 資 ）の 評 価 項目、SDGｓ（Sustainable 

Development Goals：持続可能な開発目標）※ さらに社長レ

ビューを反映した内容をもとに、経営会議などにおける社内論

議を経てマテリアリティマップを策定しました。そして、最終的に

は取締役会においてマテリアリティを5つに絞り込み、正式決

定しました。

これらのマテリアリティについて、今後達成すべき長期目標

の設定および行動計画の策定を進め、事業活動を通じて社会

課題の解決に貢献するとともに、企業としての発展を目指して

いきます。

J.フロント リテイリング グループのマテリアリティ・マップ

サプライチェーン全体の
マネジメント

低炭素社会への貢献

ワーク・ライフ・
バランスの実現

地域社会との共生

ダイバーシティの推進

非
常
に
高
い

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
影
響

高
い

非常に高い高い
J.フロント リテイリング グループにとっての影響

マテリアリティの特定プロセス

環境・社会課題認識
マテリアリティ候補
リストアップ

論議・特定ステークホルダー視点での
重要課題ヒヤリング

自社の強み・インパクトに
ついての評価

自社にとっての重要課題の抽出

環境や社会に著しく影響があると思われる
社会課題100項目選択

自社の取り組みやESGガイドライン、ベンチマーク企業を参考に
25項目を選択

（組織統治・人種・労働慣行・環境・公正な事業慣行・コミュニティなど）

ステークホルダーへのアンケート（4,250名）、
経営者インタビューを実施

経営会議・取締役会で論議

「低炭素社会への貢献」　
「サプライチェーン全体のマネジメント」

「地域社会との共生」※「地方創生への貢献」を包含する。
「ダイバーシティの推進」　

「ワーク・ライフ・バランスの実現」

マテリアリティ5項目を選択
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SDGｓ（持続可能な開発目標）

2015年9月の国連サミットで採択された「持続可能な開

発のための2030年アジェンダ」に記載された2016年から

2030年までの国際目標。「気候変動」や「健康と福祉」、「ジェ

ンダー平等」「働きがいと経済成長」など持続可能な世界を実

現するための17のゴール・169のターゲットから構成され，地球

上の誰一人として取り残さない（leave no one behind）ことを

誓っています。

当社が今後、優先して取り組む5つのマテリアリティ

低炭素社会への
貢献

地域社会との
共生

ワーク・ライフ・
バランスの
実現

ダイバーシティの
推進

サプライチェーン
全体の

マネジメント
5つの

マテリアリティ

社会価値 経済価値
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マテリアリティ指針と具体的取り組み策

達成すべき定量的な中長期目標は2018年10月をメドに策定予定

低炭素社会への
貢献

指針
長期的な環境ビジョンを定め、自社としてエネルギー消費量の削減、使用効率化、再生可能エネ
ルギー化に、取引先とはゼロエミッション化に取り組むことで、地球温暖化・大気汚染の防止に
貢献し、地球環境が持続可能となる社会を目指します。

具体的
取り組み策

●エネルギー消費量削減
　・店舗のLED化、屋上緑化、ペーパーレス、

テレワーク推進など
●エネルギーの低炭素化
　・直営店舗の再生可能エネルギー電力への

転換

●エネルギーの転換
　・社用車の電気自動車への転換
●その他
　・食品廃棄物の削減、再資源化　
　・エシカル消費の展開拡大・啓発活動の推進

指針
サプライチェーン全体での社会的責任の遵守および環境に配慮した取り組みの推進により、サ
プライチェーン全体のリスクを排除し、お客様が社会面・環境面で楽しく安心してご利用いただ
ける商品を提供することで取引先と双方の企業価値向上を実現します。

具体的
取り組み策

●サプライチェーン方針
　・人権、環境、安心安全等の社会課題へのサ

プライチェーンとしての取り組みを設定・
共有化

　・当該方針にご賛同いただいた取引先との
取り組みを推進

　・CSRお取引先様診断の実施

●CSR調達配送
　・取引先と共に、商品調達など事業活動全体

における燃費改善や配送回数の削減の推進

サプライチェーン
全体の

マネジメント

指針
地域社会との共生を通して、持続可能な社会の実現と、エリア内での店舗と街づくりが一体化し
た買物の楽しさの実現、の融合をはかることで、街区の魅力化による地域の活性化に貢献し、地
域と共に中長期的に成長することを目指します。

具体的
取り組み策

●アーバンドミナント戦略
　・店舗を核とする周辺店舗開発による地域

の魅力化
　・店舗と地域との連携によるサービス実現

による地域のブランド力の向上
●地方創生への貢献
　・小売業運営ノウハウを活用した地方再生

に向けた取り組みを推進
 （地産地消商品の拡大など）

●その他
　・災害復興支援
　・地域の発展と人財育成に寄与する産官学

連携の推進
地域社会との

共生

指針
JFRグループは、異なる文化習慣を持った人々、さまざまな年齢、ジェンダー、障がいをもった人々
などが共存し、多様性を尊重・受容する企業の実現を会社の成長の源泉とし、さまざまなステー
クホルダーとの接点を、多様性がありかつ魅力的なものにすることを実現します。

具体的
取り組み策

●ダイバーシティへの取り組み
　・ダイバーシティ方針の策定
　・女性活躍、LGBT、障がい者等への対応方針

と研修実施
　・従業員の受入体制整備（職場環境改善）
　・指導的立場にある女性比率の向上
　・シニア層の活躍機会提供、退職給付制度の改廃
　・副業、兼業の解禁

●人権の尊重
　・人権方針の策定、社内教育、サービス環境

設備の設置（LGBT対応など）
ダイバーシティの

推進

指針
JFRグループは、ライフスタイルの変化や価値観の多様化を受けた真のワークライフバランス
の実現に向け、テクノロジーの活用などを通じた働き方のイノベーションを起こし、業務の効率
化と創造的な業務へのシフトを実現し、従業員およびその家族が幸せを実感しながら働く環境
を実現します。

具体的
取り組み策

●ワークライフバランスの推進
　・在宅勤務の制度化など働き方改革、IoT活

用による遠隔地勤務等の実施
　・各事業会社での業務改善、RPA化の推進
　・男女問わず子育て世代の働き方サポート

の拡大（育児休職有給制度の整備、代替要
員確保の仕組み構築）

　・介護に係わる休暇制度の整備

●従業員の健康管理
　・「健康経営実現計画」の策定とPDCAサイ

クルの確立

ワーク・ライフ・
バランスの

実現
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環境負荷の低減を、着実に。

サステナビリティ　＞　活動報告ー環境

大丸松坂屋百貨店では、中期経営計画と連動して

2017～2021年度の中期環境数値目標を設定して環境

活動に取り組んでいます。

〈数値目標〉

●エネルギー使用量を2021年度に原単位で2016年度

に対し5%削減することにより、エネルギー使用に伴う

CO2排出量を削減する。

●最終廃棄物処分量（廃棄物発生量－リサイクル量）を

2021年度に原単位で2016年度に対し5％削減する。

●食品リサイクル率を2021年度までに60％台に向上させる。

近年、地球上でさまざまな環境問題が発生しています。

なかでも地球温暖化につながる温室効果ガス（ＣＯ2など）

の排出や、食糧・健康に影響を及ぼす生物多様性の損失

は、地球全体に影響を及ぼすため、全人類共通の課題と

なっています。

当社グループは、小売業を中心とした事業活動を展開し

ていることから、物販及び店頭活動を通じた取り組みを行

うことがもっとも貢献できる領域であり、また社会的使命で

あると考えています。

そのために「J.フロント リテイリング環境方針」を設定し、

グループ各社がそれぞれの事業活動の中で環境保全活

動を推進する体制を構築し、取り組みを進めています。

大丸松坂屋百貨店では、ISO14001環境マネジメント

システムを拡大し、環境・社会活動マネジメントシステムを

構築しています。推進体制として、業務本部長を「統括管

理責任者」、各店店長を「管理責任者」、部門長を「推進

責任者」とするほか、実務を担当する「推進委員」を配置し、

お取引先を含むメンバーへの教育・啓発を行っています。

2017～2021年度 大丸松坂屋百貨店 

環境・社会活動目標

環境・社会活動マネジメントシステム

Ｊ.フロント リテイリング 環境方針

私たちＪ．フロント リテイリンググループは、かけがえのない地球環境を次世
代へ残していくための自らの役割と責任を認識し、お客様・お取引先様・地
域の皆様とともに“持続可能な社会の実現”に向けた「環境にやさしい企業
経営」を積極的に推進します。

環境に及ぼす影響とその原因を認識し、グループ各社の事業活動
を通じて環境保全活動を推進する体制・仕組みを構築し、環境負
荷の低減に向け継続的な改善に取り組みます。
（１） 環境にやさしい商品・サービス・情報の提供
（２） 資源・エネルギーの有効活用
（３） CO2排出量の削減
（４） 廃棄物の削減と再資源化
（５） お客様、お取引先様や地域の皆様と取り組む
　　　 環境保全活動・社会貢献活動

1

環境に関する法令、条例及び協定などの要求事項を順守するとと
もに、汚染の予防に努めます。

2

教育・啓発活動を通じて環境保全に対する意識の向上を図り、グ
ループ内で働く一人ひとりが環境課題に自ら取り組む基盤を強化
します。

3

この環境方針は、グループ各社で働くすべての人に周知徹底する
とともに、社外にも公開します。

4

2017～2021年度大丸松坂屋百貨店の環境数値目標

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

CO2排出量
（原単位）※1 0.0424 0.0414 0.0410 0.0405 0.0401

エネルギー使用量
（原単位）※2 0.0204 0.0197 0.0196 0.0195 0.0193

最終廃棄物処分量
（原単位）※3 11.13 10.97 10.85 10.74 10.63

食品廃棄物
リサイクル率 ※4 59.8% 57.0% 58.0% 59.0% 60.0%

※1 原単位：CO2排出量（t-CO2）／営業時間（h）× 延床面積（㎡）
　2018年度以降のCO2排出量目標は、2016年度のCO2排出係数をもとに算出して

います。
※2 原単位：エネルギー原油換算量（kl）／営業時間（ｈ）× 延床面積（㎡）
※3 原単位：最終廃棄物処分量（kg）／売上高（百万円）
※4 食品廃棄物リサイクル量／食品廃棄物発生量

※百貨店の事業活動におけるCO2排出量は、空調、照明の使用に起因します。

（博多大丸、下関大丸、高知大丸、鳥取大丸を含む）

大丸松坂屋百貨店の環境・社会活動マネジメントシステム
推進体制

※JFRグループ企業も、百貨店とともに環境活動に取り組んでいます。
（大丸松坂屋セールスアソシエイツ、大丸松坂屋友の会、JFRカード、ディンプル、  
  Ｊ．フロントフーズ、JFRサービス）

最高責任者（社長）

統括管理責任者

お客様・地域のみなさま

店組織 管理責任者（店長）

推進責任者（各部門長）

推進メンバー（お取引先を含む全従業員）

推進委員

全社CSR推進事務局
内部監査員
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大丸松坂屋百貨店では、「エコフ リサイクルキャンペーン」

を定期的に実施しています。お客様の不要になった衣料

品・靴・バッグ・寝具を店舗へご持参いただき、引き換えに

お渡しするショッピングサポートチケットを利用して、新しい

商品を少しお得にお買物していただこうという企画です。

2018年4月に 実

施したキャンペーンで

は 合計299,170点

の再生可能なアイテ

ムが集まり、2016年

8月の第１回開催から

の累計回収点数は100万点を突破しました。回収品は繊

維製品の素材として再利用されるほか、バイオエタノール

やコークスなどへリサイクルしています。 

当社グループでは、CO2を削減し、地球温暖化を防止

するためにさまざまな

省エネに取り組んで

います。設備の更新

や改装時･新規出店

時には省エネ効率の

高い機器を順次導入

しています。

大丸松坂屋百貨店では、既存照明をLED照明へ変

更することにより使用電力及びCO2の削減に努めていま

す。2017年度は、東京店、京都店、神戸店の基本照明

を中心に、約7千台のLED化を行い、2018年2月までに

全店舗内LED交換対象の約48%にあたる20万4千台

をLEDに更新しました。

大丸京都店では、孔雀ブロンズ像の背面に縦11メート

ル・横6.6メートルの太陽光パネル（定格出力10kW）を設

※SEGES：シージェス
　（社会・環境貢献緑地評価システム）
　緑をまもり育てる活動を通じて社会や環境に貢献している企業の緑地を対

象に、特に優れた取り組みを評価・認定する制度。

大丸・松坂屋ECOFF（エコフ）リサイクル活動

＝ECO＋OFF
環境・社会に優しいエコな活動を通して、お客様への負担や
地球への負担をOFFする「持続可能な参加型プロジェクト」

置しました。年間予想発電量約6千kWhでデジタルサイ

ネージや外部サインにかかる電力をまかなっています。

大丸松坂屋百貨店の紳士服プライベートブランド

「TROJAN（トロージャン）」は、2009年10月に、カーボン

フリーコンサルティング（株）との連携により、トロージャンの

スーツ又はジャケット10着の販売につきカラマツ1本を中

国内モンゴルの植林地に植樹する活動、「トロージャンの

森　カーボンフリー」をスタートさせ、初回250本を植樹し

ました。その後も植林を継続的に行い、2018年2月末現

在合計で4,350本のカラマツが内モンゴルの干ばつ地帯

を緑地帯に変えようとしています。“トロージャンの森”の育

成は、CO2吸収による地球温暖化防止のほか、砂漠拡

大防止、黄砂飛来防止、植樹作業による地元の雇用創

出にも貢献する取り組みです。

GINZA SIXの屋上庭園「GINZA SIX ガーデン」は、

2017年10月に「SEGES（社会・環境貢献緑地評価シ

ステム）」（主催：公益財団法人都市緑化機構）において、

快適で魅力ある都市の緑地を評価する「都市のオアシス」

の認定を取得しました。

銀座エリア最大となる約4,000㎡の屋上庭園「GINZA 

SIX ガーデン」は、地上13階、高さ約56mの建築物屋上

に位置し、屋上庭園の約56％にあたる約2,200㎡の緑

地を新たに創出。都心の一等地における大規模な緑化

に取り組む姿勢

が高く評価され、

認定取得にいた

りました。

GINZA SIXがSEGES※『都市のオアシス』認定取得

省エネ効率の高い機器の導入・LED化の推進

植林の取り組み

トロージャンの森

改装とあわせて天井照明をLED化
（大丸東京店）

太陽光パネルの設置
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地域とともに、お客様とともに。

サステナビリティ　＞　活動報告ー地域との共生、社会貢献

J.フロント リテイリングは、企業市民として、地域の活性化や社会のさまざまな課題の解決に貢献するために、

グループ企業の資産を活かし、事業活動を通じた取り組みを行っています。

を併せ持つ京都

にふさわしいショッ

プとしてラグジュア

リーブランドを展開

しています（2016

年11月～17年7

月までエルメス、17年8月からはウブロ）。町家の保存・活用は、

その歴史的価値の継承、ひいては街の活性化への貢献に

つながり、 地元京都をはじめ国内外の皆様から高い評価を

いただいております。

●地産地消の提案

地域の生産品を

その地域で消費する

「地産地消」は、地

域経済の活性化に

つながります。また輸

送距離が短いため、輸送や保冷に伴うＣＯ2の排出が少な

くなるなど、環境への負荷も小さくなります。大丸・松坂屋

各店では食品や衣料品、工芸品など幅広い商品について、

フェアを開催し、拡販に取り組んでいます。

当社は子育て世代の不安・不満の解消を目指し、 教育

の充実と長時間保育を両立させた認可外保育施設の運

営に参入しました。「知育」だけでなく「運動」、そして「英

語」を身につけるカリ

キュラムを提供する

ため、㈱やる気スイッ

チグループホールディ

ングス傘下の㈱拓人

こども未来と提携し、 

当社が進めるアーバンドミナント戦略は、店舗を核に、エ

リア全体の魅力化に取り組み、「地域とともに成長するビ

ジネスモデル」です。当社の戦略を進めることそのものが、

地域の集客力向上や地域貢献につながる取り組みです。

●大丸神戸店の周辺店舗開発

大丸神戸店では、約30年

前の1987年から周辺店舗

開発を進めています。歴史的

に外国人居留地として発展

してきた神戸元町の異国情

緒がただよう建物に最先端の

ファッションブランドを誘致し、

地域 への 集

客力を高めて

います。今で

は 周辺店舗

の数は約60

店舗となり、

ショッピングと

観光 が 融合

した街として、

広域から集客しています。2017年3月には、世界初の春

開催となる、「ヴォーグ」のショッピングイベント「ヴォーグファッ

ションズナイトアウト」を開催するなど、旧居留地の魅力を

活かしたイベントも定期的に開催しています。

●京都・町家プロジェクト

2016年に、大丸は創業300周年記念企画として「大丸

京都店 園町家」をオープンさせました。古都の風情が漂

う 園において、老朽化する町家を再生し、“伝統”と“革新性”

①地域活性化への貢献

大丸神戸店周辺地図
JR元町駅

大丸神戸

旧居留地
38番館

大丸
アネックス

ジーニアスギャラリー

BLOCK32

ディオール
ロイズ
アンティークス

ＮＴＴ西日本
新神戸ビル

BLOCK47

BLOCK44

BLOCK31
ロレックス

ミュウミュウ
ヴァレンティノ

エルベシャブリエ

フレッドシーガル

BLOCK30 プラダ

ストラスブルゴ
ディーゼル

トリッペン

バーバリー

A.P.C.

ケイトスペード

※GINZA SIX、上野フロンティアタワーについてはP26・27をご参照
ください。

②子育て世代の課題解決への貢献

山口県産品の地産地消をおすすめする
催事（下関大丸）

大丸京都店 園町家（ウブロブティック京都）
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フランチャイズ方式で園の運営を行います。 第１号園は

2019年4月、横浜市青葉区に「Daimaru Matsuzakaya 

Kids Duo International 青葉台」として開園予定です。

●お客様相談室の運営

大丸、松坂屋では、

｢消費生活相談コー

ナー｣ において消費

生活アドバイザーの

資格を持つコンサル

タントがお客様からの

商品の品質に関するお申し出を承ります。お客様からのお

申し出内容はオンラインで消費科学研究所に送られ、品質

について科学的に検査されます。その結果はコンサルタント

を通じ、お客様に報告されます。また、再発防止のために、

各店やお取引先メーカーにも試験結果を伝え、品質の改

善につなげています。

●流通業の品質プロフェッショナル「消費科学研究所」

消費科学研究所は、大阪、東京、名古屋の3か所にあ

り、商品性能や苦情原因を究明するための試験、商品表

示･販促媒体表現の関係法令に基づいた確認などのほ

か、品質管理全般に関わるコンサルティングや研修･セミ

ナーを行っています。

同研究所はJFRグループ企業に対して、販売前の事

前検査や商品表示の店頭チェック、食品売場やレストラ

ンの衛生検査を行うほか、販売に供される様々な商品アイ

テムの品質検査や包装紙やショッピングバッグなどの耐荷

重検査、染色堅牢度検査など商品を使用した時の安全性

を確保するための様 な々検査も行っています。

●安全・安心な店舗環境づくり

百貨店などの店舗、事務所などでは、地震や火災発生

時に備えて、自衛消防隊を組織し、防災訓練やＢＣＰ訓練※

を実施しています。また、緊急地震速報システムや、全従

業員の安否確認システム、衛星携帯電話の導入など、シ

ステム面でも整備を進めています。店舗の自衛消防隊は、

迅速に消火活動や顧客避難誘導、情報収集など適切な

対応が確実に実施できるよう、お取引先様を含む勤務者

全員参加の訓練を定期的に実施しています。また、百貨

店を中心にAED（自動体外式除細動器）を設置し、従業

員へ使用訓練を継続的に実施しています。

J.フロント リテイリングでは、事業活動を通じて、お客様

とともに行う社会貢献活動に継続的に取り組んでいます。

大丸・松坂屋の各店舗を中心に回収した不要なペット

ボトルのキャップをNPO法人「Reライフスタイル」を通じ

てリサイクルし、その対価を認定NPO法人「世界の子ど

もにワクチンを 日本委員会」に全額寄付することで、世

界の子どもたちにワクチンを届ける活動を実施しています。

2009年12月の取り組み開始以来キャップ回収とその他

の活動による寄付をポリオワクチンに換算すると、2018

年5月に26万人分に達しました。その他にも乳がん・前立

腺がんの早期診断、発見、治療を促す「ピンクリボン運動」

「ブルークローバー運動」や、開発途上国の子供たちに

給食支援を行う「TABLE FOR TWO」、東日本大震災、

熊本地震への支

援など、さまざまな

チャリティ支援を

行っています。

③お客様の安全・安心への貢献

ブルークローバーキャンペーン

※BCP＝災害時に事業継続又は早期復旧させるための計画

2017年度の主なチャリティ支援（大丸松坂屋百貨店）

支援先 支援内容 寄付金額

日本赤十字社
「私たちは忘れない。
～未来につなげる
プロジェクト」

復興支援プロジェクトへ協賛し、WEB
告知、啓発バッジの着用、車両ステッ
カーの掲示とともに店頭、従業員施設
で募金を実施し全額を寄付

114

東日本震災で被災した
子どもを支援するため
の育英基金

東北支援「日本に笑顔を」の趣旨のもと
「さくらパンダ生誕10周年記念チャリティ
ピンバッジ」販売金の一部を寄付

1,699

認定NPO法人
子宮頸がんを考える
市民の会

LOVE49キャンペーンによる募金活動、
オリジナルエコバッグの販売収益金の
一部などを子宮頸がん予防啓発活動
支援金として寄付

288

各地区
ピンクリボン支援団体

オリジナルピンバッジ、ハートパン、ピンク
リボンラッピング自販機による飲料の販
売収益金の一部などを乳がん予防啓発
活動支援として寄付

1,081

熊本地震義援金
「さくらパンダ生誕10周年記念チャリティ
ピンバッジ」販売金の一部を義援金とし
て寄付

992

認定NPO法人
TABLE FOR TWO
International

ヘルシーなメニューの売上金の一部を
開発途上国の給食支援として寄付

311

認定NPO法人 
世界の子どもに
ワクチンを 日本委員会

クリスマスプロモーション「未来のバトン
リレー」チャリティ企画におけるロブ・ラ
イアン氏の原画オークション落札全額、
ハッシュタグ投稿連動募金、スペシャル
動画の再生回数連動募金などを寄付

1,126

④お客様とともに行う社会貢献活動

（単位：千円）
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多様性を、活かす。働き方を、変える。

サステナビリティ　＞　活動報告ーダイバーシティ、ワーク・ライフ・バランス

する割合が多いということは社会課題となっています。当

社では2017年度から、一度子育てによって仕事から離れ

た専門人材を採用する「マザー採用」をスタートさせました。

2018年6月までに6名を採用し、法務、財務、不動産事業

など、専門知識・スキルを活かして各部門で活躍しています。

JFR女性塾

2018年度から育児と仕事の両立に取り組むJFRグルー

プの短時間勤務者を対象に、「JFR女性塾」を開講しまし

た。限られた時間の中でも能力を最大限に発揮するため

のタイムマネジメントや、リーダーシップ、財務知識などの習

得により、継続的なキャリアアップの促進を目指しています。

※大丸松坂屋百貨店社員の平均勤続年数は、男性：23.4年、女性：23.2年です。

障がい者雇用は企業の社会的責務であると認識しており、

積極的にその促進に努めています。障がい者の安定した職場

環境の確保をはかり、能力を発揮できる職場をつくることを目的と

して、2017年4月に「JFRクリエ」を設立し、同年9月に厚生労

働省による特例子会社認定を受けました。同社は障がい者の

雇用や就労支援に積極的に取り組む企業として、「大阪府障

がい者サポートカンパニー優良企業」に登録されています。

少子高齢化の急速な進展や公的年金支給開始年齢

引き上げなどの社会環境変化への対応ならびに専門性の

高い人材を有効に活かすため、定年再雇用制度を導入し

ています。また定年後の生活を豊かなものとするため、53

歳以上の社員を対象に「マイライフプランセミナー」を実施

し、2017年度は316名が参加しました。定年を迎える前に、

J.フロント リテイリングは、人財の多様性こそが企業の

競争力の源泉であるとの認識に基づき、国籍・性別・思想・

信条のみならず、労働条件においても「差別的取り扱いが

ない」という状態を企業として整備し、その状態を維持・向

上させることが重要であると認識しています。

また従業員が心身ともに健康であるためには、ワーク・ラ

イフ・バランス（仕事と生活の調和）が重要であり、働きや

すい職場環境づくりや健康管理の取り組みなどを通じて、

従業員がいきいきと働き、高い生産性を上げることが出来

る職場の実現を目指していきます。

女性リーダー登用

性別を問わず個々人の能力・成果・適性、並びに各人

の意欲に基づき、配置および人財活用を推進しています。

大丸松坂屋百貨店では2018年3月現在、全リーダー職

の32.5％を女性が占めています。また3名の女性執行役

員が基幹店の店長を務めています（全執行役員14名に占

める割合は21.4％）。今後も意欲ある女性の活躍を一層

推進するため、リーダー職をはじめ枢要ポストへの積極的

な配置を実施していく方針です。

マザー採用

近年女性の社会進出が進む一方で、出産によって離職

①女性の活躍推進　

②障がい者雇用

③定年再雇用制度

JFRクリエの作業風景（封入）

※障がい者雇用率（大丸松
坂屋百貨店、JFR ク リ エ、
JFRサービス、ディンプル、
DMSAの合計）：2.21%

（2018年6月1日現在）

大丸松坂屋百貨店の女性社員リーダー比率推移

2013 2014 2015 2016 2017

35
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（年度）
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28.2

32.0

23.5

大丸松坂屋百貨店の女性社員のリーダー職登用状況

※大丸松坂屋セールスアソシエイツへの出向者を含む。
※「その他リーダー職」の人数は、マネジャー、サブマネジャー、バイヤー、ディベロッ

パー&エディター（大丸松坂屋セールスアソシエイツのスーパーバイザー、セクショ
ンリーダーを含む）の合計。

（2018年3月1日現在）

女性人数 総人数 女性比率

部長職 12 102 11.8%

その他リーダー職 221 616 35.9%

合計 233 718 32.5%
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J.フロント リテイリング本社の
打ち合わせスペース

これからの経済設計、健康管理、働きがい、生きがいをテー

マに社内外の講師が情報提供、アドバイスを行っています。

人権問題を従業員一人ひとりが正しく認識し、理解する

とともに人権尊重を基本とした企業風土づくり並びに企業

の社会的責任を一層推進する視点から、人権教育・啓発

に取り組んでいます。大丸松坂屋百貨店では委員長を人

事部長（店は業務推進部長）とした人権問題啓発推進委

員会を設置し、入社時研修、社内研修セミナー等で人権

教育を実施するとともに、行政機関主催の各種セミナーへ

の参加、各種啓発資料の従業員への配布などの活動を

行っています。

大丸松坂屋百貨店では、次のような諸制度を整備しています。

育児・介護関連諸制度

法を上回る適用範囲の制度を充実させています。

勤務選択制度

　育児、介護、趣味などシニアライフの充実、その他の事由

を目的に短時間勤務を選択できる制度を導入しています。

（目的および取得期間：育児は中学校就学月の末日までの

期間、介護は介護が必要な期間など。）

エリア限定社員制度

就業観・価値観とライフスタイルの多様化に対応するた

め、働き方の選択肢を拡大し、キャリア形成と生活のバラ

ンスについて自律的に考え行動できる基盤の構築を目指し、

「エリア限定社員制度」を導入しています。札幌・首都圏・

関西・中部・静岡の５つの地域での勤務が選択できます。

④人権教育の推進
持株会社であるJ.フ

ロント リテイリングでは、

発明体質への変革を

実現するため、ワークス

タイルの変革に取り組

んでいます。2018年

1月の新オフィスへの移転を機に、約8割の書類を削減し、

個人の座席を特定しない「フリーアドレス制」を導入しました。

また「会議資料をアウトプットせず、画面で確認する」デジ

タル会議の推進により、ペーパーレス化を推進しています。

従業員は会社にとって最大の財産であり、お客様により

よいサービスを提供するためには、まず従業員が心身ともに

健康であることが何よりも大切であるとの基本的な考え方

に基づき、健康管理の具体的取り組み内容として、疾病の

一時予防に重点を置いた取り組みを推進しています。 

そのため、法定基準の定期健康診断はもとより、35歳

以上の全従業員を対象に生活習慣病の予防検診と婦人

科検診を実施しています。※ また心身両面にわたる健康管

理全体の大きな枠組みの中でメンタルヘルスを取り上げ、

セルフケアのツールとしてストレスチェックを実施しています。

これらの結果に基づき健康管理室等が実施する保健指

導の取り組みを重視しています。

※2017年度の大丸松坂屋百貨店の定期健康診断受診率は99.7%です。

日本においては、労働基準法をはじめとした労働関係

関連法令のなかで、雇用機会、労働時間、安全衛生など

の労働者の権利に関する基本的な内容が定められており、

労使双方に遵守することが求められています。

グループの各事業会社においては、労働条件や経済

的地位向上に関わる課題について、各単位労働組合と

の実態に即した労使自治において決定しています。また、

Ｊ.フロント リテイリングとＪ.フロント リテイリンググループ

労働組合連合会とは、労使の相互理解を深める場として「Ｊ

ＦＲ労使懇談会」を設置し、グループ事業会社の円滑な

労使関係の構築に寄与しています。

※2017年度の大丸松坂屋百貨店従業員の労働組合加入率は88.3%です。

大丸松坂屋百貨店における法を上回る
育児・介護関連諸制度と2017年度の取得者数

制度 内容 取得者数

育
児

育児休業 小学校就学月末日まで（法定は最長2歳未満） 175

育児短時間勤務
小学校就学月末日まで（法定は3歳未満）さらに

「勤務選択制度」により中学校就学まで短時
間勤務可能

137

子の看護休暇 有給（法定は無給も可） 144

育児支援休暇 3歳未満の育児のため有給で4日間休暇付与（法
定はなし） 20

配偶者出産休暇 有給で1日付与（法定はなし） 8

介
護

介護休業

同一人の介護につき通算1年以内とし、連続取
得、分割取得のいずれも可。分割取得の回数
に制限なし（法定は93日以内で3回を上限に分
割取得可）

2

介護休暇 有給（法定は無休も可） 31

⑥ワークスタイルの変革

⑧労使関係

⑦健康管理の取り組み

⑤ワーク・ライフ・バランスの実現を目指した諸制度
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持株会社であるJ.フロント リテイリングは、グループの一

元的なガバナンスの中心として、グループ全体の経営の

遵法性・透明性・客観性・健全性を確保し、ステークホルダー

（お客様、株主、従業員、お取引先、地域社会など）への

アカウンタビリティの重視・徹底をはかるため、コーポレート

ガバナンスの強化を経営の最重要課題の一つとして位置

づけています。

当社は2017年5月の株主総会の決議を経て、機関設

計を指名委員会等設置会社へ移行しました。その理由は

以下の観点から、コーポレートガバナンスの更なる強化に

取り組むためです。

（1）監督と執行の分離による経営監督機能の強化

　監督と執行を分離することにより取締役会の業務執行に

対する監督機能を強化します。 また取締役会は、グループ

経営に関わる重要な戦略課題を社外の知見も積極的に取

り入れ徹底的に論議することで、戦略の高度化をはかります。

（2）業務執行における権限・責任の明確化及び機動的な

　  経営の推進

　業務執行の決定を執行役に委任することが可能となる

ことから、取締役会と執行役および持株会社と事業子会

社の権限・責任の明確化をはかりつつ、迅速な経営の意

思決定を行います。

（3）経営の透明性・客観性の向上

  過半数を社外取締役で構成する指名・監査・報酬の3委

員会を置く指名委員会等設置会社に移行することにより、

経営の透明性・客観性の向上をはかります。

（4）グローバルに対応できるガバナンス体制の構築

　海外投資家などグローバルな視点での分かりやすいガ

バナンス体制を構築します。

当社は純粋持株会社であり、経営判断の迅速化・経営

責任の明確化をはかるため、事業子会社の業務執行事

項については、グループ経営に関する重要なものを除き、

各事業子会社にその権限を委任しています。

なお、純粋持株会社としての当社の役割・責務は、次の

とおりです。

●グループ全体のコーポレートガバナンスの確立

●グループビジョン・グループ中期経営計画

●グループ経営方針の企画・立案及びこれらの進捗・成

果管理 

●グループ経営資源の最適配分

Corporate governance
ガバナンス　＞　コーポレートガバナンス

指名委員会等設置会社への移行

コーポレートガバナンス体制の概要
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●グループ全体のリスクマネジメント体制の確立、内部監査

●グループ経営に関する重要な業務執行事項の意思決定

●各事業会社の経営方針・経営戦略への助言・承認及び

その進捗の監督・評価

また、当社の経営組織として6つの統括部（経営戦略

統括部、事業開発統括部、関連事業統括部、財務戦略

統括部、人財戦略統括部、業務統括部）を設置し、それぞ

れの組織の役割・責任・権限を明確にし、監督機能の強化、

グループ全体の内部統制システムの充実をはかっています。

（1）取締役会の基本的な役割・責務

株主の皆様に選任され当社の経営を負託された取締

役は、株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、グルー

プビジョンの実現に向けて、取締役会において次の役割・

責務を果たしていきます。

●グループビジョン・グループ中期経営計画・グループ経営

方針その他の経営の基本方針について、建設的な議論

を重ねるほか、そのリスク評価も含めて多面的・客観的

に審議し、グループ経営の大きな方向性を指し示すこと

●上記の方向性を踏まえたグループ経営に関する全体方

針、計画について適切に意思決定を行うこと及びその

計画について進捗・結果を監督すること

●非連続な成長に向けた攻めの経営を後押しする環境整

備を行うこと

●当社グループ全体の内部統制システムの構築・整備を

進めるほか、その運用状況を監督すること

●関連当事者間の利益相反を監督すること

●指名委員会に委任した経営陣幹部の後継者計画・経

営人材に係る人事配置計画・経営陣トレーニングにつ

いて指名委員会からの概要の報告を基に進捗状況を

監督すること

（2）取締役会の構成

当社の取締役会は、定款に定める15名以内の適切な

員数で構成します。2018年5月24日現在は取締役13名

（うち女性取締役2名を含む独立社外取締役5名）で、任

期は1年です。

監督と執行の分離、取締役会論議の実効性向上の観

点から、独立社外取締役が3分の1以上、かつ独立社外

取締役と執行を担わない社内出身の非業務執行取締役

との割合が過半数となるよう構成しています。

なお、取締役候補者の指名に際しては、取締役会全体

としての知識・経験・能力のバランスに配慮の上、その多

様性を確保します。

グループ経営全般に関わる重要な方針・政策に係る取

締役会付議議案については、執行役及び統括部長で構

成する「グループ経営会議」で事前に審議することとして

います。

（3）2017年度の取締役会における主な議論内容

2017年度に14回開催された取締役会では、予算や

決算の承認決議のほか、企業グループの中長期的な成

長に向けた戦略議論として「グループビジョンの浸透」「中

期経営計画の進捗」について、コーポレートガバナンスに

関する議論として「政策保有株式の保有合理性の検証と

売却結果」「内部統制システム構築の基本方針」について、

取締役会

JFR コーポレート・ガバナンスの体制図（指名委員会等設置会社）

各執行部門
経営戦略統括部 事業開発統括部 関連事業統括部 業務統括部人財戦略統括部財務戦略統括部
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グループ各社
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また個別成長事業についての議論として「大丸心斎橋店

へのパルコの出店」「幼児教育事業への参入」、資本効

率向上に向けた事業や資産の入れ替えとして「フォーレス

ト社の株式譲渡」「遊休不動産の売却」、さらに「持分法

適用関連会社千趣会が実施を予定する自社株買いへの

応諾」などについて協議・決議しました。

（1）指名委員会

指名委員会は、社外取締役3名と業務を執行しない取

締役会議長と代表執行役社長で構成します。

2017年度は、社外を含めた取締役の選任に加え、執

行役・主要事業子会社の執行役員の選任について、社内

の人財情報に加え、第三者機関によるアセスメントデータ

を活用するとともに、必要に応じて候補者との面談を実施

するなど人柄や考え方に直接触れる機会を通じて、客観性

と透明性、合理性を確保しました。また、経営トップのサク

セッションプランの議論を重ねるとともに、次代の役員候補

を計画的に育成していく仕組みを検証し、対象者の成果

発揮状況を定期的に確認しました。

（2）監査委員会

監査委員会は、社外取締役3名と、監査精度の維持・向

上をはかるため、社内情報に精通した常勤の社内非業務

執行取締役2名で構成します。

2017年度は、監査委員会として定めた監査委員会規

程、監査基準および内部統制システムに係る監査実施基

準等に基づき、当年度の監査計画を立案、実行し、その内

容を取締役会に報告しました。特に監査委員会の重点監

査項目として、取締役会が決定した内部統制システムの整

備・運用状況ならびにグループ中期経営計画の初年度に

おける主要戦略の推進状況について、内部監査室、会計

監査人、グループ会社監査役との連携を密にし、監査を行

いました。また、監査委員会が新たに策定した会計監査人

の選定 基準に基づき、他の監査法人の品質管理及び専

門性等について比較検討を行い、新日本有限責任監査法

人を評価しました。

なお、委員長については、監査役会体制からのスムーズな

移行の観点から、社内出身の非業務執行取締役が務めてい

ますが、将来的には見直しを含めて最適な体制を検討します。

（3）報酬委員会

報酬委員会は、社外取締役3名と業務を執行しない取

締役会議長と代表執行役社長で構成します。透明性・客

観性の観点から、委員長は独立社外取締役から選定して

います。報酬委員会は、当社及び大丸松坂屋百貨店の

経営陣の個人別の報酬内容の決定に関する方針ならび

に個人別の報酬内容を決定します。

2017年度は、同年5月25日決議した役員報酬ポリシー

の中で、基本報酬と業績連動型報酬（賞与・株式対価報

酬）の配分適正化をはかり、株式対価報酬の水準を決定

する業績指標についても開示しました。また、役員個人の

成果発揮状況を反映する賞与については、より公正で客

観的な評価結果となるよう評価項目や業績指標、ならび

に評価ランク決定プロセスを見直し、新たな業績評価シー

トを2018年度から適用しています。併せて、報酬として

株式交付が行われる初年度を迎え、役員向け株式対価

報酬制度が、計画通り適正に運用されるよう、システム面

の検証を行っています。

当社は、任意の諮問委員会として、取締役会議長・代

表執行役社長・社外取締役の全員で構成するガバナンス

委員会を基本、毎月開催しています。ガバナンス委員会で

は、取締役会評価の結果を踏まえた取締役会の実効性

向上のための諸課題や機関設計のあり方などについて、

建設的な議論、意見交換を実施しています。

2017年度は、グループガバナンスの強化に向けて、事

業会社の監督機能・監査機能・執行機能それぞれについ

て強化が必要であることが確認されたことを受け、経営効

率の高い事業領域とする重点関連3社（JFRカード・Jフロ

指名委員会・監査委員会・報酬委員会

ガバナンス委員会（任意諮問委員会）

氏 名 指名
委員会

監査
委員会

報酬
委員会 備考

小林 泰行 ○ ○ 取締役会議長

土井 全一 ◎ 非業務執行

堤 啓之 ○ 非業務執行

橘・フクシマ・咲江 ◎ ○ 独立社外取締役

太田 義勝 ○ ◎ 独立社外取締役

石井 康雄 ○ 独立社外取締役

西川 晃一郎 ○ 独立社外取締役

佐藤 りえ子 ○ ○ ○ 独立社外取締役

山本 良一 ○ ○ 代表執行役社長

好本 達也 代表執行役常務

牧山 浩三 執行役常務

澤田 太郎 執行役常務

若林 勇人 執行役常務

各取締役の所属する委員会（2018年5月末現在）
（◎は委員長）
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事業環境の変化は企業にとって避けることのできない

不確実性であり、こうした不確実性、つまり「リスク」にはプ

ラスの側面としての「機会」と、マイナスの側面としての「脅

威」に対し、「リスクヘッジ」のみならず、成長実現に向けた

「リスクテイク」の両面から、中期経営計画で掲げる戦略

課題について取り組んでいます。

なお、当社においては代表執行役社長の諮問機関とし

て、「リスクマネジメント委員会」を設置し、当社グループに

係るリスクの抽出、及び個別のリスクについての対応策の

立案・実施・モニタリングを行っています。

当事業年度は、当社グループに係るリスクとして138個

のリスクを抽出し、その中から特に重要視するリスク項目を

「企業リスク」として15個特定し、その内6個を当事業年

度の戦略に反映し継続的に進捗を把握していきます。

ント建装・ディンプル）の社長に新たな人財を投入するとと

もに、同社長が当社の執行役を兼務することとしました。

また、主要関連事業会社には各社ごとに選任された監査

役に加えて、各社を横断的に監査する役割を設置する等

強化をはかりました。今後はコーポレートガバナンスに関す

る諸課題（グループ会社のガバナンスや持株会社の役割

等）についての議論、意見交換を実施していきます。

 

当社は、監督と執行の分離、取締役会議論の実効性確

保、及び透明性・客観性の維持・向上のため、取締役13

名のうち5名を独立社外取締役としています。選任に当たっ

ては、当社が設定した独立性判断基準に照らし、当社株主

と利益相反が生じるおそれがなく、業務執行を行う経営陣

から独立した客観的立場にあることを確認しています。

社外取締役の選任について

当社は、指名委員会等設置会社への移行を踏まえ、2016年に引き続き、2017年7月～9月に第三者機関による3回

目の取締役会評価を実施しました。

評価手法は、下記の評価項目の進捗度合について各取締役が実施した自己評価を基に、第三者機関が行った取締役

（社内・社外とも）全員に対する「個別インタビュー」及び「取締役会傍聴参加による直接観察」した結果を集計・分析した

報告書を作成し、その報告書を基に取締役会で審議する手法で行いました。

評価項目は、取締役会の役割・責務に照らし、取締役会の構成・運営状況・審議事項・審議資料・議案説明のレベル・社

外取締役への支援体制・3委員会（指名・監査・報酬）活動の実効性などの項目についてそれぞれ分析・評価を行いま

した。質問事項は、社内・社外・委員会委員・非委員など立場に応じた回答結果が把握できるよう、毎回新たな設問を

設定するとともに、継続性が把握できるように考慮して行っています。

評価した結果については、取締役の間で情報共有するとともに、明らかになった課題への対応策を話し合うことによ

り、取締役会の実効性を継続的に向上させる取り組みとしてきました。

2017年7月～9月にかけて実施した取締役会評価では、「取締役会のグループ全体への貢献度」「適切な議案選定と本

質的な論議の実行」「各取締役の議論への貢献」などの設問に対しては前回と比べて大きく改善された結果となりました。

また、「機関設計変更を通じた企業統治体制の高度化」や、「各委員会の取締役会への貢献度」も高い評価となりました。

一方、取締役会改革への更なる実効性の向上への期待から、グループ戦略立案を迅速に実行するための執行強化

（実行スピード）に課題が残るとの声が挙がったことから、取締役会で指摘があった課題については、実施時期とその

対応内容について次回取締役会の冒頭で毎回確認するなど工夫を講じています。

また、2017年度から中期経営計画の柱となる「マルチサービスリテイラー戦略」「IoT時代に向けたICT戦略」の推進

に向け、経営戦略統括部の組織体制強化をはかるなど、改めて改善に取り組んでいます。執行の企画・提案能力の向

上を求める意見もあり、株主視点での企画・提案精度向上に向け、審議資料を見直すことに取り組みました。また、執

行強化に向けて、事業ポートフォリオの変革を成し遂げ、企業価値の向上を実現するため、「事業開発統括部」を、最も

重要な経営資源である人財の成長がグループ組織全体の成長につながるよう、採用・配置・育成・評価に関する人財

政策立案と推進を一層強化するための、「人財戦略統括部」をそれぞれ新設しました。今後も取締役会有効性評価を

基点に課題の共有を行い、取締役会全体の実効性の確保に努めていきます。 

評価手法

評価項目

評価結果と
改善策

取締役会有効性評価

経営陣による適切なリスクテイクを支える環境整備
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当社は、新たなグループビジョンの実現に向けた中期経営計画の着実な遂行をはかるため、役員向け株式対価報酬制度の導入を含む新たな
「役員報酬ポリシー」を策定しました。役員報酬の基本方針は、次のとおりです。
●当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上に資するものであること
●執行役にとって、経営戦略・経営計画の完遂、目標とする会社業績の達成を動機付ける業績連動性の高い報酬制度であること
●当社が経営を担う者に求める「経営人材のあるべき姿」に適う人財を確保（主はリテンション）できる報酬水準であること
●株主との利益意識の共有や株主重視の経営意識を高めるものであること
●報酬の決定プロセスは透明性・客観性の高いものであること

取締役・執行役の報酬決定方針1

報酬の水準及び報酬額の妥当性と決定プロセスの透明性を担保するため、具体的な報酬支給額については独立社外取締役が過半数を占
め、かつ委員長を独立社外取締役とする「報酬委員会」の審議・決議により決定します。
報酬委員会は年に4回以上開催することを予定し、今後、役員報酬制度の見直しは中期経営計画期間に応じて実施するものとします。

基本報酬は、固定報酬と位置づけ、各役員の職責の大きさ（重さ）に応じて役位（職位）ごとに決定します。

取締役・執行役の報酬決定手続

（基本報酬）　

リストリクテッド・ストックは、非執行の取締役がステークホルダー代表として、執行とは異なる立場で当社の攻め・守りのガバナンス強化のため、
中長期目線で経営に携わることを目的に、当社株式を業績には連動しない方法で交付する制度とし、株式交付の時期は退任時といたします。

（リストリクテッド・ストック）

2

執行役の報酬構成

執行役の報酬等

基本報酬

賞与

パフォーマンス・シェア

非執行取締役の報酬構成

非執行取締役の報酬等

基本報酬

リストリクテッド・
ストック

執行役の役位ごとの種類別報酬割合

<社長>

<社長を除く執行役>

（注） 上記図は、賞与を標準ランク、株式報酬に係る業績達成率を
 100％とした場合のモデルです。
（注） 大丸松坂屋百貨店の取締役及び執行役員も上記図の
　　 「社長を除く執行役」と同じ報酬構成とします。

基本報酬
38.5%

金銭報酬
61.5%

株式報酬
38.5%

固定報酬
38.5%

業績連動報酬
61.5%

PS
38.5%

賞与
23.0%

基本報酬
45.4%

金銭報酬
72.7%

株式報酬
27.3%

固定報酬
45.4%

業績連動報酬
54.6%

PS
27.3%

賞与
27.3%

役員報酬制度　

パフォーマンス・シェアの内容

KPI 短期 中長期 利用方法

収益性

① 連結営業利益 ◯ ◯ 目標値（絶対値）に対す
る達成率で評価
評価ウェイトは各指標
50%ずつ② 基本1株当たり

当期利益 ◯ ◯

③ フリーキャッシュ・
フロー ー ◯ 目標未達成の場合、株

式報酬の額を50%減
額（1つ未達成であれば
25%減額）効率性 ④ ROE ー ◯

（注）	KPI（Key	Performance	Indicator）：重要業績指標	
（注）	短期の目標値は、毎年4月に決算短信で公表する当該事業年度の予想

値（IFRSベース）を用います。

業績連動係数の計算方法

業績達成率 業績連動係数

150%以上 2.0

50%以上150%未満 （実績値÷目標値−0.5）×2

50%未満 0
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最高経営責任者の選定・解職は最も重要な戦略的意

思決定であり、当社は、後継者（次期経営陣幹部）計画の

策定・実施を経営戦略上の特に重要な項目として位置づ

けています。

後継者候補の選定に際しては、社内データをもとに第

三者機関による診断を踏まえて作成した各後継候補者の

評価内容について、社外取締役が過半数を占める指名

委員会・報酬委員会において審議を重ねることで、選定プ

ロセスを明確化、透明性を確保しています。後継者の決

定に際しては、取締役会は指名委員会からの答申内容に

基づき、基本理念・グループビジョンの実現を見据え、監督

の役割を果たします。後継者に求められる資質については、

方針書記載の「JFRグループ	経営人材のあるべき姿」に

おいて、「戦略思考」「変革のリーダーシップ」「成果を出す

ことへの執着心」「組織開発力」「人材育成力」の5項目

を役員に求められる資質として、必要な価値観・能力・行動

特性を明確にしています。指名委員会でこれらを共有化す

ることで、評価・育成指標の共有化をはかり、中立的育成・

選抜に努めています。

また、最高経営責任者の解職については、設定した目

標や期待した成果と取り組みの結果（毎期の業績、戦略

の遂行状況等）に加え、指名委員会で決議した後継者計

画により選定された後継者候補の成果発揮等の状況を踏

まえ、指名委員会が審議・決議した答申内容を取締役会

で決定することとしています。

なお、後継者計画は、当社を取り巻く環境や置かれた

状況の変化、掲げた戦略の進捗等を勘案した内容となる

よう計画的かつ継続的に指名委員会の中で議論を重ね

ていきます。

また、経営陣幹部については、最高経営責任者の場合

と同様、前述両委員会の審議を受け決定します。

当社は、フリー・キャッシュフローの増大とROEの向上が

持続的な成長と中長期的な企業価値を高めることにつな

がるものと考えています。その実現に向け、「戦略投資の

実施」｢株主還元の充実｣及びリスクへの備えを考慮した「自

己資本の拡充」のバランスを取った資本政策を推進します。

また、有利子負債による調達はフリー・キャッシュフロー

創出力と有利子負債残高を勘案して行うことを基本とし、

資金効率と資本コストを意識した最適な資本・負債構成を

目指します。

フリー・キャッシュフロー、ROEの向上には、収益性を伴っ

た売上拡大を実現する「事業戦略」及び投下資本収益

率を向上させる「財務戦略（資本政策を含みます。）」が重

要です。あわせて、基幹事業の強化、事業領域の拡大・

新規事業の積極展開等に経営資源を重点配分すること

により、営業利益の最大化と営業利益率を持続的に向上

させていくことが重要であると考えています。

当社は、健全な財務体質の維持・向上をはかりつつ、利

益水準、今後の設備投資、フリー・キャッシュフローの動向

等を勘案し、安定的な配当を心がけ連結配当性向30％

以上を目処に適切な利益還元を行うことを基本方針としま

す。また、資本効率の向上及び機動的な資本政策の遂

行などを目的として自己株式の取得も適宜検討します。

当社グループは、政策保有株式（子会社・関連会社株

式を除く純投資以外の目的で保有する上場株式をいいま

す。）については、市場環境・株価動向等を勘案の上、適

宜削減していきます。ただし、下記の検証を通じて保有合

理性が確認されたものについては、この限りではありません。

当社は、当社グループが保有する政策保有株式の保

有合理性について、お客様企業・お取引先様企業との円

滑かつ良好な取引関係の維持・サプライチェーンの確保な

ど事業戦略に係る定性的な観点のほか、配当収益その

他の経済合理性等の定量的な観点も踏まえて、毎年取

締役会において検証します。

政策保有株式に係る議決権の行使に際しては、保有

先の持続的成長・中長期的な企業価値の向上に寄与す

るものであるかどうか、当社グループの持続的成長・中長

期的な企業価値の向上に寄与するものであるかどうかの

両観点から判断します。特に、コーポレートガバナンス体制

に係る議案（役員選任）、株主還元に係る議案（剰余金の

処分）、株主価値に影響を与える議案（買収防衛策導入）

など、コーポレートガバナンス強化の上で重要度が高いと

考える議案については、議決権行使の判断となる指針を

定め、当社グループ全体として当指針に沿った対応を行い

ます。なお、必要な場合にあっては、議決権の行使に際し

後継者の計画

資本政策の基本方針

株主還元方針

政策保有株式の保有方針
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することができるよう定款を変更しました。

第11期定時株主総会においては、実質株主の皆様か

らの特段のお申出はありませんでした。

当社は、「公正で信頼される企業として、広く社会への

貢献を通じてグループの発展を目指します。」という基本理

念のもと、株主・投資家をはじめとするステークホルダーの

皆様との信頼関係を維持・発展させるため、当社に関する

重要な情報を正確にわかりやすく、公平かつ適時・適切に

開示することにより、経営の透明性を高めるとともに、当社

についての理解を深めていただくことを目的にIR活動を推

進しています。

適時開示規則に該当する当社の重要情報は、東京証

券取引所が提供するTDnet（適時開示情報伝達システム）

を通じて開示を行うとともに、当社ウェブサイト等において

もできるだけ速やかにその内容を掲載します。また、適時

開示規則に該当しない場合においても、当社への理解を

深めていただけると考えられる情報については、当社ウェブ

サイトへの掲載をはじめ、SNSの活用や統合報告書の発

刊等を通じ発信していくよう努めます。開示する情報の特

性に応じて、TDnet・EDINET・当社ウェブサイトなどを活用

する方法で、適時・適切に情報開示を行います。なお、情

報開示の公平性の確保のため、株主総会招集通知・統

合報告書・適時開示情報・決算情報・当社ウェブサイトに

ついては、英訳を作成し開示します。

また、適時開示や当社ウェブサイト等による情報発信に

併せ、各種説明会、ミーティングの実施や株主・投資家の

皆様からの日々のお問い合わせに対する回答等を通じて、

コミュニケーションの充実に努めています。なお、株主・投

資家の皆様から頂いたご意見・ご要望等については、当

社及び関連するグループ各社等において広く共有し、企

業価値向上に向けた会社経営の参考といたします。

さらに、当社は、「証券アナリストによるディスクロージャー

2017年度優良企業」（主催：公益社団法人日本証券ア

ナリスト協会）において、小

売部門の第1位に選定されま

した。評価項目は、①経営

陣のIR 姿勢、IR 部門の機

能、IRの基本姿勢②説明

会、インタビュー、説明資料

などにおける開示③フェア・

て、保有先企業との対話を実施します。

上記方針を踏まえ、2017年度においては12銘柄を全

数売却、2銘柄を一部売却（売却金額約13.2億円）しまし

た。その結果、2018年2月末時点で当社グループが保

有する政策保有株式は48銘柄（財政状態計算書計上額

63億円）となりました。また、当社は当事業年度から、政

策保有株式に係る議決権の行使の基となる指針を設定し、

グループ全体としての考え方に沿った対応を行っています。

なお、当社の株式を保有する政策保有株主から売却の

意向が示された場合は、取引の縮減を示唆する等の売却

を妨げることは一切行っておらず、適切に売却等に対応し

ています。

当社は、株主の皆様と建設的な対話に向け、株主総会

の招集通知を早期発送（株主総会開催日の3週間前まで

を目処とします。）するとともに、招集通知発送日以前の実

務上可能な限り早期に、その内容を金融商品取引所及

び当社のウェブサイトに掲載し、株主の皆様の議決権行

使のための検討時間を十分に確保します。第11期定時

株主総会の招集通知は、書面発送に先立ち、開催日の4

週間前に金融商品取引所及び当社ウェブサイトに開示し

ました。

また、国内外の機関投資家を含む株主の皆様の議決

権行使の利便性を考慮し、インターネット等による議決権

行使を導入するほか、議決権電子行使プラットフォームを

活用しています。さらに、外国人の株主の皆様にも適切に

議決権を行使していただけるよう招集通知の英訳を作成し、

当社ウェブサイト及び議決権電子行使プラットフォームで

開示しています。

その他、持株会社として当社J.フロント リテイリングが

設立される以前の大丸・松坂屋時代と比較して、総会会

場が遠くなった多くの株主に株主総会視聴の機会を提供

するため、大阪地区（大丸心斎橋店）と名古屋地区（松坂

屋名古屋店）に総会の中継会場を設けています。

当社はコーポレートガバナンスコードの求めを尊重し、

2017年5月の第10期定時株主総会において、信託銀

行等の名義で株式を保有し自己名義で保有していない機

関投資家が、株主総会に出席してその議決権を代理行使

株主総会の充実

実質株主の株主総会への参加について

ディスクロージャーとIR活動
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ます。同委員会は、重大なコンプライアンス違反事案への

対応方針を策定するほか、コンプライアンス推進担当部門

との連携を密にし、コンプライアンス体制の基盤整備（推

進体制や推進計画の策定など）や、運用状況の監督を継

続的に実施し、法令･企業倫理等の遵守を推進します。

なお、両委員会での審議内容については、定期的（年2

回程度）及び適時に監査委員会に報告を実施します。

当社は、当社グループの全役員・従業員及び当社グルー

プで勤務する全ての者（アルバイト・お取引先派遣者を含

みます。）が、コンプライアンス上の問題について「コンプラ

イアンス委員会」に直接通知し是正を求めることを可能と

する内部通報制度を設置しています。通報窓口は、当社

の社内窓口のほか、社外（顧問弁護士）にも窓口を置いて

います。

この内部通報制度は、通報者の秘密保護のほか、通

報者に対する不利益取扱いの禁止について、当社グルー

プの社内規程で厳格に規定しています。

ディスクロージャー④コーポレートガバナンスに関連する情

報の開示⑤各業種の状況に即した自主的な情報開示の

5項目ですが、当社は、小売部門の対象企業20社のうち、 

5項目中2項目で第1位となるなど高い評価をいただき、総

合で小売部門の第1位を獲得することとなりました。

上記の取り組みと個別ミーティング等を合わせ、アナリスト・

機関投資家との対話は合計287回実施しました。

なお、フェアディスクロージャーの観点から、決算発表後

に実施する決算説明会や電話会議における質疑応答に

ついてその要約版を2018年2月期から和文・英文テキスト

にて公開しています。

リスクマネジメント委員会は、戦略に係るリスクを中心に

リスク全般に全社的な視点から組織的に管理・対応し、リ

スクマネジメントに特化した視点での経営の意思決定を行

います。同委員会は、代表執行役社長を委員長とし、各

統括部長及び主要子会社社長等の委員から構成され、

各統括部から選任された委員の持つ幅広くかつ専門的な

知識を活用しながら、多様なリスクについての評価を実施

するとともに対策を策定し、その進捗管理等を行います。

また当社は、当社グループのコンプライアンス経営上の

課題への対応を適切に実施するため、「コンプライアンス

委員会」（構成員に顧問弁護士を含みます。）を設置してい

リスクマネジメント、コンプライアンス

個人投資家向け　　　 証券会社等主催による
説明会へ参加 計7回

アナリスト･機関投資家向け　 決算説明会 期ごとに開催

海外機関投資家向け

海外ロードショーの実施 計3回

海外における
カンファレンスへの参加 1回

国内開催の
海外投資家向け
カンファレンスへの参加

計3回

2017年度の投資家との主な対話活動

※ 2017年度の内部通報件数は28件でした。

内部通報制度
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私が3年前に当社の監査役になった時点で、世の中では社

外役員やコーポレートガバナンスの重要性について言及されて

いました。そのような中で、監査役会設置会社であった当社は

更にガバナンス改革を進めるため、任意の「ガバナンス委員会」

を設置しました。その中で、当社としての機関設計のあるべき

姿について議論が進められ、その結果、指名委員会等設置会

社へ移行すべきとの方向性が示されました。

当社ガバナンスの変化のポイントとしては次の3つが挙げら

れると思っています。1つ目は、取締役会全体の実効性の確

保に向けた取り組みを推進してきたこと。2つ目は、広い意味で

のガバナンスの観点から国際会計基準IFRSやB/S経営を導

入したこと。特に象徴的なのは、今般の中期経営計画の中に

連結ROE8％以上の達成を目標として設定したことでしょう。そ

して3つ目は、2018年3月に「ESG推進部」という専門部署

を設置し、サステナビリティ重要課題に取り組む姿勢を明確に

したこと。これらの3つは、当社ガバナンスの進展を代表する大

きな変化だと思っています。

また、第11期定時株主総会においても明らかな変化が見ら

れました、それは、次の3つの事例に代表されると考えています。

1つ目は、株主総会において取締役会議長から取締役会運営

状況の報告や、法定三委員会の委員長から各委員会運営状

況の報告がなされたこと。これはまさに指名委員会等設置会

社としての当社ガバナンスの進展を表しています。2つ目は、今

年は株主様の質問内容にも変化が見られたこと。これまでは

お客様の視点による要望に関する質問が多かった印象があり

ますが、今年は会社の方針・戦略やガバナンスに関する質問

が多く出てきました。これは当社のガバナンスの変化を株主様

に理解していただいたことによる変化ではないかと考えています。

3つ目は、株主総会議長を務めた当社社長自らが自分の言葉

で大変丁寧に説明されていたことです。これら3つの事柄から

改めて当社のガバナンスが変ってきたことを実感しました。

さらに、現在進行形ではありますが、当社のグループ構造が

変わりつつあると感じています。例えば、連結子会社の監査役

のあり方について議論するなど、そうしたことを検討していること

自体がグループ経営を進めている具体例だと思います。小売

業の枠を超えて百貨店事業以外の新規事業・関連事業を考

え、事業ポートフォリオの変革を目指さないと今後の生き残りは

容易ではないという見方です。事業ポートフォリオのあり方につ

いては、前職の会社でも盛んに議論し、結果として本業に集中

するため関連事業から次 と々撤退しました。一方、当社の場合

は、業界構造を考えると、今後小売業に過度に集中するのは

難しいのではないかと考えています。当社が打ち出した「小売

業の枠を超える」という方向性や考え方は正しいと思いますが、

問題はどの事業を選択してどこへ拡大するかということになります。

取締役会では、自分が社外役員に就任した1年目の頃に比

べ、はるかに会社の方針や戦略について熱心に議論している

と思います。グループビジョン・中期経営計画･年度戦略など

Interview
ガバナンス　＞　社外取締役インタビュー

石井 康雄 ISHII  YASUO

略歴
1970年 4月 山之内製薬株式会社入社
2000年 6月 同社取締役　医薬営業本部医薬部長
2001年 1月 同社取締役　兼　
 山之内ヨーロッパB.V.会長
2003年 3月 同社取締役　兼　山之内U.K.会長　兼
 山之内ヨーロッパB.V.会長
2003年 6月 同社常務取締役
2004年 6月 同社常務執行役員
2005年 6月 アステラス製薬株式会社常務執行役員　
 兼　アステラスファーマヨーロッパLtd.会長　

兼　CEO
2008年 6月  アステラス製薬株式会社代表取締役副社長
2011年 6月 同社代表取締役副会長
2013年 6月 同社代表取締役副会長退任
2015年 5月 当社社外監査役
 株式会社大丸松坂屋百貨店監査役
2017年 5月 当社社外取締役（現任）
2018年 5月 株式会社大丸松坂屋百貨店取締役（現任）

当社のガバナンスへの取り組みについて

取締役会に見られる変化
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については、私も含めてかなり突っ込んで議論しました。印象

的なのは、当社の場合、戦略議論を進める中で、どの議論にお

いても人財育成、人財確保という“人”に関する課題にぶち当

たることです。また、それぞれの戦略は「絵に書いた餅」ではなく、

実現することが大切ですが、その際には“スピード”がもう一つの

キーワードとなります。戦略について議論する中で、“人”と“スピー

ド”がどの議論にも絶えず出てきた課題です。

当社は、これまでに取締役会評価を3回実施してきましたが、

その結果を見ると、概ね正しい評価が出ていると感じています。

私が思っていた以上に、社内役員も本音で回答しています。

取締役会評価は、評価結果自体が目的ではなく、評価から見

える課題を踏まえて、その後何をすべきが重要になります。また、

評価結果はあくまでも大きなガバナンス改革における、その時

点での中間評価に過ぎず、継続的に実施することが必要です。

現在行われているのは、ホールディングスの取締役会評価です

が、今後はグループ経営についての議論を深めるためにも、評

価の対象を主要な連結子会社の取締役会まで拡大してはどう

かと考えています。

任意で設置しているガバナンス委員会では、取締役会評価

を踏まえた中での実効性向上に向けた機関設計のあり方がメ

インの議題です。これまでは、取締役会のメンバーや議論すべ

き議案内容、時間配分、回数などについて議論してきました。

現在はさらに持株会社の機能・役割に加え、関連事業子会社

のあり方、役割・機能、監査体制のあり方まで議論しています。

私自身ではガバナンス委員会も第2段階に入ったと感じています。

多様性、ダイバーシティについては、一般的な議論では、女性

に関する課題、国籍・人種の課題、年齢の課題などと捉えられま

すが、私は多様性については性別・国籍・年齢だけではなく、様々

な考え方を持った人をいかに活かすかということだと考えています。

役員であれ社員であれ、違った考え方の人を排除するのではなく、

一人ひとりの社員の個性を活かし、様々な考え方を持った人が

会社の中で上手く活躍できることが最終的なダイバーシティの

形だと思います。これは以前私が山本社長とも話し合ったことで

すが、傘下の連結子会社がホールディングスに意見しやすい環

境を作ることが重要です。企業価値向上のためには、様 な々意

見が受け入れられる風通しのよさが欠かせないと考えています。

社外取締役は異なった業界から様々な知見・経験を持った

人が集まることが重要だと考えています。社外の視点と同時

に、株主の代表としての目線も意識しています。私は、社外と

いう立場で、社内では聞きにくいこと、言いにくいことを意識し

て発言することが企業価値の向上につながると考えて実践し

ています。また、会社においては、まず執行レベルの向上が

重要であると考えています。社外取締役だけがしっかりしてい

ても、執行が強くないと理屈ばかりの頭でっかちになってしまう。

私は、執行レベルを向上させることを意識して監督・助言に当

たっています。

そうした中で、リスクのプラス、マイナスの両面に着目した「リ

スクマネジメント委員会」の進め方はいいと思います。“投資を

しないことに対するリスク”はその通りで、当社の場合、ICTや

Eコマース、M&A、新規事業など、たくさん検討すべきことがあ

ります。今後、日本全体が人口減少やマーケット縮小に向かい

ます。これは当社だけでなく、日本の産業全体の課題ですが、

当社ももう少しこの課題に取り組んでいくべきではないかと考え

ています。

当社は、この1年間で内部統制システムが整備され、立派な

中期経営計画ができたと思います。今後は、これらをいかに運

用・推進していくかが重要で、そのためにしっかりと監督の役割

を果たしていきたいと考えています。また、小売業の枠を超えて

いかにグループ経営全体の方針・方向性を確立するかというこ

とが重要です。当社は、現在大きな「転換期」にあり、まさにグ

ループ構造変革期です。どういう風に変革を進めるか。私は、

自分の経歴として携わった経営計画・新規事業開発・海外経

営の視点から、当社グループ経営の今後を見ていきたいと考え

ています。

当社は、いま非常に面白い変化の途上にあるのではないで

しょうか。例えば、いまの製薬会社における営業の概念は以前

とはガラッと変り、ものを売ることではなく、情報のインプットとア

ウトプットが重要な、言わば“情報産業”です。その中で、データ

をいかに活用するかという視点が重要となっています。小売業

界の中には何百年と続いた営業のやり方もあるのかもしれませ

んが、変わりうる点もあるのではないかと思っています。新たな

グループビジョンの中では「発明」というキーワードが示されて

いますが、今後、当社がどのように“発明体質の会社”になって

いくかに注目しています。例えば“研究開発型の小売業”を目指

すのも面白いのではないでしょうか。「発明」というビジョンのキー

ワードにふさわしい具体的な成果の創出に期待しています。
社外取締役として果たしていきたい役割とは
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役員一覧 （2018年5月31日現在）

ガバナンス　＞　役員一覧

取締役

1973年4月  株式会社大丸入社
2003年2月  同社理事 札幌店長
2003年5月  同社執行役員
2004年1月  同社東京店長
2007年9月  当社執行役員
2008年1月  株式会社大丸取締役 
  兼 執行役員
  本社百貨店事業本部副本部長
  兼 MD統括本部長
2010年3月  株式会社大丸松坂屋百貨店取締役
  兼 執行役員
  営業本部長 兼 MD戦略推進室長
2010年5月  同社取締役 兼 常務執行役員
2012年5月  株式会社パルコ取締役（現任）
2013年4月  当社常務執行役員関連事業
  統括部長
2013年5月  当社取締役 兼 常務執行役員
2015年5月  当社専務執行役員
2016年5月  当社代表取締役
2017年5月  当社取締役 取締役会議長（現任）

1964年4月  ミノルタカメラ株式会社入社
1991年6月  同社取締役 複写機事業部長
  兼 複写機営業部長
1994年7月  ミノルタ株式会社取締役情報機

器事業統括本部長
  兼 情報機器営業本部長
1995年6月  同社常務取締役
1999年6月  同社代表取締役社長
2001年4月  同社代表取締役社長 執行役員
2003年8月  コニカミノルタホールディングス

株式会社 取締役 代表執行役副社長
2003年10月 コニカミノルタビジネステクノ

ロジーズ株式会社
  代表取締役社長
2006年4月  コニカミノルタホールディングス

株式会社 取締役 代表執行役社長
2009年4月  同社取締役 取締役会議長
2012年6月  ヤマハ株式会社 社外取締役
2013年4月  コニカミノルタ株式会社 取締役

取締役会議長
2014年4月  同社取締役
2014年6月  同社特別顧問
2015年5月  当社社外取締役（現任）
2017年6月  コニカミノルタ株式会社 
  名誉顧問（現任）

1976年3月  株式会社松坂屋入社
2002年5月  同社名古屋事業部企画室長
2006年5月  同社執行役員 営業企画室長
2008年5月  同社常務執行役員 総合企画室長
  兼 営業改革推進室長
  兼 営業企画室長
2009年1月  同社取締役
  兼 執行役員 営業統括室長
2010年3月  株式会社大丸松坂屋百貨店 取締役
  兼 執行役員
  営業本部営業企画室長
2012年3月  同社営業本部お得意様営業統括

室長
2012年5月  同社取締役常務執行役員
2015年1月  同社業務本部長
  兼 コンプライアンス・リスク管理

担当
2015年5月  当社取締役 兼 常務執行役員業

務統括部長
  兼 コンプライアンス・リスク管理

担当
2017年3月  株式会社白洋舍社外取締役（現任）
2017年5月  当社取締役（現任）

1984年4月  弁護士登録
1989年8月  シャーマン・アンド・スターリング

法律事務所
1998年7月  石井法律事務所パートナー（現任）
2004年6月  味の素株式会社社外監査役
2012年6月  株式会社NTTデータ社外監査役

（現任）
2015年6月  第一生命保険株式会社社外取締役
2016年10月 第一生命ホールディングス株式会

社社外取締役（監査等委員）（現任） 
2018年5月  当社社外取締役（現任）

1980年4月  株式会社大丸入社
1993年3月  香港大丸有限公司 会計部長
2001年3月  株式会社大丸 本社財務本部部長
2007年9月  当社業務本部財務部部長
2010年3月  株式会社大丸松坂屋百貨店
  業務本部財務部長
2013年5月  当社執行役員
  業務統括部財務部長
2016年5月  当社財務戦略統括部部長
  兼 財務経理担当
2016年3月  当社執行役員 財務戦略統括部部長
  兼 財務経理担当
2017年5月  当社取締役（現任）

1970年4月  山之内製薬株式会社入社
2000年6月  同社取締役
  医薬営業本部医薬部長
2001年1月  同社取締役
  兼 山之内ヨーロッパB.V.会長
2003年3月  同社取締役
  兼 山之内U.K.会長
  兼 山之内ヨーロッパB.V.会長
2003年6月  同社常務取締役
2004年6月  同社常務執行役員
2005年4月  アステラス製薬株式会社
  常務執行役員
  兼 アステラスファーマヨーロッパ

Ltd.会長
  兼 CEO
2008年6月  アステラス製薬株式会社
  代表取締役副社長
2011年6月  同社代表取締役副会長
2015年5月  当社社外監査役
  株式会社大丸松坂屋百貨店社外

監査役
2017年5月  当社社外取締役（現任）

1980年6月  ブラックストン・インターナショ
ナル株式会社入社

1987年9月  べイン・アンド・カンパニー株式
会社入社

1991年8月  コーン・フェリー・インターナショ
ナル株式会社

  日本支社プリンシパル
1993年6月  同社パートナー
2000年9月  同社日本担当社長・米国本社取締

役
2001年5月  同社日本担当代表取締役社長・
  米国本社取締役
2007年9月  同社日本担当代表取締役社長
2009年5月  同社日本担当代表取締役会長
2010年3月  株式会社ブリヂストン社外取締役
2010年7月  G&Sグローバル・アドバイザー

ズ株式会社
  代表取締役社長（現任）
2010年8月  コーン・フェリー・インターナショ

ナル株式会社 アジア・パシフィッ
ク・シニアアドバイザー

2011年6月  味の素株式会社社外取締役（現任）
2012年5月  当社社外取締役（現任）
2013年6月  三菱商事株式会社社外取締役
2016年6月  ウシオ電機株式会社社外取締役

（現任）

1970年4月  株式会社日立製作所入社
1995年8月  日立アメリカ副社長
2001年6月  株式会社日立製作所理事
  グローバル事業開発本部長
2003年4月  同社理事 事業開発部門長
2003年6月  同社執行役 事業開発部門長
2006年1月  同社執行役常務 事業開発担当
2007年4月  同社執行役専務 事業開発担当
2010年4月  日立電線株式会社執行役専務
2012年4月  株式会社日立総合計画研究所顧問
2014年3月  協和発酵キリン株式会社
  社外取締役
2015年5月  当社社外監査役
  株式会社大丸松坂屋百貨店社外

監査役
2017年5月  当社社外取締役（現任）

小林 泰行

太田 義勝

土井 全一

佐藤りえ子

堤 啓之

石井 康雄

橘・フクシマ・咲江

西川 晃一郎

所有する当社株式数：35,300株

社外取締役
所有する当社株式数：6,800株

所有する当社株式数：35,700株

社外取締役
所有する当社株式数：0株

所有する当社株式数：15,698株

社外取締役
所有する当社株式数：1,900株

社外取締役
所有する当社株式数：4,700株

社外取締役
所有する当社株式数：900株

取締役会議長
指名委員会委員
報酬委員会委員

報酬委員会委員長
指名委員会委員

監査委員会委員長

指名委員会委員
報酬委員会委員
監査委員会委員

監査委員会委員

監査委員会委員

指名委員会委員長
報酬委員会委員

監査委員会委員

※ 取締役が保有する当社株式数は2018年2月28日現在で表記しています。
※ 2017年５月25日開催の定時株主総会において定款の変更が決議されたことにより、当社は同日付をもって指名委員会等設置会社に移行しています。
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取締役

1973年4月  株式会社大丸入社
2003年5月  同社代表取締役社長 兼 最高執

行責任者
  兼 グループ本社百貨店事業本部長
2005年3月  同社グループ本社
  首都圏新規事業開発室長
2007年1月  同社グループ本社
  百貨店事業本部梅田新店計画室長
2007年9月  当社取締役営業改革・外商改革推

進担当
  株式会社大丸本社百貨店事業本

部長
  兼 梅田新店計画室長
  株式会社松坂屋取締役
2008年3月  株式会社大丸本社営業本部長
2010年3月  株式会社大丸松坂屋百貨店
  代表取締役社長
2012年9月  同社代表取締役社長
  兼 株式会社大丸松坂屋セールス

アソシエイツ
  代表取締役社長
2013年4月  当社代表取締役社長
2017年5月  当社取締役兼代表執行役社長
  （現任）

1979年4月  株式会社大丸入社
2000年3月  同社本社
  札幌出店計画室札幌店開設準備

室部長  
2008年1月  同社東京店長
2008年5月  同社執行役員東京店長
2010年1月  当社執行役員
  百貨店事業政策部営業企画推進

室長
  兼 マーケティング企画推進室長
2010年3月  株式会社大丸松坂屋百貨店執行

役員
  同社経営企画室長
2012年5月  同社取締役
  兼 執行役員
2013年4月  同社代表取締役社長（現任）
  兼 株式会社大丸松坂屋セールス

アソシエイツ
  代表取締役社長（現任）
2013年5月  当社取締役
2017年5月  当社取締役
  兼 代表執行役常務（現任）

1981年4月  株式会社パルコ入社
2004年3月  同社執行役店舗運営局長 
2007年3月  同社常務執行役店舗統括局長 
2008年3月  同社専務執行役店舗運営本部長
  兼 店舗統括局長 
2008年5月  同社取締役 
  兼 専務執行役
2009年3月  同社店舗運営局統括
2010年3月  同社店舗統括担当
2011年3月  同社事業統括担当
2011年5月  同社取締役
  兼 代表執行役社長（現任）
2013年5月  当社取締役
2017年5月  当社取締役 
  兼 執行役常務（現任）

1983年4月  株式会社大丸入社
2004年6月  同社神戸店営業企画 CS 推進室

販売促進部部長
2010年3月  株式会社大丸松坂屋百貨店経営

企画室部長
2011年1月  同社 大丸神戸店長
2011年5月  同社執行役員
2012年5月  同社 大丸大阪・心斎橋店長
2015年9月  同社 大丸大阪・心斎橋店長
  兼 心斎橋新店計画室長
2016年7月  同社経営企画室長
2017年3月  同社経営企画部長 兼未来定番研

究所長
2017年5月  同社取締役
    同社常務執行役員
2018年5月  当社取締役 兼 執行役常務経営

戦略統括部長 兼リスク管理担当
（現任）

  株式会社大丸松坂屋百貨店取締役
（現任）

              株式会社パルコ取締役（現任）

1985年4月  松下電器産業株式会社（現パナソ
ニック株式会社）入社

1998年4月  パナソニックファイナンシャル
センター

  マレーシア株式会社社長
2007年4月  松下電器（中国）財務有限公司董

事・総経理 
2009年2月  パナソニック株式会社本社財務・
  IRグループ財務企画チーム リー

ダー（部長）
2013年7月  パナソニック株式会社コーポレー

ト戦略本部財務・IRグループゼネ
ラルマネジャー

  兼 財務戦略チームリーダー（理事）
2015年5月  当社入社
  当社業務統括部付財務政策担当
2015年9月  当社執行役員業務統括部財務戦

略・政策担当
2016年3月  当社財務戦略統括部長
  兼 財務政策担当
2016年5月  当社取締役
2017年5月  当社取締役
  兼 執行役常務 財務戦略統括部長
  兼 資金・財務政策担当
2018年5月  当社取締役 
  兼 執行役常務財務戦略統括部長
  兼 資金・財務政策部長（現任）

山本 良一 好本 達也 牧山 浩三 澤田 太郎

若林 勇人

所有する当社株式数：64,700株 所有する当社株式数：36,500株 所有する当社株式数：14,100株 所有する当社株式数：9,800株

所有する当社株式数：1,800株

代表執行役社長
指名委員会委員
報酬委員会委員

代表執行役常務 執行役常務 執行役常務

執行役常務

会社概要
商号 ： J.フロント リテイリング株式会社

（英文表示） ： J.FRONT RETAILING  Co.,Ltd.
本店所在地 ： 東京都中央区銀座六丁目10番1号
事務所所在地 ： 東京都中央区日本橋一丁目4番１号 日本橋一丁目三井ビルディング
設立 ： 2007年9月3日
資本金 ： 319億74百万円
グループ事業の概況 ： 百貨店業、物品小売業、飲食店業、物品卸売業、輸出入業、
  各種建設工事の設計・監理及び請負業、通信販売業、クレジットカード業、
  労働者派遣事業、商品検査及びコンサルティング業、その他
従業員数（連結） ： 6,723名（2018年2月28日現在）
  

U R L ： http://www.j-front-retailing.com/

執行役

二之部 守
執行役
JFRカード株式会社 
代表取締役社長

近藤 保彦
執行役
株式会社 J.フロント建装 
代表取締役社長

小野 圭一
執行役
株式会社ディンプル 
代表取締役社長

若林 勇人
執行役常務
財務戦略統括部長
兼 資金・財務政策部長

藤野 晴由
執行役常務 
事業開発統括部長

有澤 久
執行役常務
関連事業統括部長

村田 荘一
執行役常務
業務統括部長
兼 コンプライアンス担当

忠津 剛光
執行役  
人事戦略統括部長 兼 
グループ人財開発部長 兼
株式会社大丸松坂屋百貨店
執行役員業務本部人事部長

牧田 隆行
執行役
経営戦略統括部経営企画
部長

中山 高史
執行役
事業開発統括部グループ
デジタル戦略部長 
兼 あたらしい幸せ発明部長

岩田 義美
執行役
財務戦略統括部部長主計・
経営助成部長

山本 良一
代表執行役社長

好本 達也
代表執行役常務

牧山 浩三
執行役常務

澤田 太郎
執行役常務
経営戦略統括部長
兼 リスク管理担当

（注）上記従業員のほかに、2017年6月1日より無期雇用に転換した専任社員が
　　期中平均で1,573名、有期雇用の嘱託、パートナーが2,133名おります。
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財務・非財務ハイライト

2017年度新入社員

連結ROE 入店客数

年間配当

インバウンド売上シェア

最重要視する経営指標である自己資本当期純利益率
（ROE）の2018年2月期実績は、利益水準の向上および
資本効率の向上への取り組みにより7.5%となりました。
新・中期経営計画最終年度である2021年度には8%以
上を達成することを目指しています。

大丸松坂屋百貨店の直営店15
店舗、およびパルコ18店舗に
訪れていただいているお客様
の数は、年間ベースでおよそ
3.4億人です。地域の皆さまに
支持され、親しまれていること
を示すバロメーターであり、地
域の活性化に貢献しています。

（2018年2月末現在）

健全な財務体質の維持･向上をはかりつつ、利益水準、
今後の設備投資、FCFの動向等を勘案し、安定的な配当
を心がけ連結配当性向30％以上をめどに適切な利益還
元を行うことを基本方針としています。

2017年度大丸松坂屋百貨店における訪日外国人のお客
様による免税売上は479億円、売上シェアも7.3%にまで
拡大しました。外国人観光客の心をとらえた百貨店の品
揃えとホスピタリティが支持され、成長を続けています。

7.5% 3.4億人

7年連続増配

7.3%
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大丸・松坂屋・パルコ　ID顧客数

2018年2月末現在、大丸松坂屋百貨店で420万人、パル
コで188万人、計600万人以上のカード会員様。富裕層
顧客の外商組織も保有し、優良な顧客資産が当社グルー
プの強みとなっています。

600万人
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CO2排出量

リサイクル回収点数累計

2017年度の大丸松坂屋百貨店CO2排出量は、14.7万ト
ン。2016年度と比較して原単位換算で△6.4％削減し
ています。各店舗でLED化の推進や事務部門における
様々な節電に取り組み、地球温暖化防止への貢献と生産
性向上の両立に取り組んでいます。

大丸松坂屋百貨店では2016年8月から「エコフ」リサイ
クルキャンペーンをスタート。お客様のほうでご不要に
なりご持参いただいた衣料品・靴･バッグは2018年4月
までの累計でついに100万点を超えました。回収した品
物はエネルギーや織物などとしてリサイクルされてい
ます。

14.7万t

102.2万点

女性社員比率

社外取締役の比率 社外取締役の取締役会出席率

女性リーダー比率

大丸松坂屋百貨店の女性社員
比率 は2018年2月末現在 で
50.5％と、半数が女性となっ
ています。法定以上の範囲で
設計された「育児のための短時
間勤務制度」や「育児休暇制度」
などワークライフバランスに
配慮した諸制度でサポートが
はかられています。

2017年5月に開催した定時株主総会の決議を経て機関
設計を従来の監査役会設置会社から指名委員会等設置
会社に移行。取締役13名のうち5名が独立社外取締役
となりました。社外の目をより利かせることにより、ガ
バナンスの強化をはかっています。

2018年2月期に計14回開催された取締役会では、社外
役員の取締役会出席率は100％。指名委員会等設置会
社への移行により、監督機能の一層の強化がはかられ、
社外の目を活かした透明性の高い活発な論議が行われ
ています。

大丸松坂屋百貨店 の 全 リ ー
ダー職ポストに占める女性社
員比率は2018年3月1日現在
で32.5％と、女性の活躍の場
が広い職場です。性別、国籍を
問わず、多様性を競争力の源泉
としたマネジメントを進めて
います。

50.5%

100%

32.5%

5 13
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※1） 2014年9月1日付けで普通株式2株につき1株の割合で株式併合を実施しております。

※2） 出向者を含む。
　　 2007年度の期初に当該株式併合が行われたと仮定し、それぞれの1株当たり情報を算出しております。

※3） 2012年度までは大丸松坂屋百貨店の部長、マネジャー、バイヤー、デベロッパー＆エディター、チームリーダー、アシスタント
バイヤーの合計、 2013年度以降は、大丸松坂屋百貨店と大丸松坂屋セールスアソシエイツの部長、マネジャー、サブマネジャー、
バイヤー、デベロッパー＆エディター、チームリーダー、DMSAのスーパーバイザー、セクションリーダーの合計です。

※4） 年度内の退職社員数／期初社員人数×100（%）。出向者を含む。退職理事由が定年・転籍・役員就任の者は退職社員数からのぞく。

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

売上高／総額売上高 1,096,690 982,533 950,102 941,415
　 －／売上収益 ー ー ー ー
　 うち賃料収入 4,242 4,652 5,962 6,961
売上総利益 269,282 240,211 229,588 226,646
販売費および一般管理費 241,189 221,627 209,265 205,052
事業利益 ー ー ー ー
営業利益 28,092 18,584 20,323 21,594
経常利益／税引前当期利益 28,289 19,966 21,092 22,941
当期純利益／親会社の所有に帰属する当期利益 7,170 8,167 8,862 18,804
　
　 総資産 776,616 804,534 775,029 767,543
　 自己資本 307,861 314,494 318,033 332,917
　 純資産 316,268 323,506 327,242 342,561
　 有利子負債総額 94,677 125,937 108,658 106,025
　
　 営業活動によるキャッシュフロー 22,686 22,996 21,270 24,365
　 投資活動によるキャッシュフロー △11,676 △40,879 △8,432 △26,781
　 財務活動によるキャッシュフロー △13,510 29,212 △23,128 △6,872
　
　 設備投資 18,095 59,566 20,020 19,246
　 減価償却費（原価含む） 13,257 13,295 13,610 13,347
　
1株当たり情報〔単位：円〕
　 1株当たり当期純利益（EPS）／基本的1株当たり当期利益※1 27.13 30.90 33.53 71.15
　 1株当たり純資産（BPS）※1 1,164.53 1,189.79 1,203.24 1,259.60
　 1株当たり配当金※※1 16.00 14.00 14.00 16.00

財務指標〔単位：%〕
　 売上高総利益率／売上収益総利益率 24.55 24.45 24.16 24.08
　 売上高販管費比率／売上収益販管費比率 22.0 22.6 22.0 21.8
　 売上高営業利益率／売上収益営業利益率 2.6 1.9 2.1 2.3
　 自己資本当期純利益率（ROE）／親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE） 2.3 2.6 2.8 5.8
　 総資産営業利益率（ROA）／資産合計利益率（ROA） 3.6 2.4 2.6 2.8
　 投下資本利益率（ROI）／投下資本利益率（ROI） 7.0 4.7 4.9 5.3
　 自己資本比率／親会社所有者帰属持分比率 39.6 39.1 41.0 43.4
　 配当性向 59.0 45.3 41.8 22.5
　
非財務指標
　 〕人〔）結連（数員業従 16,873 15,431 14,307 13,413

　 〕%〔）店貨百屋坂松丸大（率比員社性女 42.6 43.5 44.7 45.9
　 女性リーダー比率〔%〕※3

※2

Helvetica

30.8 26.2 26.3 19.0
　 〕%〔）店貨百屋坂松丸大（率職離員社 ※4 2.1 3.5 3.7 2.3
　 〕%〔）店貨百屋坂松丸大（率用雇再年定員社 ※5 64.3 55.6 57.2 68.1
　 〕㎡〔）営直（積面場売店貨百 541,546 570,117 549,739 573,323
　 パルコ営業面積〔㎡〕 447,500 444,500 454,000 443,000
　 〕人千〔）店貨百屋坂松丸大（数客店入 ー ー 224,242 236,876
　 〕円〔）店貨百屋坂松丸大（価単客 ー ー 3,842 3,797
　 〕枚千〔）店貨百屋坂松丸大（数枚行発ドーカ社自 4,307 3,872 4,056 4,365
　 〕人千〔）コルパ（数員会ドーカ社自 1,564 1,574 1,618 1,612
　 温室効果ガス（CO2）排出量（CO2-t） ※6 ー ー 166,801 151,341
　 エネルギー使用量〔原油換算/kl〕※7 ー ー 98,013 98,128
　 包装資材使用量〔t〕※8 ー ー 2,574 2,627
　 廃棄物処分量〔t〕※9 ー ー 10,803 11,004
　 食品廃棄物処分量〔t〕※10 ー ー 2,517 2,327

財務・非財務ハイライト
日本基準

単位：百万円（別途記載のものを除く）
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2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

売上高／総額売上高 1,096,690 982,533 950,102 941,415
　 －／売上収益 ー ー ー ー
　 うち賃料収入 4,242 4,652 5,962 6,961
売上総利益 269,282 240,211 229,588 226,646
販売費および一般管理費 241,189 221,627 209,265 205,052
事業利益 ー ー ー ー
営業利益 28,092 18,584 20,323 21,594
経常利益／税引前当期利益 28,289 19,966 21,092 22,941
当期純利益／親会社の所有に帰属する当期利益 7,170 8,167 8,862 18,804
　
　 総資産 776,616 804,534 775,029 767,543
　 自己資本 307,861 314,494 318,033 332,917
　 純資産 316,268 323,506 327,242 342,561
　 有利子負債総額 94,677 125,937 108,658 106,025
　
　 営業活動によるキャッシュフロー 22,686 22,996 21,270 24,365
　 投資活動によるキャッシュフロー △11,676 △40,879 △8,432 △26,781
　 財務活動によるキャッシュフロー △13,510 29,212 △23,128 △6,872
　
　 設備投資 18,095 59,566 20,020 19,246
　 減価償却費（原価含む） 13,257 13,295 13,610 13,347
　
1株当たり情報〔単位：円〕
　 1株当たり当期純利益（EPS）／基本的1株当たり当期利益※1 27.13 30.90 33.53 71.15
　 1株当たり純資産（BPS）※1 1,164.53 1,189.79 1,203.24 1,259.60
　 1株当たり配当金※※1 16.00 14.00 14.00 16.00

財務指標〔単位：%〕
　 売上高総利益率／売上収益総利益率 24.55 24.45 24.16 24.08
　 売上高販管費比率／売上収益販管費比率 22.0 22.6 22.0 21.8
　 売上高営業利益率／売上収益営業利益率 2.6 1.9 2.1 2.3
　 自己資本当期純利益率（ROE）／親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE） 2.3 2.6 2.8 5.8
　 総資産営業利益率（ROA）／資産合計利益率（ROA） 3.6 2.4 2.6 2.8
　 投下資本利益率（ROI）／投下資本利益率（ROI） 7.0 4.7 4.9 5.3
　 自己資本比率／親会社所有者帰属持分比率 39.6 39.1 41.0 43.4
　 配当性向 59.0 45.3 41.8 22.5
　
非財務指標
　 〕人〔）結連（数員業従 16,873 15,431 14,307 13,413

　 〕%〔）店貨百屋坂松丸大（率比員社性女 42.6 43.5 44.7 45.9
　 女性リーダー比率〔%〕※2 30.8 26.2 26.3 19.0
　 〕%〔）店貨百屋坂松丸大（率職離員社 ※3 2.1 3.5 3.7 2.3
　 〕%〔）店貨百屋坂松丸大（率用雇再年定員社 ※4 64.3 55.6 57.2 68.1
　 〕㎡〔）営直（積面場売店貨百 541,546 570,117 549,739 573,323
　 パルコ営業面積〔㎡〕 447,500 444,500 454,000 443,000
　 〕人千〔）店貨百屋坂松丸大（数客店入 ー ー 224,242 236,876
　 〕円〔）店貨百屋坂松丸大（価単客 ー ー 3,842 3,797
　 〕枚千〔）店貨百屋坂松丸大（数枚行発ドーカ社自 4,307 3,872 4,056 4,365
　 〕人千〔）コルパ（数員会ドーカ社自 1,564 1,574 1,618 1,612
　 温室効果ガス（CO2）排出量（CO2-t） ※5 ー ー 166,801 151,341
　 エネルギー使用量〔原油換算/kl〕※6 ー ー 98,013 98,128
　 包装資材使用量〔t〕※7 ー ー 2,574 2,627
　 廃棄物処分量〔t〕※8 ー ー 10,803 11,004
　 食品廃棄物処分量〔t〕※9 ー ー 2,517 2,327



※6）～10）は大丸松坂屋百貨店、博多大丸、下関大丸、高知大丸、鳥取大丸の合計です。
※7） エネルギー使用量は、電気、ガス、ガソリン、軽・重油などの総使用量の原油換算値（単位：キロリットル）です。
※8） 包装資材使用量は、包装紙、ショッピングバッグ、紙製袋、食品ポリ袋などの重量（単位：トン）です。
※9） 廃棄物処分量は、一般ゴミ、食品生ゴミ、産業廃棄物等の総排出量からリサイクル分を除いた重量（単位：トン）です。
※10） 食品廃棄物処分量は、廃棄物処分量に含まれます。

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2016年度 2017年度

1,092,756 1,146,319 1,149,529 1,163,564 1,108,512 1,134,342 1,138,981 
ー ー ー ー ー 452,505 469,915 

9,076 10,195 10,727 12,094 13,547 13,545 17,156 
245,615 244,130 243,739 245,532 234,785 212,567 212,935 
214,757 202,313 201,572 197,494 190,205 167,668 166,688 

ー ー ー ー ー 44,898 46,842 
30,857 41,816 42,167 48,038 44,580 41,727 49,546 
32,202 40,502 40,480 47,910 44,425 42,608 48,271 
12,183 31,568 19,967 26,313 26,950 27,052 28,486 

1,009,165 998,730 1,018,495 1,019,146 1,050,109 1,005,069 1,022,348 
341,318 370,173 375,886 383,699 406,336 368,571 395,519 
390,667 422,215 430,260 440,594 465,839
213,085 187,950 168,458 180,922 187,799 205,952 184,202 

26,025 37,532 44,650 36,799 36,239 33,764 57,079 
△73,977 △8,858 △16,272 △39,741 △30,353 △27,952 △19,030 
58,275 △32,027 △27,587 △1,041 △2,189 △2,097 △31,048 

19,038 52,758 24,277 37,110 44,999 44,999 27,021 
16,482 17,698 17,963 18,345 17,189 17,284 18,683 

46.11 119.55 75.66 100.42 103.04 103.43 108.92 
1,292.36 1,402.53 1,424.28 1,467.05 1,553.60 1,409.20 1,511.91 
18.00 22.00 25.00 27.00 28.00 28.00 35.00 

22.48 21.30 21.20 21.10 21.18 46.98 45.31 
19.7 17.6 17.5 17.0 17.2 37.1 35.5 
2.8 3.6 3.7 4.1 4.0 9.2 10.5 
3.6 8.9 5.4 6.9 6.8 7.6 7.5 
3.5 4.2 4.2 4.7 4.3 4.2 4.9 
6.5 7.3 7.3 8.6 7.7 7.6 8.4 
33.8 37.1 36.9 37.6 38.7 36.7 38.7 
39.0 18.4 33.1 26.9 27.2 27.1 32.1 

14,838 11,561 11,149 11,023 10,732 - 10,429 

44.8 48.5 48.9 49.9 50.2 - 50.5 
15.7 24.6 27.7 28.1 32.0 - 32.5 
1.2 5.9 0.7 1.5 1.4 - 1.7 
67.8 69.8 78.0 88.5 95.6 - 85.0

569,137 543,785 529,460 498,460 498,460 - 495,331 
442,600 442,600 451,000 456,000 409,000 - 389,000 
246,764 237,647 220,411 207,512 197,250 - 200,966 
3,838 4,107 4,215 4,414 4,420 - 4,676 
4,580 4,659 4,595 4,217 4,062 - 4,029 
1,614 1,643 1,754 1,885 1,990 - 2,031 

156,843 168,825 167,613 167,189 157,575 - 147,191
93,338 88,027 81,666 80,009 75,934 - 74,410 
2,669 2,978 2,682 2,553 2,412 - 2,369 
10,797 10,456 9,205 8,198 8,256 - 8,136 
2,109 1,955 1,718 1,527 1,826 - 2,104 

IFRS
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2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2016年度 2017年度

1,092,756 1,146,319 1,149,529 1,163,564 1,108,512 1,134,342 1,138,981 
ー ー ー ー ー 452,505 469,915 

9,076 10,195 10,727 12,094 13,547 13,545 17,156 
245,615 244,130 243,739 245,532 234,785 212,567 212,935 
214,757 202,313 201,572 197,494 190,205 167,668 166,688 

ー ー ー ー ー 44,898 46,842 
30,857 41,816 42,167 48,038 44,580 41,727 49,546 
32,202 40,502 40,480 47,910 44,425 42,608 48,271 
12,183 31,568 19,967 26,313 26,950 27,052 28,486 

1,009,165 998,730 1,018,495 1,019,146 1,050,109 1,005,069 1,022,348 
341,318 370,173 375,886 383,699 406,336 368,571 395,519 
390,667 422,215 430,260 440,594 465,839
213,085 187,950 168,458 180,922 187,799 205,952 184,202 

26,025 37,532 44,650 36,799 36,239 33,764 57,079 
△73,977 △8,858 △16,272 △39,741 △30,353 △27,952 △19,030 
58,275 △32,027 △27,587 △1,041 △2,189 △2,097 △31,048 

19,038 52,758 24,277 37,110 44,999 44,999 27,021 
16,482 17,698 17,963 18,345 17,189 17,284 18,683 

46.11 119.55 75.66 100.42 103.04 103.43 108.92 
1,292.36 1,402.53 1,424.28 1,467.05 1,553.60 1,409.20 1,511.91 
18.00 22.00 25.00 27.00 28.00 28.00 35.00 

22.48 21.30 21.20 21.10 21.18 46.98 45.31 
19.7 17.6 17.5 17.0 17.2 37.1 35.5 
2.8 3.6 3.7 4.1 4.0 9.2 10.5 
3.6 8.9 5.4 6.9 6.8 7.6 7.5 
3.5 4.2 4.2 4.7 4.3 4.2 4.9 
6.5 7.3 7.3 8.6 7.7 7.6 8.4 
33.8 37.1 36.9 37.6 38.7 36.7 38.7 
39.0 18.4 33.1 26.9 27.2 27.1 32.1 

14,838 11,561 11,149 11,023 10,732 - 10,429 

44.8 48.5 48.9 49.9 50.2 - 50.5 
15.7 24.6 27.7 28.1 32.0 - 32.5 
1.2 5.9 0.7 1.5 1.4 - 1.7 
67.8 69.8 78.0 88.5 95.6 - 85.0

569,137 543,785 529,460 498,460 498,460 - 495,331 
442,600 442,600 451,000 456,000 409,000 - 389,000 
246,764 237,647 220,411 207,512 197,250 - 200,966 
3,838 4,107 4,215 4,414 4,420 - 4,676 
4,580 4,659 4,595 4,217 4,062 - 4,029 
1,614 1,643 1,754 1,885 1,990 - 2,031 

156,843 168,825 167,613 167,189 157,575 - 147,191
93,338 88,027 81,666 80,009 75,934 - 74,410 
2,669 2,978 2,682 2,553 2,412 - 2,369 
10,797 10,456 9,205 8,198 8,256 - 8,136 
2,109 1,955 1,718 1,527 1,826 - 2,104 

※5） 出向者を含む。2013年9月から55歳以上の社員の転籍制度を導入しています。
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At a Glance

財務セクション　＞　事業概要（At a Glance）

※2017年度から国際会計基準 IFRSを適用しています。

売上収益 営業利益

連結 ROE

7.5%

EPS

108.92円

連結 ROA

4.9%

連結 配当性向

32.1%

連結 営業利益率

10.5%

自己資本比率

38.7%

日本基準（連結）

IFRS（連結）

特別損益

持分法投資損益
金融損益
営業外損益

販売費及び一般管理費

売上原価

親会社当期利益
持分法投資損益
金融損益
営業利益

その他の営業損益

△のれん償却
販売費及び一般管理費

売上総利益
売上原価

売上収益

△退職給付制度の償却処理

親会社当期純利益

経常利益

営業利益

売上総利益

売上高（総額）

△ポイント費

売上高（純額+買取売上）

ポイント費

図 解 日本基準とIFRS（国際会計基準）の比較

百貨店売上のうち消化仕入売上、及
びパルコのテナント売上、大丸興業
の消化仕入売上などが純額となる
ため大幅に減少します。

百貨店の販売管理費及び一般管理
費のうち、ポイント費用は売上から
の控除となります。

のれん、退職給付の数理計算上の
差異は償却しません。

固定資産売却益、雑収入、固定資産
処分損、雑支出などです。

日本基準の当期純利益に相当し、
ROEの分子となります。

IFRSでは「経常利益」の指標は
ありません。

受取利息、受取配当金、支払利息
などです。
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※2017年度から、報告セグメントは「百貨店事業」「パルコ事業」「不動産事業」「クレジット金融事業」とし、不動産事業の強化を明確にします。
　なお、「卸売事業」は「その他」に集約することとしました。
※「その他」の営業利益の構成比算出は調整額を含みます。

● 売上収益構成比は各セグメント間の取引を消去した外部顧客に対する売上収益の比率です。
● 売上収益、営業利益は、各セグメント間の取引を含みます。

売上収益および営業利益

274,308
22,224

26,659

93,780 91,621 13,021
11,752

5,004

13,427

348

4,131

9,847
2,856 2,742

114,584 117,845

268,233

10,176

2,981

4,744

百貨店事業

売上収益構成比 売上収益（百万円） 営業利益（百万円） 営業利益構成比

58.3% 53.8%2017年度
（IFRS）

2016年度
（IFRS）

2017年度
（IFRS）

パルコ事業

売上収益構成比 売上収益（百万円） 営業利益（百万円） 営業利益構成比

19.4% 23.7%2016年度
（IFRS）

2017年度
（IFRS）

2016年度
（IFRS）

2017年度
（IFRS）

不動産事業

売上収益構成比 売上収益（百万円） 営業利益（百万円） 営業利益構成比

2.7% 8.3%2016年度
（IFRS）

2017年度
（IFRS）

2016年度
（IFRS）

2017年度
（IFRS）

クレジット金融事業

売上収益構成比 売上収益（百万円） 営業利益（百万円） 営業利益構成比

1.3% 5.5%2016年度
（IFRS）

2016年度
（IFRS）

2017年度
（IFRS）

その他

売上収益構成比 売上収益（百万円） 営業利益（百万円） 営業利益構成比

18.3% 8.6%2016年度
（IFRS）

2017年度
（IFRS）

2016年度
（IFRS）

2017年度
（IFRS）

2016年度
（IFRS）

2017年度
（IFRS）
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営業の概況

当連結会計年度（2017年度）より、適正な資産評価に基
づいた効率経営の実践や当期利益重視の経営管理、財務情
報の国際的な比較可能性の向上による国内外の投資家に対
するアカウンタビリティの強化を目的とし、従来の日本基準に替
えて国際会計基準（以下IFRS）を適用しております。なお、前
連結会計年度の数値は、前期に日本基準で公表した数値を
IFRSに組み替えて表記しております。
当連結会計年度の日本経済は、不透明性があるものの堅
調な海外経済や政府及び日本銀行による各種政策の効果等
により、緩やかな回復基調が続きました。また、個人消費につい
ては、株価上昇など資産効果を背景に富裕層による高額品消
費が好調に推移したものの、消費の二極化の進展や社会保
障費負担の増加に伴う将来不安を背景に節約志向が継続し
たことから、回復傾向は緩慢なものとなりました。
このような状況のもと、当社グループはこれまでの延長線上
ではない「非連続な成長」へと経営の舵を大きく切り、ROE8％
以上の達成を目指し、事業ポートフォリオの再構築に取り組む
べく、“くらしの『あたらしい幸せ』を発明する。”という新しい
グループビジョン実現に向け「2017～2021年度  中期経営
計画」をスタートさせました。その初年度となる当連結会計年度
は、小売業の枠を超えた「マルチサービスリテイラー」としての
発展を目指し、事業領域の拡大とともに既存事業の競争力・
収益力の一段の強化をはかる一方、不採算事業の見極めなど
にスピードを上げて取り組みました。
店舗を核に地域とともに成長するビジネスモデルの構築を目
指す「アーバンドミナント戦略」においては、新たな成長事業と
位置づける「不動産事業」の大型開発を中心に取り組みまし
た。4月には、銀座エリア最大級の商業施設面積約47,000㎡
を誇る革新的なラグジュアリーモール「GINZA SIX（ギンザ 
シックス）」を、さらに11月には、松坂屋上野店南館跡地で開発を
進めてまいりました複合商業施設「上野フロンティアタワー」を
オープンさせました。加えて、本館建替え工事が進行中の大丸

心斎橋店におきましては、隣接する北館の大型核テナントとし
て「パルコ」の導入を決定いたしました。
“あらゆるモノがネットにつながる”IoT時代に向けたICT（イン
ターネット・コミュニケーション・テクノロジー）戦略においては、3
月にグループデジタル戦略部を設置するとともに、ICT戦略推
進部門の責任者に外部人材を登用するなど組織体制の整
備、強化を通じ、「攻め」と「守り」の両面からICT戦略の具現化
に取り組みました。
グループの中核事業である百貨店事業、パルコ事業におい
ては、既存事業の革新に向け店舗の提供価値向上、収益力
向上に取り組みました。百貨店事業においては、新たな編集売
場の導入などマーケット変化に対応した売場改装を実施したほ
か、顧客基盤の拡大、販売サービスの強化に取り組みました。
また、パルコ事業においては、ストアブランドの進化と店舗の魅
力向上をはかるため、新規出店や都心型店舗のスクラップ＆
ビルドを推進するとともに、新生渋谷パルコをはじめとする複数
の商業不動産プロデュースに取り組みました。
新たな事業領域の拡大として、2月には、幼児保育事業に
参入するため、「JFRこどもみらい株式会社」の設立を決定い
たしました。一方、8月には、通販事業を展開する連結子会社、
フォーレスト株式会社の全株式を譲渡いたしました。また、持分
法適用関連会社の株式会社千趣会が今後実施を予定する、
同社の自己株式取得に応じることを決定いたしました。
経営基盤強化に向けた取り組みでは、経営監督機能の強
化、機動的な経営の推進等をはかるため、指名委員会等設置
会社への移行を行い、取締役会有効性評価に基づく取締役
会改革の推進をはじめ、経営人材の強化などガバナンス体制
のさらなる充実をはかりました。あわせて、株主との利益意識の
共有や株主重視の経営意識向上をはかるため、役員報酬にお
いて業績連動性の高い株式対価報酬制度を導入するととも
に、指名委員会、報酬委員会の活動を通じ、透明性・客観性の
高い経営人事機能の強化に取り組みました。また、資産効率
の向上を目指し大丸松坂屋百貨店の基幹店舗において、店
舗B/Sに基づく経営管理を実施いたしました。加えて、フリー

財政状態及び経営成績に関する分析

キャッシュ・フローの増大をはかるため、投資基準と撤退基準に
基づく事業運営により、投資効率向上と収益改善に取り組み
ました。生産性向上を目指した業務改革の取り組みでは、
グループ業務システムを刷新したほか、事務作業の自動化をは
かるRPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）を導入いた
しました。
グループ組織人事改革では、新規事業開発、ICT、法務、
不動産など専門分野における外部人材の登用や、マネジメント
人材、経営人材の育成・強化に取り組みました。また、多様な
就業観やライフステージの変化など働き方の多様化に対応す
るため、大丸松坂屋百貨店、大丸松坂屋セールスアソシエイツ
などにおいて、勤務地を選択できる「エリア限定社員制度」や、
入社後1年を経過した有期雇用の契約社員を原則的に無期
雇用とする「専任社員制度」を導入いたしました。
環境活動においては、エネルギー使用量、包装資材使用量な

どの削減に継続的に取り組みました。また、大丸松坂屋百貨店
の基幹店舗において開催した「ECOFF（エコフ）リサイクル
キャンペーン」では、お客様がご不要になった衣料品・靴・バッ
グなど約46万点を回収し、バイオエタノールなどへの再生利用
をはじめとする循環型社会構築に向けた取り組みを推進いた
しました。社会活動においては、女性の健康支援や東日本大
震災・熊本地震などの震災復興支援として、被災地のこども
育英基金への寄付を通じた次世代育成に継続的に取り組む
とともに、被災地生産者に向けた催しの開催など店舗を活用
した販売機会を提供いたしました。加えて、「障害者の雇用の
促進等に関する法律」に基づく特例子会社としての認定を取
得した「株式会社JFRクリエ」を設立し、業務をスタートさせま
した。

売上収益

売上収益は、パルコ事業で前年実績を下回ったものの、
百貨店事業、不動産事業、クレジット金融事業およびその他で
前年実績を上回り、前連結会計年度に比べ174億10百万円

増の4,699億15百万円となりました。

営業利益

営業利益は、前連結会計年度に比べ78億19百万円増の
495億46百万円となりました。

税引前利益

税引前利益は、前連結会計年度に比べ56億63百万円増
の482億71百万円となりました。

親会社の所有者に帰属する当期利益

親会社の所有者に帰属する当期利益は、前連結会計年度
に比べ14億34百万円増の284億86百万円となりました。

セグメント概況

＜百貨店事業＞
店舗の提供価値向上、収益力向上を目指し、新たな編集売
場の導入などマーケット変化に対応した売場改装を実施いたし
ました。大丸神戸店では、6階を中心としたメンズフロアと7階
リビング売場を20年ぶりにリニューアルいたしました。また、大丸
札幌店では、時計売場の面積を約1.5倍に拡大するとともに、
取り扱いブランドの充実をはかりました。加えて、大丸東京店婦
人服フロアでは、人気ショップのオーナーがプロデュースする衣
食住を編集した大丸・松坂屋初のコンセプト型セレクトゾーンを
オープンさせました。あわせて、外商においては、拡大する富裕層
消費に対応するため新規口座開拓を継続して推進するととも
に、新たな商品・サービスの開発、提案に取り組みました。インバ
ウンドマーケットにおいては、訪日外国人客への対応強化として
モバイル決済が可能な売場を拡大するとともに、店頭における
販売サービスの強化に取り組みました。

〈各セグメント間の取引を含まない売上収益構成〉
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営業の概況

当連結会計年度（2017年度）より、適正な資産評価に基
づいた効率経営の実践や当期利益重視の経営管理、財務情
報の国際的な比較可能性の向上による国内外の投資家に対
するアカウンタビリティの強化を目的とし、従来の日本基準に替
えて国際会計基準（以下IFRS）を適用しております。なお、前
連結会計年度の数値は、前期に日本基準で公表した数値を
IFRSに組み替えて表記しております。
当連結会計年度の日本経済は、不透明性があるものの堅
調な海外経済や政府及び日本銀行による各種政策の効果等
により、緩やかな回復基調が続きました。また、個人消費につい
ては、株価上昇など資産効果を背景に富裕層による高額品消
費が好調に推移したものの、消費の二極化の進展や社会保
障費負担の増加に伴う将来不安を背景に節約志向が継続し
たことから、回復傾向は緩慢なものとなりました。
このような状況のもと、当社グループはこれまでの延長線上
ではない「非連続な成長」へと経営の舵を大きく切り、ROE8％
以上の達成を目指し、事業ポートフォリオの再構築に取り組む
べく、“くらしの『あたらしい幸せ』を発明する。”という新しい
グループビジョン実現に向け「2017～2021年度  中期経営
計画」をスタートさせました。その初年度となる当連結会計年度
は、小売業の枠を超えた「マルチサービスリテイラー」としての
発展を目指し、事業領域の拡大とともに既存事業の競争力・
収益力の一段の強化をはかる一方、不採算事業の見極めなど
にスピードを上げて取り組みました。
店舗を核に地域とともに成長するビジネスモデルの構築を目
指す「アーバンドミナント戦略」においては、新たな成長事業と
位置づける「不動産事業」の大型開発を中心に取り組みまし
た。4月には、銀座エリア最大級の商業施設面積約47,000㎡
を誇る革新的なラグジュアリーモール「GINZA SIX（ギンザ 
シックス）」を、さらに11月には、松坂屋上野店南館跡地で開発を
進めてまいりました複合商業施設「上野フロンティアタワー」を
オープンさせました。加えて、本館建替え工事が進行中の大丸

心斎橋店におきましては、隣接する北館の大型核テナントとし
て「パルコ」の導入を決定いたしました。
“あらゆるモノがネットにつながる”IoT時代に向けたICT（イン
ターネット・コミュニケーション・テクノロジー）戦略においては、3
月にグループデジタル戦略部を設置するとともに、ICT戦略推
進部門の責任者に外部人材を登用するなど組織体制の整
備、強化を通じ、「攻め」と「守り」の両面からICT戦略の具現化
に取り組みました。
グループの中核事業である百貨店事業、パルコ事業におい
ては、既存事業の革新に向け店舗の提供価値向上、収益力
向上に取り組みました。百貨店事業においては、新たな編集売
場の導入などマーケット変化に対応した売場改装を実施したほ
か、顧客基盤の拡大、販売サービスの強化に取り組みました。
また、パルコ事業においては、ストアブランドの進化と店舗の魅
力向上をはかるため、新規出店や都心型店舗のスクラップ＆
ビルドを推進するとともに、新生渋谷パルコをはじめとする複数
の商業不動産プロデュースに取り組みました。
新たな事業領域の拡大として、2月には、幼児保育事業に
参入するため、「JFRこどもみらい株式会社」の設立を決定い
たしました。一方、8月には、通販事業を展開する連結子会社、
フォーレスト株式会社の全株式を譲渡いたしました。また、持分
法適用関連会社の株式会社千趣会が今後実施を予定する、
同社の自己株式取得に応じることを決定いたしました。
経営基盤強化に向けた取り組みでは、経営監督機能の強
化、機動的な経営の推進等をはかるため、指名委員会等設置
会社への移行を行い、取締役会有効性評価に基づく取締役
会改革の推進をはじめ、経営人材の強化などガバナンス体制
のさらなる充実をはかりました。あわせて、株主との利益意識の
共有や株主重視の経営意識向上をはかるため、役員報酬にお
いて業績連動性の高い株式対価報酬制度を導入するととも
に、指名委員会、報酬委員会の活動を通じ、透明性・客観性の
高い経営人事機能の強化に取り組みました。また、資産効率
の向上を目指し大丸松坂屋百貨店の基幹店舗において、店
舗B/Sに基づく経営管理を実施いたしました。加えて、フリー

財政状態及び経営成績に関する分析

キャッシュ・フローの増大をはかるため、投資基準と撤退基準に
基づく事業運営により、投資効率向上と収益改善に取り組み
ました。生産性向上を目指した業務改革の取り組みでは、
グループ業務システムを刷新したほか、事務作業の自動化をは
かるRPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）を導入いた
しました。
グループ組織人事改革では、新規事業開発、ICT、法務、
不動産など専門分野における外部人材の登用や、マネジメント
人材、経営人材の育成・強化に取り組みました。また、多様な
就業観やライフステージの変化など働き方の多様化に対応す
るため、大丸松坂屋百貨店、大丸松坂屋セールスアソシエイツ
などにおいて、勤務地を選択できる「エリア限定社員制度」や、
入社後1年を経過した有期雇用の契約社員を原則的に無期
雇用とする「専任社員制度」を導入いたしました。
環境活動においては、エネルギー使用量、包装資材使用量な

どの削減に継続的に取り組みました。また、大丸松坂屋百貨店
の基幹店舗において開催した「ECOFF（エコフ）リサイクル
キャンペーン」では、お客様がご不要になった衣料品・靴・バッ
グなど約46万点を回収し、バイオエタノールなどへの再生利用
をはじめとする循環型社会構築に向けた取り組みを推進いた
しました。社会活動においては、女性の健康支援や東日本大
震災・熊本地震などの震災復興支援として、被災地のこども
育英基金への寄付を通じた次世代育成に継続的に取り組む
とともに、被災地生産者に向けた催しの開催など店舗を活用
した販売機会を提供いたしました。加えて、「障害者の雇用の
促進等に関する法律」に基づく特例子会社としての認定を取
得した「株式会社JFRクリエ」を設立し、業務をスタートさせま
した。

売上収益

売上収益は、パルコ事業で前年実績を下回ったものの、
百貨店事業、不動産事業、クレジット金融事業およびその他で
前年実績を上回り、前連結会計年度に比べ174億10百万円

増の4,699億15百万円となりました。

営業利益

営業利益は、前連結会計年度に比べ78億19百万円増の
495億46百万円となりました。

税引前利益

税引前利益は、前連結会計年度に比べ56億63百万円増
の482億71百万円となりました。

親会社の所有者に帰属する当期利益

親会社の所有者に帰属する当期利益は、前連結会計年度
に比べ14億34百万円増の284億86百万円となりました。

セグメント概況

＜百貨店事業＞
店舗の提供価値向上、収益力向上を目指し、新たな編集売
場の導入などマーケット変化に対応した売場改装を実施いたし
ました。大丸神戸店では、6階を中心としたメンズフロアと7階
リビング売場を20年ぶりにリニューアルいたしました。また、大丸
札幌店では、時計売場の面積を約1.5倍に拡大するとともに、
取り扱いブランドの充実をはかりました。加えて、大丸東京店婦
人服フロアでは、人気ショップのオーナーがプロデュースする衣
食住を編集した大丸・松坂屋初のコンセプト型セレクトゾーンを
オープンさせました。あわせて、外商においては、拡大する富裕層
消費に対応するため新規口座開拓を継続して推進するととも
に、新たな商品・サービスの開発、提案に取り組みました。インバ
ウンドマーケットにおいては、訪日外国人客への対応強化として
モバイル決済が可能な売場を拡大するとともに、店頭における
販売サービスの強化に取り組みました。

〈各セグメント間の取引を含まない売上収益構成〉
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（百万円）
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また、大丸創業300周年の節目の年にあたり、さまざまな記念販
促・記念事業に取り組みました。大丸神戸店では、ファッション誌
「ヴォーグ」のショッピングイベントとして「ヴォーグ ファッションズ 
ナイトアウト」を開催いたしました。大丸京都店では、「京都町家プロ
ジェクト」として、京都・祇園に期間限定ショップ「エルメス」を7月
まで9か月にわたって展開し、続いて8月には「ウブロブティック
京都」をオープンさせました。加えて、3月に「未来定番研究所」を
設立し、外部知見との連携強化、インターネットを活用した情報
収集に取り組みました。なお、大丸浦和パルコ店については、営
業赤字が継続しており、競合も激化するなか今後の黒字化は困
難であるとの判断から、7月末日をもって営業を終了いたしました。
以上のような諸施策に取り組みました結果、売上収益は
2,743億8百万円（対前年2.3％増）、営業利益は266億59百
万円（同20.0％増）となりました。

＜パルコ事業＞
パルコのストアブランド進化に向け、東京23区内では渋谷
パルコ以来44年ぶりとなる新規出店として、11月4日、「上野
フロンティアタワー」に「PARCO_ya（パルコヤ）」を開業させ、
オープン後の入店客数、売上は想定を上回り好調に推移いたし
ました。
また、都心型店舗においては、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワー
キング・サービス）による情報拡散効果を意識するなか、福岡
パルコではコト消費に対応した新たなサービステナントの導入、
名古屋パルコではマーケットにおける独自性の構築を目指した
レストランの改装を実施いたしました。エンタテインメント事業にお
いては、『ミニオン大脱走CAFE』を札幌・池袋・名古屋・福岡
パルコで展開し、独自コンテンツの開発により既存店舗の集客
と取扱高増加に貢献するとともに、外部施設への展開など多様
な取り組みを行いました。
商業不動産プロデュースにおいては、4月に東京・東部の
副都心として都市機能のますますの発展と活性化が期待される
墨田区錦糸町の駅前商業施設への出店を決定いたしました。ま
た、5月に新生渋谷パルコの新築工事に着手するとともに、9月

には、大丸心斎橋店北館の核テナントとして「パルコ」を出店す
ることを決定いたしました。
以上のような諸施策に取り組みましたものの、2016年8月に
建替えのため一時休業した渋谷パルコや、同年11月に営業を
終了した千葉パルコの閉鎖影響のほか、8月に大津パルコを閉
店した影響も加わったことから、売上収益は916億21百万円
（対前年2.3％減）、営業利益は117億52百万円（同9.7％減）
となりました。

＜不動産事業＞
4月20日、松坂屋銀座店跡地を含む二街区一体開発として

「GINZA SIX（ギンザ シックス）」をオープンさせました。「GINZA 
SIX」は、フラッグシップストア121ブランドを含む241ブランドを誘
致した商業エリアに加え、文化施設も融合するなど従来の百貨
店とは異なる商業施設として開業し、地域に新たな賑わいを創
出いたしました。また、11月4日には、松坂屋上野店南館跡地に、
松坂屋上野店、PARCO_ya（パルコヤ）、TOHOシネマズ上野、
オフィスを一体的に備える複合商業施設として、「上野フロンティア
タワー」をオープンさせました。開業を機に大丸松坂屋百貨店が
所有する周辺店舗を総称し、「シタマチ.フロント」と名付けて発信
するとともに、百貨店・パルコとのイベント共催、地域や商店会と
連携したエリアプロモーションの実施など、魅力的な街づくりと新
たな来街者の創出に取り組みました。
以上のような諸施策に取り組みました結果、売上収益は134
億27百万円（対前年168.3％増）、営業利益は41億31百万
円（同1,085.4％増）となりました。

＜クレジット金融事業＞
会員数の拡大に伴う年会費収入に加え、加盟店手数料収
入、割賦販売利息収入が増加したものの、セキュリティ対策費
などの販売費及び一般管理費が増加したことから、売上収益は
101億76百万円（対前年3.3％増）、営業利益は27億42百万
円（同4.0％減）となりました。

＜その他＞
建装工事請負業のＪ．フロント建装は、前年度に大型物件の
計上が増加した反動から減収となりましたものの、卸売業の
大丸興業は、電子デバイス部門が好調に推移したことから増収
増益となり、人材派遣業のディンプルは、グループ外企業からの
受託契約増加に伴い売上が拡大いたしましたことから、売上収
益は、1,178億45百万円（対前年2.8％増）、営業利益は47億
44百万円（同59.1％増）となりました。

財政状態

財政状態につきましては、資産効率、資金効率向上の観点か
らグループ保有資産の有効活用に努めるとともに、グループ資
金一元管理を推進するなど財務体質強化への取り組みを進め
た結果、資産合計は1兆223億48百万円となり、前連結会計
年度末に比べ172億79百万円増加いたしました。一方、負債
合計は5,714億60百万円となり、前連結会計年度末に比べ
121億65百万円減少いたしました。なお、有利子負債残高は
1,842億2百万円となり、前連結会計年度末に比べ217億50
百万円減少いたしました。
資本合計は4,508億87百万円となり、前連結会計年度末に
比べ294億43百万円増加いたしました。
これらの結果、資産合計営業利益率（ROA）は、4.9％、親会
社所有者帰属持分比率は、38.7％となりました。

キャッシュ・フロー

当社グループは、事業活動のための適切な資金確保、流動
性の維持並びに健全な財政状況を目指し、安定的な営業キャッ
シュ・フローの創出、幅広い資金調達手段の確保に努めており
ます。
また、当社グループの成長を維持するために将来必要な運転
資金及び設備投資、投融資資金は、主に手許資金と営業活動
によるキャッシュ・フローに加え、社債の発行及び金融機関から
の借入などにより調達しております。
当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれら

の要因は次のとおりであります。
「営業活動によるキャッシュ・フロー」は570億79百万円の収
入となりました。前連結会計年度との比較では、渋谷パルコの再
開発事業に伴う前受金の受領による収入などにより233億15
百万円の収入増となりました。
「投資活動によるキャッシュ・フロー」は190億30百万円の支
出となりました。前連結会計年度との比較では、有形固定資産
の取得による支出の減少や子会社株式の売却による収入など
により89億22百万円の支出減となりました。
「財務活動によるキャッシュ・フロー」は310億48百万円の支
出となりました。前連結会計年度との比較では、社債発行による

収入がある一方、社債及びコマーシャル・ペーパーを償還したこ
となどにより289億51百万円の支出増となりました。
この結果、当連結会計年度末における「現金及び現金同等
物」は、前連結会計年度末に比べ70億16百万円増の388億
83百万円となりました。
今後も、利益水準やキャッシュ・フローの動向等を考慮し、適
切な利益配分や設備投資を行っていく予定であります。

利益配分に関する基本方針および配当

当社は、健全な財務体質の維持・向上を図りつつ、利益水
準、今後の設備投資、キャッシュ・フローの動向等を勘案し、連結
配当性向30％以上を目処に適切な利益還元を行うことを基本
方針としております。また、資本効率の向上及び機動的な資本
政策の遂行などを目的として自己株式の取得も適宜検討してま
いります。
内部留保につきましては、営業力を強化するための店舗改装
投資や事業拡大投資、財務体質の強化などに活用し、企業価
値の向上を図っていく所存であります。
なお、当期の配当は、中間配当16円（普通配当15円、記念
配当1円）を加えた年間配当35円といたしました。
また、次期の配当につきましては、中間配当17円に期末配当
18円を加えた年間35円を予定しております。

事業等のリスク

当社グループはリスクを環境変化の中での「不確実性」と定
義し、プラス面（機会）、マイナス面（脅威）の両面があるとしてい
ます。従って、マイナス面のリスク（不確実性）に対して適切にリ
スクヘッジする一方、マーケットの変化を見極め、プラス面のリス
ク（不確実性）に対して積極的なリスクテイクができれば今後の
企業の持続的成長につながると考えています。
当社グループは、リスクマネジメント委員会を開催し、定期的に

リスク（不確実性）について論議し、リスク（不確実性）の洗い出
し及び評価を行い、優先順位をつけて戦略に反映すると共に、
個別の対応策の立案・実施・モニタリングを行っています。
リスクマネジメント委員会において当社を取り巻くリスク（不確
実性）として、「戦略リスク」「ファイナンスリスク」「オペレーション
リスク」「ハザードリスク」の4つのカテゴリーから138項目のリスク
（不確実性）を当社グループにおけるリスク（不確実性）として認
識しました。
138項目のリスク（不確実性）の中で、投資家の判断に重要

な影響を及ぼす可能性のあるリスク（不確実性）22項目を抽出
し、そのうち当社グループへの影響が特に大きいと考える15項
目は「企業リスク」として優先的に取り組んでいます。
今回、15項目の「企業リスク」の中で最重要と考える6項目の

「企業リスク」の内容を記載しています。
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また、大丸創業300周年の節目の年にあたり、さまざまな記念販
促・記念事業に取り組みました。大丸神戸店では、ファッション誌
「ヴォーグ」のショッピングイベントとして「ヴォーグ ファッションズ 
ナイトアウト」を開催いたしました。大丸京都店では、「京都町家プロ
ジェクト」として、京都・祇園に期間限定ショップ「エルメス」を7月
まで9か月にわたって展開し、続いて8月には「ウブロブティック
京都」をオープンさせました。加えて、3月に「未来定番研究所」を
設立し、外部知見との連携強化、インターネットを活用した情報
収集に取り組みました。なお、大丸浦和パルコ店については、営
業赤字が継続しており、競合も激化するなか今後の黒字化は困
難であるとの判断から、7月末日をもって営業を終了いたしました。
以上のような諸施策に取り組みました結果、売上収益は
2,743億8百万円（対前年2.3％増）、営業利益は266億59百
万円（同20.0％増）となりました。

＜パルコ事業＞
パルコのストアブランド進化に向け、東京23区内では渋谷
パルコ以来44年ぶりとなる新規出店として、11月4日、「上野
フロンティアタワー」に「PARCO_ya（パルコヤ）」を開業させ、
オープン後の入店客数、売上は想定を上回り好調に推移いたし
ました。
また、都心型店舗においては、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワー
キング・サービス）による情報拡散効果を意識するなか、福岡
パルコではコト消費に対応した新たなサービステナントの導入、
名古屋パルコではマーケットにおける独自性の構築を目指した
レストランの改装を実施いたしました。エンタテインメント事業にお
いては、『ミニオン大脱走CAFE』を札幌・池袋・名古屋・福岡
パルコで展開し、独自コンテンツの開発により既存店舗の集客
と取扱高増加に貢献するとともに、外部施設への展開など多様
な取り組みを行いました。
商業不動産プロデュースにおいては、4月に東京・東部の
副都心として都市機能のますますの発展と活性化が期待される
墨田区錦糸町の駅前商業施設への出店を決定いたしました。ま
た、5月に新生渋谷パルコの新築工事に着手するとともに、9月

には、大丸心斎橋店北館の核テナントとして「パルコ」を出店す
ることを決定いたしました。
以上のような諸施策に取り組みましたものの、2016年8月に
建替えのため一時休業した渋谷パルコや、同年11月に営業を
終了した千葉パルコの閉鎖影響のほか、8月に大津パルコを閉
店した影響も加わったことから、売上収益は916億21百万円
（対前年2.3％減）、営業利益は117億52百万円（同9.7％減）
となりました。

＜不動産事業＞
4月20日、松坂屋銀座店跡地を含む二街区一体開発として

「GINZA SIX（ギンザ シックス）」をオープンさせました。「GINZA 
SIX」は、フラッグシップストア121ブランドを含む241ブランドを誘
致した商業エリアに加え、文化施設も融合するなど従来の百貨
店とは異なる商業施設として開業し、地域に新たな賑わいを創
出いたしました。また、11月4日には、松坂屋上野店南館跡地に、
松坂屋上野店、PARCO_ya（パルコヤ）、TOHOシネマズ上野、
オフィスを一体的に備える複合商業施設として、「上野フロンティア
タワー」をオープンさせました。開業を機に大丸松坂屋百貨店が
所有する周辺店舗を総称し、「シタマチ.フロント」と名付けて発信
するとともに、百貨店・パルコとのイベント共催、地域や商店会と
連携したエリアプロモーションの実施など、魅力的な街づくりと新
たな来街者の創出に取り組みました。
以上のような諸施策に取り組みました結果、売上収益は134
億27百万円（対前年168.3％増）、営業利益は41億31百万
円（同1,085.4％増）となりました。

＜クレジット金融事業＞
会員数の拡大に伴う年会費収入に加え、加盟店手数料収
入、割賦販売利息収入が増加したものの、セキュリティ対策費
などの販売費及び一般管理費が増加したことから、売上収益は
101億76百万円（対前年3.3％増）、営業利益は27億42百万
円（同4.0％減）となりました。

＜その他＞
建装工事請負業のＪ．フロント建装は、前年度に大型物件の
計上が増加した反動から減収となりましたものの、卸売業の
大丸興業は、電子デバイス部門が好調に推移したことから増収
増益となり、人材派遣業のディンプルは、グループ外企業からの
受託契約増加に伴い売上が拡大いたしましたことから、売上収
益は、1,178億45百万円（対前年2.8％増）、営業利益は47億
44百万円（同59.1％増）となりました。

財政状態

財政状態につきましては、資産効率、資金効率向上の観点か
らグループ保有資産の有効活用に努めるとともに、グループ資
金一元管理を推進するなど財務体質強化への取り組みを進め
た結果、資産合計は1兆223億48百万円となり、前連結会計
年度末に比べ172億79百万円増加いたしました。一方、負債
合計は5,714億60百万円となり、前連結会計年度末に比べ
121億65百万円減少いたしました。なお、有利子負債残高は
1,842億2百万円となり、前連結会計年度末に比べ217億50
百万円減少いたしました。
資本合計は4,508億87百万円となり、前連結会計年度末に
比べ294億43百万円増加いたしました。
これらの結果、資産合計営業利益率（ROA）は、4.9％、親会
社所有者帰属持分比率は、38.7％となりました。

キャッシュ・フロー

当社グループは、事業活動のための適切な資金確保、流動
性の維持並びに健全な財政状況を目指し、安定的な営業キャッ
シュ・フローの創出、幅広い資金調達手段の確保に努めており
ます。
また、当社グループの成長を維持するために将来必要な運転
資金及び設備投資、投融資資金は、主に手許資金と営業活動
によるキャッシュ・フローに加え、社債の発行及び金融機関から
の借入などにより調達しております。
当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれら

の要因は次のとおりであります。
「営業活動によるキャッシュ・フロー」は570億79百万円の収
入となりました。前連結会計年度との比較では、渋谷パルコの再
開発事業に伴う前受金の受領による収入などにより233億15
百万円の収入増となりました。
「投資活動によるキャッシュ・フロー」は190億30百万円の支
出となりました。前連結会計年度との比較では、有形固定資産
の取得による支出の減少や子会社株式の売却による収入など
により89億22百万円の支出減となりました。
「財務活動によるキャッシュ・フロー」は310億48百万円の支
出となりました。前連結会計年度との比較では、社債発行による

収入がある一方、社債及びコマーシャル・ペーパーを償還したこ
となどにより289億51百万円の支出増となりました。
この結果、当連結会計年度末における「現金及び現金同等
物」は、前連結会計年度末に比べ70億16百万円増の388億
83百万円となりました。
今後も、利益水準やキャッシュ・フローの動向等を考慮し、適
切な利益配分や設備投資を行っていく予定であります。

利益配分に関する基本方針および配当

当社は、健全な財務体質の維持・向上を図りつつ、利益水
準、今後の設備投資、キャッシュ・フローの動向等を勘案し、連結
配当性向30％以上を目処に適切な利益還元を行うことを基本
方針としております。また、資本効率の向上及び機動的な資本
政策の遂行などを目的として自己株式の取得も適宜検討してま
いります。
内部留保につきましては、営業力を強化するための店舗改装
投資や事業拡大投資、財務体質の強化などに活用し、企業価
値の向上を図っていく所存であります。
なお、当期の配当は、中間配当16円（普通配当15円、記念
配当1円）を加えた年間配当35円といたしました。
また、次期の配当につきましては、中間配当17円に期末配当
18円を加えた年間35円を予定しております。

事業等のリスク

当社グループはリスクを環境変化の中での「不確実性」と定
義し、プラス面（機会）、マイナス面（脅威）の両面があるとしてい
ます。従って、マイナス面のリスク（不確実性）に対して適切にリ
スクヘッジする一方、マーケットの変化を見極め、プラス面のリス
ク（不確実性）に対して積極的なリスクテイクができれば今後の
企業の持続的成長につながると考えています。
当社グループは、リスクマネジメント委員会を開催し、定期的に

リスク（不確実性）について論議し、リスク（不確実性）の洗い出
し及び評価を行い、優先順位をつけて戦略に反映すると共に、
個別の対応策の立案・実施・モニタリングを行っています。
リスクマネジメント委員会において当社を取り巻くリスク（不確
実性）として、「戦略リスク」「ファイナンスリスク」「オペレーション
リスク」「ハザードリスク」の4つのカテゴリーから138項目のリスク
（不確実性）を当社グループにおけるリスク（不確実性）として認
識しました。
138項目のリスク（不確実性）の中で、投資家の判断に重要

な影響を及ぼす可能性のあるリスク（不確実性）22項目を抽出
し、そのうち当社グループへの影響が特に大きいと考える15項
目は「企業リスク」として優先的に取り組んでいます。
今回、15項目の「企業リスク」の中で最重要と考える6項目の

「企業リスク」の内容を記載しています。
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また、6項目以外の「企業リスク」である「既存事業の成熟に
係るリスク」「人材・要員構造に係るリスク」「モノ消費からコト消
費への移行に係るリスク」「都市回帰と地方・郊外の縮小に係
るリスク」「新規参入による競合に係るリスク」「取引先の転換に
係るリスク」「外国人の拡大に係るリスク」「不祥事に係るリスク」
等があり、今回記載していませんが、6項目のリスク（不確実性）
同様に戦略課題として取り組んでいます。
なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末
現在において当社グループが判断したものであり、国内外の経
済情勢等により影響を受ける可能性があり、事業等のリスク（不
確実性）はこれらに限られるものではありません。

企業リスク（最重要リスク）

①消費増税、五輪後の不況発生に係るリスク
2019年の消費増税による消費不況や、オリンピック開催後

の反動不況など、直近に複合的な不況が起こる可能性は高く、
駆け込み需要や買い控え対策などへの対応策を早期に構築す
ることが出来なければ脅威となります。
一方で、政策変更や法的規制の施行及び緩和・撤廃は視点

を変えれば機会となります。例えば消費税増税による教育費の
無償化は、教育費から一般消費への出費の振替など、若年層
夫婦世帯の消費拡大につながる可能性があります。このように
リスクを捉える視点を変え、発想を転換することで当社グループ
の新たな消費者獲得の機会に転換することが可能となります。

②顧客の変化、特に少子高齢化・長寿命化に係るリスク
少子高齢化、長寿命化は今後確実に実現する最大の環境
変化であり、近い将来「人生100年時代」となることは確実です。
この大きな変化への対応は不可欠であり、かつ競合との競争激
化が必至であることから対応が後手に回れば脅威となります。
一方で、少子高齢化・長寿命化に伴う高齢者市場のマーケット
規模の拡大は確実です。この大きなマーケットの変化に対応するた
めに、当社グループとして、早期にテクノロジーを活用した新しい顧
客情報基盤の構築・活用により、ライフスタイルの変化に適応した
品揃えやサービスの拡大ができれば成長の機会が拡大します。

③所得の二極化に係るリスク
一億総中流幻想は消滅し、所得が二極化することにより、既
存事業を支えてきた従来の中間層の減少は避けられず、ビジネ
スモデルの転換をはかることが出来なければ脅威となります。
一方で、当社グループが得意としている富裕層マーケットのポ

テンシャルを再定義し、外商部門の活動範囲を量的・質的に拡
大することと、物販だけではなくハイエンドなサービスまで提供で
きれば新しい成長の機会が拡大します。苦戦している中間層
マーケットは、従来型のボリューム売場を圧縮し、中間層マーケッ
トのニーズに対応する新しい商材・サービスを導入することがで

きれば再成長の機会が拡大します。同時に、一人の消費者が
様々な消費行動を行うという「一人二極化消費」への対応も重
要となります。こうした消費の変化を的確に捉えるために、過去の
消費の延長線上の顧客セグメントから脱し、新たな顧客が持つ
新しい消費行動に対応できる商材、サービス、販売方法などが
構築できれば成長の機会が拡大します。

④シェアリングエコノミーの進展に係るリスク
シェアリングエコノミーの進展に伴い、所有資産の共有化と活
用に伴う資産価値の向上は大きな消費の流れであり、今後さら
に拡大していくことは確実です。それに伴い、当社グループの中
核事業である物販に関わるマーケットを侵食され大きな脅威とな
る可能性があります。
一方で、既存の物販に加えて、商品のシェアリングへの取り組

みや、当社グループが所有する都心立地の活用に向け、オフィ
ス、ショールーム、エンターテイメント施設、公共施設利用など、さ
まざまな潜在需要を掘り起こすことができれば当社グループの資
産の使用価値が向上し成長の機会が拡大します。
また、シェアリングエコノミーが雇用に与える影響も大きく、プロ

フェッショナル人材などをはじめとした雇用を前提としない人事制
度に対応できる体制を構築することで働き方改革につなげるこ
とが可能となります。

⑤テクノロジーの進化に係るリスク
テクノロジーの進化のスピードは加速度的に上がっており、サ

イバーテロなどの懸念すべき事案が多発していることもありテク
ノロジーの進化に合わせたデジタルセキュリティに対する取り組
みを確実に強化しなければ脅威となります。またテクノロジーの進
化によるRPA（Robotic Process Automation）などの活用に
よる生産性の向上に乗り遅れれば脅威となります。
一方で、テクノロジーを既存のビジネスと組み合わせ、新たなビ

ジネスモデルへと転換できれば成功につながる機会が拡大しま
す。デジタルを活用した顧客基盤の構築による顧客生涯価値の
最大化や、顧客IDに紐付く支払等のデータを活用し、新たな価
値を生み出すことでマネタイズするビジネスモデルの構築、店頭
の決済機能の進化への対応による利便性の向上などによる店
頭売上の拡大が実現できれば成長に向けた機会が拡大します。

⑥CSRの重要性アップに係るリスク
企業価値の主要な要素としてESG視点のCSRへの取り組み

の重要性は今後益々高まることは避けられず、環境、社会、ガバナ
ンスの3つの課題への対応は必須となります。なかでも環境問題
への対応は企業としては決して避けては通れない課題であり、グ
ループとしての推進が遅延することになれば大きな脅威となります。
一方で、従来型CSRの考え方の範疇に留まらず「CSV（Creating 

Shared Value）共通価値の創造」の発想へ転換し、企業活動を
通じた社会的課題の解決が出来れば、売上の拡大に加え、顧

客及び投資家に対するレピュテーションの向上に結びつけること
ができ当社グループの持続的成長に向けた機会が拡大します。

その他重要リスク

①減損に係るリスク
当社グループは、事業活動上、店舗用土地・建物を始めとす

る事業用固定資産を保有しています。これらの資産につき経済
状況の悪化や競合状況の激化などにより収益性の低下や地
価の下落が発生した場合、減損を認識しなければならず、当社グ
ループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
一方で、事業活動を推進するに当たり減損リスクを意識する

ことで、資産収益性を高める取組みを加速し、結果としてキャッ
シュフロー創出力を高めることにつながる可能性があります。

②資金調達に係るリスク
当社グループは、出店、改装、Ｍ＆Ａ等に関する資金を金融機
関からの借入及び社債・コマーシャルペーパーの発行などにより
金融市場からの直接調達しています。金融市場の変化やその
他の要因により、金融機関が貸付枠や信用供与枠額などの条
件を変更した場合や、当社グループの財政状態が悪化し格付
機関が信用格付を大幅に引き下げた場合、経済不況により投
資家の意欲が減退した場合などには、当社グループが必要な資
金を必要な時期に適切と考える条件で調達できず、資金調達が
制限されると共に資金調達コストが増加する可能性があります。
一方で、資金管理を的確に行うとともに金融機関からの借入

や金融市場からの直接調達のポートフォリオを適切に組むことで
効率的・効果的な資金調達を実現することが可能となります。

③金利の変動に係るリスク
当社グループは金融債権や有利子負債を保有しており、それ

らの金利の変動は、支払利息や受取利息、金融資産・負債の
価値に影響し、当社グループの業績および財務状況が悪化す
る可能性があります。
一方で、長期金融や有利子負債のポートフォリオマネジメント

を適切に行うことにより支払い利息の削減や受取利息の増加、
金融資産の拡大につなげることに取り組んでいます。

④株式相場の変動に係るリスク
当社グループは金融資産の一部として国内企業等の株式を
保有していますが、株価下落などの株式価値の減少により、親
会社の所有者に帰属する部分が減少する可能性があります。ま
た当社グループのお得意様営業の中核である富裕層の資産減
少にもつながる事からお得意様営業関連の売上が減少する可
能性があります。
一方で、保有株式のポートフォリオマネジメントを適切に行うこ

とで、株式価値の変動影響額を最小限に押さえることが可能と

なります。

⑤為替の変動に係るリスク
当社グループの取引先には、為替変動の影響を受ける海外ブ

ランドが多数あります。したがって、為替相場の動向により店頭の
商品価格が変動し、業績が悪化する可能性があります。また、中国
をはじめとする訪日外国人の来店客数及び購入金額は為替相場
の変動に影響を受け店舗の売上が減少する可能性があります。
一方で海外ブランドの取引先を分散することや、海外ブランド

と国内ブランドの適切な店頭展開のバランスを取ること、インバ
ウンド向け品揃え、サービスを拡充することで店頭の魅力化とそ
れに伴う業績の向上につなげることが可能となります。

⑥情報管理に係るリスク
当社グループはお客様からお預かりしている個人情報を取り
扱っており、また他企業等の機密情報を受け取ることがあります
が、これらの情報が不正または過失により外部に流出する可能
性があります。
また当社グループの営業機密が不正または過失により流出
する危険もあり、その結果当社グループの業績及び財務状況に
影響を及ぼす可能性があります。

⑦法規制及び法改正に係るリスク
当社グループは大規模小売店舗の出店、独占禁止、下請取

引、消費者保護、各種規制、環境リサイクル関連等において法
規制の適用を受けています。
こうした法律、規制、政策、会計基準等の新たな施行、変更お
よびその影響を予測することは困難であり、これらの法規制や法
改正により、事業活動が制限を受ける場合、費用の増加や売上
収益の減少を招き、当社グループの業績及び財務状況に影響
を及ぼす可能性があります。

⑧災害等に係るリスク
当社グループの本社および主要な店舗等は国内にあり、地
震、津波等の自然災害、火災、停電等の事故、テロ行為等の違
法行為等により事業活動の停止や施設の改修に多額の費用
が発生した場合、当社グループの業績及び財務状況に影響を
及ぼす可能性があります。
加えて、ソフトウエア・ハードウエアの欠陥、コンピュータウィル

スやネットワークへの不正侵入などによりシステム障害が発生し
た場合、事業運営に支障をきたすことにより当社グループの業
績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
一方、過去の経験に根ざしたグループにおけるＢＣＰ計画の
確立や自然災害に対応できる店舗作り、グループ全体でのデジ
タルセキュリティ対策の構築を進めることができれば影響を最小
化することが可能となり、同時に次の災害に対する備えを高度
化することができます。
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また、6項目以外の「企業リスク」である「既存事業の成熟に
係るリスク」「人材・要員構造に係るリスク」「モノ消費からコト消
費への移行に係るリスク」「都市回帰と地方・郊外の縮小に係
るリスク」「新規参入による競合に係るリスク」「取引先の転換に
係るリスク」「外国人の拡大に係るリスク」「不祥事に係るリスク」
等があり、今回記載していませんが、6項目のリスク（不確実性）
同様に戦略課題として取り組んでいます。
なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末
現在において当社グループが判断したものであり、国内外の経
済情勢等により影響を受ける可能性があり、事業等のリスク（不
確実性）はこれらに限られるものではありません。

企業リスク（最重要リスク）

①消費増税、五輪後の不況発生に係るリスク
2019年の消費増税による消費不況や、オリンピック開催後

の反動不況など、直近に複合的な不況が起こる可能性は高く、
駆け込み需要や買い控え対策などへの対応策を早期に構築す
ることが出来なければ脅威となります。
一方で、政策変更や法的規制の施行及び緩和・撤廃は視点

を変えれば機会となります。例えば消費税増税による教育費の
無償化は、教育費から一般消費への出費の振替など、若年層
夫婦世帯の消費拡大につながる可能性があります。このように
リスクを捉える視点を変え、発想を転換することで当社グループ
の新たな消費者獲得の機会に転換することが可能となります。

②顧客の変化、特に少子高齢化・長寿命化に係るリスク
少子高齢化、長寿命化は今後確実に実現する最大の環境
変化であり、近い将来「人生100年時代」となることは確実です。
この大きな変化への対応は不可欠であり、かつ競合との競争激
化が必至であることから対応が後手に回れば脅威となります。
一方で、少子高齢化・長寿命化に伴う高齢者市場のマーケット
規模の拡大は確実です。この大きなマーケットの変化に対応するた
めに、当社グループとして、早期にテクノロジーを活用した新しい顧
客情報基盤の構築・活用により、ライフスタイルの変化に適応した
品揃えやサービスの拡大ができれば成長の機会が拡大します。

③所得の二極化に係るリスク
一億総中流幻想は消滅し、所得が二極化することにより、既
存事業を支えてきた従来の中間層の減少は避けられず、ビジネ
スモデルの転換をはかることが出来なければ脅威となります。
一方で、当社グループが得意としている富裕層マーケットのポ

テンシャルを再定義し、外商部門の活動範囲を量的・質的に拡
大することと、物販だけではなくハイエンドなサービスまで提供で
きれば新しい成長の機会が拡大します。苦戦している中間層
マーケットは、従来型のボリューム売場を圧縮し、中間層マーケッ
トのニーズに対応する新しい商材・サービスを導入することがで

きれば再成長の機会が拡大します。同時に、一人の消費者が
様々な消費行動を行うという「一人二極化消費」への対応も重
要となります。こうした消費の変化を的確に捉えるために、過去の
消費の延長線上の顧客セグメントから脱し、新たな顧客が持つ
新しい消費行動に対応できる商材、サービス、販売方法などが
構築できれば成長の機会が拡大します。

④シェアリングエコノミーの進展に係るリスク
シェアリングエコノミーの進展に伴い、所有資産の共有化と活
用に伴う資産価値の向上は大きな消費の流れであり、今後さら
に拡大していくことは確実です。それに伴い、当社グループの中
核事業である物販に関わるマーケットを侵食され大きな脅威とな
る可能性があります。
一方で、既存の物販に加えて、商品のシェアリングへの取り組

みや、当社グループが所有する都心立地の活用に向け、オフィ
ス、ショールーム、エンターテイメント施設、公共施設利用など、さ
まざまな潜在需要を掘り起こすことができれば当社グループの資
産の使用価値が向上し成長の機会が拡大します。
また、シェアリングエコノミーが雇用に与える影響も大きく、プロ

フェッショナル人材などをはじめとした雇用を前提としない人事制
度に対応できる体制を構築することで働き方改革につなげるこ
とが可能となります。

⑤テクノロジーの進化に係るリスク
テクノロジーの進化のスピードは加速度的に上がっており、サ

イバーテロなどの懸念すべき事案が多発していることもありテク
ノロジーの進化に合わせたデジタルセキュリティに対する取り組
みを確実に強化しなければ脅威となります。またテクノロジーの進
化によるRPA（Robotic Process Automation）などの活用に
よる生産性の向上に乗り遅れれば脅威となります。
一方で、テクノロジーを既存のビジネスと組み合わせ、新たなビ

ジネスモデルへと転換できれば成功につながる機会が拡大しま
す。デジタルを活用した顧客基盤の構築による顧客生涯価値の
最大化や、顧客IDに紐付く支払等のデータを活用し、新たな価
値を生み出すことでマネタイズするビジネスモデルの構築、店頭
の決済機能の進化への対応による利便性の向上などによる店
頭売上の拡大が実現できれば成長に向けた機会が拡大します。

⑥CSRの重要性アップに係るリスク
企業価値の主要な要素としてESG視点のCSRへの取り組み

の重要性は今後益々高まることは避けられず、環境、社会、ガバナ
ンスの3つの課題への対応は必須となります。なかでも環境問題
への対応は企業としては決して避けては通れない課題であり、グ
ループとしての推進が遅延することになれば大きな脅威となります。
一方で、従来型CSRの考え方の範疇に留まらず「CSV（Creating 

Shared Value）共通価値の創造」の発想へ転換し、企業活動を
通じた社会的課題の解決が出来れば、売上の拡大に加え、顧

客及び投資家に対するレピュテーションの向上に結びつけること
ができ当社グループの持続的成長に向けた機会が拡大します。

その他重要リスク

①減損に係るリスク
当社グループは、事業活動上、店舗用土地・建物を始めとす

る事業用固定資産を保有しています。これらの資産につき経済
状況の悪化や競合状況の激化などにより収益性の低下や地
価の下落が発生した場合、減損を認識しなければならず、当社グ
ループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
一方で、事業活動を推進するに当たり減損リスクを意識する

ことで、資産収益性を高める取組みを加速し、結果としてキャッ
シュフロー創出力を高めることにつながる可能性があります。

②資金調達に係るリスク
当社グループは、出店、改装、Ｍ＆Ａ等に関する資金を金融機
関からの借入及び社債・コマーシャルペーパーの発行などにより
金融市場からの直接調達しています。金融市場の変化やその
他の要因により、金融機関が貸付枠や信用供与枠額などの条
件を変更した場合や、当社グループの財政状態が悪化し格付
機関が信用格付を大幅に引き下げた場合、経済不況により投
資家の意欲が減退した場合などには、当社グループが必要な資
金を必要な時期に適切と考える条件で調達できず、資金調達が
制限されると共に資金調達コストが増加する可能性があります。
一方で、資金管理を的確に行うとともに金融機関からの借入

や金融市場からの直接調達のポートフォリオを適切に組むことで
効率的・効果的な資金調達を実現することが可能となります。

③金利の変動に係るリスク
当社グループは金融債権や有利子負債を保有しており、それ

らの金利の変動は、支払利息や受取利息、金融資産・負債の
価値に影響し、当社グループの業績および財務状況が悪化す
る可能性があります。
一方で、長期金融や有利子負債のポートフォリオマネジメント

を適切に行うことにより支払い利息の削減や受取利息の増加、
金融資産の拡大につなげることに取り組んでいます。

④株式相場の変動に係るリスク
当社グループは金融資産の一部として国内企業等の株式を
保有していますが、株価下落などの株式価値の減少により、親
会社の所有者に帰属する部分が減少する可能性があります。ま
た当社グループのお得意様営業の中核である富裕層の資産減
少にもつながる事からお得意様営業関連の売上が減少する可
能性があります。
一方で、保有株式のポートフォリオマネジメントを適切に行うこ

とで、株式価値の変動影響額を最小限に押さえることが可能と

なります。

⑤為替の変動に係るリスク
当社グループの取引先には、為替変動の影響を受ける海外ブ

ランドが多数あります。したがって、為替相場の動向により店頭の
商品価格が変動し、業績が悪化する可能性があります。また、中国
をはじめとする訪日外国人の来店客数及び購入金額は為替相場
の変動に影響を受け店舗の売上が減少する可能性があります。
一方で海外ブランドの取引先を分散することや、海外ブランド

と国内ブランドの適切な店頭展開のバランスを取ること、インバ
ウンド向け品揃え、サービスを拡充することで店頭の魅力化とそ
れに伴う業績の向上につなげることが可能となります。

⑥情報管理に係るリスク
当社グループはお客様からお預かりしている個人情報を取り
扱っており、また他企業等の機密情報を受け取ることがあります
が、これらの情報が不正または過失により外部に流出する可能
性があります。
また当社グループの営業機密が不正または過失により流出
する危険もあり、その結果当社グループの業績及び財務状況に
影響を及ぼす可能性があります。

⑦法規制及び法改正に係るリスク
当社グループは大規模小売店舗の出店、独占禁止、下請取

引、消費者保護、各種規制、環境リサイクル関連等において法
規制の適用を受けています。
こうした法律、規制、政策、会計基準等の新たな施行、変更お
よびその影響を予測することは困難であり、これらの法規制や法
改正により、事業活動が制限を受ける場合、費用の増加や売上
収益の減少を招き、当社グループの業績及び財務状況に影響
を及ぼす可能性があります。

⑧災害等に係るリスク
当社グループの本社および主要な店舗等は国内にあり、地
震、津波等の自然災害、火災、停電等の事故、テロ行為等の違
法行為等により事業活動の停止や施設の改修に多額の費用
が発生した場合、当社グループの業績及び財務状況に影響を
及ぼす可能性があります。
加えて、ソフトウエア・ハードウエアの欠陥、コンピュータウィル

スやネットワークへの不正侵入などによりシステム障害が発生し
た場合、事業運営に支障をきたすことにより当社グループの業
績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
一方、過去の経験に根ざしたグループにおけるＢＣＰ計画の
確立や自然災害に対応できる店舗作り、グループ全体でのデジ
タルセキュリティ対策の構築を進めることができれば影響を最小
化することが可能となり、同時に次の災害に対する備えを高度
化することができます。
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連結財政状態計算書
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社

連結損益計算書及び連結包括利益計算書
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社

連結損益計算書

連結包括利益計算書

2016年3月1日、2017年2月28日及び2018年2月28日現在

資産
流動資産
現金及び現金同等物
営業債権及びその他の債権
その他の金融資産
棚卸資産
その他の流動資産
売却目的で保有する資産
流動資産合計

非流動資産
有形固定資産
のれん
投資不動産
無形資産
持分法で会計処理されている投資
その他の金融資産
繰延税金資産
その他の非流動資産
非流動資産合計

資産合計

負債及び資本
負債
流動負債
社債及び借入金
営業債務及びその他の債務
その他の金融負債
未払法人所得税等
引当金
その他の流動負債
流動負債合計

非流動負債
社債及び借入金
その他の金融負債
退職給付に係る負債
引当金
繰延税金負債
その他の非流動負債
非流動負債合計

負債合計
資本
資本金
資本剰余金
自己株式
その他の資本の構成要素
利益剰余金
親会社の所有者に帰属する持分合計
非支配持分
資本合計

負債及び資本合計

単位：百万円

31,867
122,703

5,852
34,332

5,462
1,049

201,268

459,979
534

189,013
3,426

26,033
94,840

8,974
20,998

803,800
1,005,069

101,229
143,711

31,419
7,117
2,177

54,407
340,062

104,722
32,217
31,760

5,158
57,868
11,836

243,562
583,625

30,000
209,551
△11,281

12,610
127,690
368,571

52,872
421,444

1,005,069

2017年

28,149
117,545

5,947
27,853

8,112
－

187,608

455,375
568

179,442
2,912

26,171
93,941
11,005
14,794

784,211
971,820

89,148
145,537

32,822
8,322
1,826

52,636
330,295

109,885
35,003
32,894

5,193
58,805

4,942
246,724
577,019

30,000
209,565
△11,286

11,615
104,615
344,510

50,290
394,800
971,820

2016年（IFRS移行）

38,883
125,649

4,067
33,755

6,076
6,732

215,164

458,877
523

195,608
3,588

16,425
100,016

7,286
24,857

807,183
1,022,348

46,230
141,343

30,811
9,202

202
64,561

292,351

137,972
34,240
29,909

4,595
61,161
11,231

279,109
571,460

31,974
211,864
△15,244

15,772
151,151
395,519

55,368
450,887

1,022,348

2018年

2017年2月28日及び2018年2月28日に終了した連結会計年度

売上収益
売上原価
売上総利益

販売費及び一般管理費
その他の営業収益
その他の営業費用
営業利益

金融収益
金融費用
持分法による投資損益
税引前利益

法人所得税費用
当期利益

当期利益の帰属
親会社の所有者
非支配持分
当期利益

１株当たり当期利益
基本的１株当たり当期利益（円）
希薄化後１株当たり当期利益（円）

452,505
△239,938

212,567

△167,668
4,084
△7,255
41,727

1,353
△1,370

898
42,608

△12,165
30,443

27,052
3,390

30,443

103.43
103.43

469,915
△256,979

212,935

△166,688
8,967
△5,668
49,546

1,090
△1,194
△1,171
48,271

△16,415
31,855

28,486
3,368

31,855

108.92
108.86

2017年 2018年

単位：百万円

当期利益
 
その他の包括利益
純損益に振り替えられることのない項目
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
確定給付制度の再測定
持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分

純損益に振り替えられることのない項目合計

純損益に振り替えられる可能性のある項目
キャッシュ・フロー・ヘッジ
在外営業活動体の換算差額
持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計
税引後その他の包括利益
当期包括利益

当期包括利益の帰属
親会社の所有者
非支配持分
当期包括利益

30,443

2,167
2,905
△411
4,660

164
△118
△333
△286
4,374

34,817

31,393
3,423

34,817

31,855

3,464
2,298
△3

5,758

57
69
70

197
5,955

37,811

34,450
3,360

37,811

2017年 2018年
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連結財政状態計算書
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社

連結損益計算書及び連結包括利益計算書
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社

連結損益計算書

連結包括利益計算書

2016年3月1日、2017年2月28日及び2018年2月28日現在

資産
流動資産
現金及び現金同等物
営業債権及びその他の債権
その他の金融資産
棚卸資産
その他の流動資産
売却目的で保有する資産
流動資産合計
非流動資産
有形固定資産
のれん
投資不動産
無形資産
持分法で会計処理されている投資
その他の金融資産
繰延税金資産
その他の非流動資産
非流動資産合計
資産合計

負債及び資本
負債
流動負債
社債及び借入金
営業債務及びその他の債務
その他の金融負債
未払法人所得税等
引当金
その他の流動負債
流動負債合計
非流動負債
社債及び借入金
その他の金融負債
退職給付に係る負債
引当金
繰延税金負債
その他の非流動負債
非流動負債合計

負債合計
資本
資本金
資本剰余金
自己株式
その他の資本の構成要素
利益剰余金
親会社の所有者に帰属する持分合計
非支配持分
資本合計

負債及び資本合計

単位：百万円

31,867
122,703

5,852
34,332

5,462
1,049

201,268

459,979
534

189,013
3,426

26,033
94,840

8,974
20,998

803,800
1,005,069

101,229
143,711

31,419
7,117
2,177

54,407
340,062

104,722
32,217
31,760

5,158
57,868
11,836

243,562
583,625

30,000
209,551
△11,281

12,610
127,690
368,571

52,872
421,444

1,005,069

2017年

28,149
117,545

5,947
27,853

8,112
－

187,608

455,375
568

179,442
2,912

26,171
93,941
11,005
14,794

784,211
971,820

89,148
145,537

32,822
8,322
1,826

52,636
330,295

109,885
35,003
32,894

5,193
58,805

4,942
246,724
577,019

30,000
209,565
△11,286

11,615
104,615
344,510

50,290
394,800
971,820

2016年（IFRS移行）

38,883
125,649

4,067
33,755

6,076
6,732

215,164

458,877
523

195,608
3,588

16,425
100,016

7,286
24,857

807,183
1,022,348

46,230
141,343

30,811
9,202

202
64,561

292,351

137,972
34,240
29,909

4,595
61,161
11,231

279,109
571,460

31,974
211,864
△15,244

15,772
151,151
395,519

55,368
450,887

1,022,348

2018年

2017年2月28日及び2018年2月28日に終了した連結会計年度

売上収益
売上原価
売上総利益

販売費及び一般管理費
その他の営業収益
その他の営業費用
営業利益

金融収益
金融費用
持分法による投資損益
税引前利益

法人所得税費用
当期利益

当期利益の帰属
親会社の所有者
非支配持分
当期利益

１株当たり当期利益
基本的１株当たり当期利益（円）
希薄化後１株当たり当期利益（円）

452,505
△239,938

212,567

△167,668
4,084
△7,255
41,727

1,353
△1,370

898
42,608

△12,165
30,443

27,052
3,390

30,443

103.43
103.43

469,915
△256,979

212,935

△166,688
8,967
△5,668
49,546

1,090
△1,194
△1,171
48,271

△16,415
31,855

28,486
3,368

31,855

108.92
108.86

2017年 2018年

単位：百万円

当期利益
 
その他の包括利益
純損益に振り替えられることのない項目
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
確定給付制度の再測定
持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分

純損益に振り替えられることのない項目合計

純損益に振り替えられる可能性のある項目
キャッシュ・フロー・ヘッジ
在外営業活動体の換算差額
持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計
税引後その他の包括利益

当期包括利益

当期包括利益の帰属
親会社の所有者
非支配持分
当期包括利益

30,443

2,167
2,905
△411
4,660

164
△118
△333
△286
4,374

34,817

31,393
3,423

34,817

31,855

3,464
2,298
△3

5,758

57
69
70

197
5,955

37,811

34,450
3,360

37,811

2017年 2018年
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連結持分変動計算書
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社

連結キャッシュ・フロー計算書
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社

2017年2月28日及び2018年2月28日に終了した連結会計年度 2017年2月28日及び2018年2月28日に終了した連結会計年度

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税引前利益
　減価償却費及び償却費
　減損損失
　金融収益
　金融費用
　持分法による投資損益（△は益）
　固定資産売却損益（△は益）
　固定資産処分損
　棚卸資産の増減額（△は増加）
　営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）
　営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）
　退職給付に係る負債の増減額（△は減少）
　退職給付に係る資産の増減額（△は増加）
　その他
　　　　　　　　小計
　利息の受取額
　配当金の受取額
　利息の支払額
　補償金の受取額
　法人所得税の支払額
　法人所得税の還付額
　営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
　有形固定資産の取得による支出
　有形固定資産の売却による収入
　投資不動産の取得による支出
　投資不動産の売却による収入
　投資有価証券の取得による支出
　投資有価証券の売却による収入
　連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入
　その他
　投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の純増減額（△は減少）
　コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少）
　長期借入れによる収入
　長期借入金の返済による支出
　社債の発行による収入
　社債の償還による支出
　自己株式の取得による支出
　配当金の支払額
　非支配株主への配当金の支払額
　その他
　財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の為替変動による影響
現金及び現金同等物の期末残高

42,608
17,284

774
△1,353

1,370
△898
△1,953

2,051
△6,466
△5,634
△1,778
△1,134
△1,131
△1,684
42,054

207
390

△1,337
7,855

△17,206
1,799

33,764

△26,885
10,423
△12,436

－
△2,463

4,462
－

△1,052
△27,952

△100
3,001

46,000
△42,005

－
－

△21
△7,305
△846
△819
△2,097

3,714
28,149

3
31,867

48,271
18,683

2,576
△1,090

1,194
1,171
△3,103

1,609
△354
△3,557
△1,971
△1,850
△3,455
12,474
70,597

131
330

△1,108
－

△14,833
1,961

57,079

△17,708
2,089
△8,993

1,810
△1,946

2,857
1,839
1,020

△19,030

950
△32,799

16,500
△28,960

34,838
△12,000
△15

△7,822
△911
△827

△31,048
7,000

31,867
15

38,883

2017年 2018年

単位：百万円

2016年３月１日時点の残高
当期利益
その他の包括利益
当期包括利益合計

新株の発行
自己株式の取得
自己株式の処分
配当金
支配継続子会社に対する持分変動
株式に基づく報酬取引
その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替
その他
所有者との取引額合計

2017年２月28日時点の残高
当期利益
その他の包括利益
当期包括利益合計

新株の発行
自己株式の取得
自己株式の処分
配当金
支配継続子会社に対する持分変動
株式に基づく報酬取引
その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替
その他
所有者との取引額合計

2018年２月28日時点の残高

－
－

△154
△154
－
－
－
－
－
－
－
－
－

△154
－
92
92
－
－
－
－
－
－
－
18
18
△43

△11,286
－
－
－
－

△10
15
－
－
－
－
－
4

△11,281
－
－
－
－

△3,963
0
－
－
－
－
－

△3,962
△15,244

209,565
－
－
－
－
－
△0
－
－

△14
－
－

△14
209,551

－
－
－

1,974
－
△0
－

△56
395
－
－

2,313
211,864

その他の包括利益を
通じて公正価値で
測定する金融資産

キャッシュ・
フロー・
ヘッジ

在外営業
活動体の
換算差額

自己株式資本剰余金

30,000
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

30,000
－
－
－

1,974
－
－
－
－
－
－
－

1,974
31,974

資本金

73
－

△140
△140
－
－
－
－
－
－
－
－
－

△66
－

111
111
－
－
－
－
－
－

△60
－

△60
△15

親会社の所有者に帰属する持分

単位：百万円

11,542
－

2,065
2,065
－
－
－
－
－
－

△775
－

△775
12,832

－
3,471
3,471
－
－
－
－
－
－

△472
－

△472
15,831

その他の資本の構成要素

2016年３月１日時点の残高
　当期利益
　その他の包括利益
　　当期包括利益合計
　新株の発行
　自己株式の取得
　自己株式の処分
　配当金
　支配継続子会社に対する持分変動
　株式に基づく報酬取引
　その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替
　その他
　　所有者との取引額合計
2017年２月28日時点の残高
　当期利益
　その他の包括利益
　　当期包括利益合計
　新株の発行
　自己株式の取得
　自己株式の処分
　配当金
　支配継続子会社に対する持分変動
　株式に基づく報酬取引
　その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替
　その他
　　所有者との取引額合計
2018年２月28日時点の残高

344,510
27,052

4,341
31,393

－
△10

14
△7,323

－
△14
－
△0

△7,333
368,571

28,486
5,963

34,450
3,948
△3,963

0
△7,846
△56
395
－
18

△7,502
395,519

104,615
27,052

－
27,052

－
－
－

△7,323
－
－

3,345
△0

△3,977
127,690

28,486
－

28,486
－
－
－

△7,846
－
－

2,820
－

△5,025
151,151

11,615
－

4,341
4,341
－
－
－
－
－
－

△3,345
－

△3,345
12,610

－
5,963
5,963
－
－
－
－
－
－

△2,820
18

△2,801
15,772

合計非支配持分
合計利益剰余金

合計

－
－

2,570
2,570
－
－
－
－
－
－

△2,570
－

△2,570
－
－

2,287
2,287
－
－
－
－
－
－

△2,287
－

△2,287
－

確定給付制度
の再測定

50,290
3,390

32
3,423
－
－
－

△840
－
－
－
△0

△840
52,872

3,368
△7

3,360
－
－
－

△911
56
－
－

△10
△865

55,368

親会社の所有者に帰属する持分

394,800
30,443

4,374
34,817

－
△10

14
△8,163

－
△14
－
△0

△8,174
421,444

31,855
5,955

37,811
3,948
△3,963

0
△8,757

－
395
－
8

△8,367
450,887

その他の資本の構成要素

財務セクション　＞　財務情報

74



連結持分変動計算書
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社

連結キャッシュ・フロー計算書
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社

2017年2月28日及び2018年2月28日に終了した連結会計年度 2017年2月28日及び2018年2月28日に終了した連結会計年度

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税引前利益
　減価償却費及び償却費
　減損損失
　金融収益
　金融費用
　持分法による投資損益（△は益）
　固定資産売却損益（△は益）
　固定資産処分損
　棚卸資産の増減額（△は増加）
　営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）
　営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）
　退職給付に係る負債の増減額（△は減少）
　退職給付に係る資産の増減額（△は増加）
　その他
　　　　　　　　小計
　利息の受取額
　配当金の受取額
　利息の支払額
　補償金の受取額
　法人所得税の支払額
　法人所得税の還付額
　営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
　有形固定資産の取得による支出
　有形固定資産の売却による収入
　投資不動産の取得による支出
　投資不動産の売却による収入
　投資有価証券の取得による支出
　投資有価証券の売却による収入
　連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入
　その他
　投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の純増減額（△は減少）
　コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少）
　長期借入れによる収入
　長期借入金の返済による支出
　社債の発行による収入
　社債の償還による支出
　自己株式の取得による支出
　配当金の支払額
　非支配株主への配当金の支払額
　その他
　財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の為替変動による影響
現金及び現金同等物の期末残高

42,608
17,284

774
△1,353

1,370
△898
△1,953

2,051
△6,466
△5,634
△1,778
△1,134
△1,131
△1,684
42,054

207
390

△1,337
7,855

△17,206
1,799

33,764

△26,885
10,423
△12,436

－
△2,463

4,462
－

△1,052
△27,952

△100
3,001

46,000
△42,005

－
－

△21
△7,305
△846
△819
△2,097

3,714
28,149

3
31,867

48,271
18,683

2,576
△1,090

1,194
1,171
△3,103

1,609
△354
△3,557
△1,971
△1,850
△3,455
12,474
70,597

131
330

△1,108
－

△14,833
1,961

57,079

△17,708
2,089
△8,993

1,810
△1,946

2,857
1,839
1,020

△19,030

950
△32,799

16,500
△28,960

34,838
△12,000
△15

△7,822
△911
△827

△31,048
7,000

31,867
15

38,883

2017年 2018年

単位：百万円

2016年３月１日時点の残高
当期利益
その他の包括利益
当期包括利益合計

新株の発行
自己株式の取得
自己株式の処分
配当金
支配継続子会社に対する持分変動
株式に基づく報酬取引
その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替
その他
所有者との取引額合計

2017年２月28日時点の残高
当期利益
その他の包括利益
当期包括利益合計

新株の発行
自己株式の取得
自己株式の処分
配当金
支配継続子会社に対する持分変動
株式に基づく報酬取引
その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替
その他
所有者との取引額合計

2018年２月28日時点の残高

－
－

△154
△154
－
－
－
－
－
－
－
－
－

△154
－
92
92
－
－
－
－
－
－
－
18
18

△43

△11,286
－
－
－
－

△10
15
－
－
－
－
－
4

△11,281
－
－
－
－

△3,963
0
－
－
－
－
－

△3,962
△15,244

209,565
－
－
－
－
－
△0
－
－

△14
－
－

△14
209,551

－
－
－

1,974
－
△0
－

△56
395
－
－

2,313
211,864

その他の包括利益を
通じて公正価値で
測定する金融資産

キャッシュ・
フロー・
ヘッジ

在外営業
活動体の
換算差額

自己株式資本剰余金

30,000
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

30,000
－
－
－

1,974
－
－
－
－
－
－
－

1,974
31,974

資本金

73
－

△140
△140
－
－
－
－
－
－
－
－
－

△66
－

111
111
－
－
－
－
－
－

△60
－

△60
△15

親会社の所有者に帰属する持分

単位：百万円

11,542
－

2,065
2,065
－
－
－
－
－
－

△775
－

△775
12,832

－
3,471
3,471
－
－
－
－
－
－

△472
－

△472
15,831

その他の資本の構成要素

2016年３月１日時点の残高
　当期利益
　その他の包括利益
　　当期包括利益合計
　新株の発行
　自己株式の取得
　自己株式の処分
　配当金
　支配継続子会社に対する持分変動
　株式に基づく報酬取引
　その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替
　その他
　　所有者との取引額合計
2017年２月28日時点の残高
　当期利益
　その他の包括利益
　　当期包括利益合計
　新株の発行
　自己株式の取得
　自己株式の処分
　配当金
　支配継続子会社に対する持分変動
　株式に基づく報酬取引
　その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替
　その他
　　所有者との取引額合計
2018年２月28日時点の残高

344,510
27,052

4,341
31,393

－
△10

14
△7,323

－
△14
－
△0

△7,333
368,571

28,486
5,963

34,450
3,948

△3,963
0

△7,846
△56
395
－
18

△7,502
395,519

104,615
27,052

－
27,052

－
－
－

△7,323
－
－

3,345
△0

△3,977
127,690

28,486
－

28,486
－
－
－

△7,846
－
－

2,820
－

△5,025
151,151

11,615
－

4,341
4,341
－
－
－
－
－
－

△3,345
－

△3,345
12,610

－
5,963
5,963
－
－
－
－
－
－

△2,820
18

△2,801
15,772

合計非支配持分
合計利益剰余金

合計

－
－

2,570
2,570
－
－
－
－
－
－

△2,570
－

△2,570
－
－

2,287
2,287
－
－
－
－
－
－

△2,287
－

△2,287
－

確定給付制度
の再測定

50,290
3,390

32
3,423
－
－
－

△840
－
－
－
△0

△840
52,872

3,368
△7

3,360
－
－
－

△911
56
－
－

△10
△865

55,368

親会社の所有者に帰属する持分

394,800
30,443

4,374
34,817

－
△10

14
△8,163

－
△14
－
△0

△8,174
421,444

31,855
5,955

37,811
3,948

△3,963
0

△8,757
－

395
－
8

△8,367
450,887

その他の資本の構成要素
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グループ企業一覧

Ｊ.フロント リテイリンググループ　＞　グループ企業一覧

百貨店事業／不動産事業

パルコ事業

株式会社大丸松坂屋百貨店
所在地：〒135-0042 東京都江東区木場二丁目18番11号
資本金：100億円   出資比率：100％                                
http://www.daimaru-matsuzakaya.com

株式会社パルコ（ショッピングセンター事業）

所在地：〒150-0045 東京都渋谷区神泉町8-16 渋谷ファーストプレイス
電話番号：（03）3477-5710   資本金：343億67百万円   出資比率：64.9％

PARCO（Singapore）Pte Ltd（ショッピングセンター事業）

所在地：10 Anson Road #09-05/06 International Plaza Singapore 079903
電話番号：（65）6595-9100   資本金：450万Sドル   出資比率：64.9％

株式会社ヌーヴ・エイ（専門店事業）

所在地：〒150-0045 東京都渋谷区神泉町8-16 渋谷ファーストプレイス
電話番号：（03）5428-2600   資本金：4億90百万円   出資比率：64.9％

株式会社パルコスペースシステムズ（総合空間事業）

所在地：〒150-0045 東京都渋谷区神泉町8-16 渋谷ファーストプレイス
電話番号：（03）5459-6811   資本金：4億90百万円   出資比率：64.9％

株式会社パルコデジタルマーケティング（インターネット関連事業）

所在地：〒150-0045 東京都渋谷区神泉町8-16 渋谷ファーストプレイス
電話番号：（03）3477-8910   資本金：10百万円   出資比率：64.9％

株式会社博多大丸
所在地：〒810-8717 福岡県福岡市中央区天神一丁目4番1号
電話番号：（092）712-8181   資本金：30億37百万円   出資比率：69.9％
http://www.daimaru.co.jp/fukuoka/index.html

株式会社下関大丸
所在地：〒750-8503 山口県下関市竹崎町四丁目4番10号
電話番号：（083）232-1111   資本金：4億80百万円   出資比率：100％
http://shimonoseki.daimaru.co.jp/

株式会社高知大丸
所在地：〒780-8566 高知県高知市帯屋町一丁目6番1号
電話番号：（088）822-5111   資本金：3億円   出資比率：100％
http://www.kochi-daimaru.co.jp/

大丸大阪･心斎橋店 
所在地：〒542-8501 大阪府大阪市中央区心斎橋筋一丁目7番1号
電話番号：（06）6271-1231   開店（現在地）：1726年（享保11年）11月

大丸大阪･梅田店 
所在地：〒530-8202 大阪府大阪市北区梅田三丁目1番1号
電話番号：（06）6343-1231   開店：1983年（昭和58年）4月

大丸東京店 
所在地：〒100-6701 東京都千代田区丸の内一丁目9番1号
電話番号：（03）3212-8011   開店：1954年（昭和29年）10月

大丸京都店
所在地：〒600-8511 京都府京都市下京区四条通高倉西入立売西町79番地
電話番号：（075）211-8111   開店（現在地）：1912年（大正元年）10月

大丸神戸店 
所在地：〒650-0037 兵庫県神戸市中央区明石町40番地
電話番号：（078）331-8121   開店（現在地）：1927年（昭和2年）4月

大丸札幌店 
所在地：〒060-0005 北海道札幌市中央区北五条西四丁目7番
電話番号：（011）828-1111   開店：2003年（平成15年）3月

松坂屋名古屋店
所在地：〒460-8430 愛知県名古屋市中区栄三丁目16番1号
電話番号：（052）251-1111   開店：1910年（明治43年）3月

松坂屋上野店
所在地：〒110-8503 東京都台東区上野三丁目29番5号
電話番号：TEL（03）3832-1111   開店：1768年（明和5年）4月

大丸山科店 
所在地：〒607-8080 京都府京都市山科区竹鼻竹ノ街道町91番地
電話番号：（075）255-7365   開店：1998年（平成10年）10月

大丸須磨店 
所在地：〒654-0154 兵庫県神戸市須磨区中落合二丁目2番4号
電話番号：（078）791-3111   開店：1980年（昭和55年）3月

大丸芦屋店
所在地：〒659-0093 兵庫県芦屋市船戸町1番31号
電話番号：（0797）34-2111   開店：1980年（昭和55年）10月

松坂屋静岡店 
所在地：〒420-8560 静岡県静岡市葵区御幸町10番地の2
電話番号：（054）254-1111   開店：1932年（昭和7年）11月

松坂屋高槻店
所在地：〒569-8522 大阪府高槻市紺屋町2番1号
電話番号：（072）682-1111   開店：1979年（昭和54年）11月

松坂屋豊田店
所在地：〒471-8560 愛知県豊田市西町六丁目85番地1
電話番号：（0565）37-1111   開店：2001年（平成13年）10月

不動産事業部
所在地：〒135-0042 東京都江東区木場二丁目18番11号
電話番号：（03）6860-1141

法人外商事業部
所在地：〒110-0005 東京都台東区上野三丁目18番6号
松坂屋上野店黒門別館6階
電話番号：（03）5846-1431
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クレジット金融事業

その他

JFRカード株式会社（クレジット金融事業）
所在地：〒569-8522 大阪府高槻市紺屋町2番1号
電話番号：（072）686-0108   資本金：1億円   出資比率：100％
http://www.jfr-card.co.jp/

大丸興業株式会社（卸売事業）

所在地：〒541-0051 大阪府大阪市中央区備後町三丁目4番9号
　　　　　　　　　 輸出繊維会館
電話番号：（06）6205-1000   資本金：18億円   出資比率：100％
http://www.daimarukogyo.co.jp/

大丸興業国際貿易（上海）有限公司（卸売事業）

所在地：6th Floor, Heng Seng Bank Tower, 1000 Lujiazui Ring Rd.,
          Pudong New Area, Shanghai, China
電話番号：（86）21-6841-3588   資本金：2百万米ドル   出資比率：100％

大丸興業（タイランド）株式会社（卸売事業）

所在地：Unit 1902, 19th Floor, Sathorn Square Office Building, 
          98 North Sathorn, Kwaeng Silom, Khet Bangrak,
          Bangkok 10500, Thailand
電話番号：（66）2163-2903   資本金：202百万タイバーツ   出資比率：100％

台湾大丸興業股份有限公司（卸売事業）

所在地：Room709, No.142, Sec.3, Ming Chuan East Road, 
          Taipei 10542, TAIWAN, R.O.C.
電話番号：（886）2-2718-7215   資本金：60百万NTドル   出資比率：100％

株式会社J.フロント建装（建装工事請負業・家具製造販売業）

所在地：〒116-0014 東京都荒川区東日暮里四丁目36番20号
電話番号：（03）5850-4700
所在地：〒541-0052 大阪府大阪市中央区安土町一丁目8番15号
　　　　　　　　　 野村不動産大阪ビル2階
電話番号：（06）4705-6200
資本金：1億円   出資比率：100％
http://www.jfdc.co.jp/

株式会社ディンプル（人材派遣業）

所在地：〒530-0001 大阪府大阪市北区梅田一丁目11番4号
　　　　　　　　　 大阪駅前第4ビル22階
電話番号：（06）6344-0312   資本金：90百万円   出資比率：100％
http://www.dimples.co.jp/

株式会社J.フロントフーズ（飲食店業）

所在地：〒530-0005 大阪府大阪市北区中之島五丁目3番92号
　　　　　　　　　 ルイシャトレ中之島101
電話番号：（06）7220-0290   資本金：1億円   出資比率：100％
http://www.j-frontfoods.co.jp/

株式会社消費科学研究所（商品試験業・品質管理業）

所在地：〒550-0002 大阪府大阪市西区江戸堀二丁目1番1号
　　　　　　　　　 江戸堀センタービル20階・21階
電話番号：（06）6445-4670
所在地：〒116-0014 東京都荒川区東日暮里四丁目36番20号
　　　　　　　　　 松坂屋流通センター5階
電話番号：（03）5615-5390
所在地：〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄五丁目2番36号
　　　　　　　　　 松坂屋パークプレイス10階
電話番号：（052）261-2030
資本金：4億50百万円   出資比率：100％
http://www.shoukaken.jp/

株式会社エンゼルパーク（駐車場業）

所在地：〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄三丁目16番10号先
　　　　　　　　　 久屋大通公園下
電話番号：（052）261-5746   資本金：4億円   出資比率：50.2％
http://www.angelpark.co.jp/

株式会社JFRサービス
（事務処理業務受託業・リース業・駐車場管理業）

所在地：〒569-8522 大阪府高槻市紺屋町2番1号
電話番号：（072）681-7245   資本金：1億円   出資比率：100％

株式会社JFR情報センター（情報サービス業）

所在地：〒543-0062 大阪府大阪市天王寺区逢阪一丁目3番24号
電話番号：（06）6775-3700   資本金：10百万円   出資比率：100％
http://www.jfr-ic.jp/

株式会社大丸松坂屋セールスアソシエイツ
（販売・店舗運営業務受託業）

所在地：〒569-8522 大阪府高槻市紺屋町2番1号
電話番号：（072）684-8145   資本金：90百万円   出資比率：100％

株式会社大丸松坂屋友の会（前払式特定取引業）

所在地：〒569-8522 大阪府高槻市紺屋町2番1号
電話番号：（072）684-8101   資本金：1億円   出資比率：100％
http://www.dmtomonokai.co.jp/

株式会社パルコスペースシステムズ（総合空間事業）

所在地：〒150-0045 東京都渋谷区神泉町8-16 渋谷ファーストプレイス
電話番号：（03）5459-6811   資本金：4億90百万円   出資比率：64.9％
　
株式会社パルコデジタルマーケティング（インターネット関連事業）

所在地：〒150-0045 東京都渋谷区神泉町8-16 渋谷ファーストプレイス
電話番号：（03）3477-8910   資本金：10百万円   出資比率：64.9％

株式会社高知大丸
所在地：〒780-8566 高知県高知市帯屋町一丁目6番1号
電話番号：（088）822-5111   資本金：3億円   出資比率：100％
http://www.kochi-daimaru.co.jp/
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高知大丸

下関大丸

名古屋PARCO

名古屋
ZERO GATE

静岡PARCO

松本PARCO

松坂屋静岡店松坂屋豊田店

津田沼PARCO
池袋PARCO

Pedi汐留

宇都宮PARCO

新生渋谷PARCO
2019年秋
建替えオープン予定

渋谷
ZERO GATE

原宿
ZERO GATE

新所沢PARCO

ひばりが丘PARCO

吉祥寺PARCO

調布PARCO

浦和PARCO

大丸東京店

松坂屋上野店
上野フロンティアタワー
PARCO_ya

GINZA SIX

大丸須磨店

大丸神戸店

大丸芦屋店

大丸京都店
京都ZERO GATE

大丸山科店

松坂屋高槻店

大丸大阪・梅田店

大丸大阪・心斎橋店
2019年秋 本館建替えオープン予定

心斎橋ZERO GATE

道頓堀ZERO GATE

大丸札幌店

札幌PARCO

札幌ZERO GATE

仙台PARCO

関西地区

関東地区

関東地区

関西地区

熊本PARCO

福岡PARCO

博多大丸
福岡天神店

広島PARCO

広島ZERO GATE 2
広島ZERO GATE

松坂屋名古屋店

大丸と松坂屋、パルコで
日本全国の主要大都市をカバー
Ｊ.フロント リテイリンググループは、北は北海道・札幌から南は九州・熊本まで、

全国の主要都市で店舗を展開しています。

百貨店事業では、「大丸」と「松坂屋」を17店舗、パルコ事業では、

ショッピングセンター「PARCO」を１8店舗※展開。

その他、「GINZA SIX」や都心型中低層商業施設を開発する新業態「ZERO GATE」を9店舗展開しています。

当社グループは、全国主要都市にバランスよく展開された店舗資産を最大限に活用するとともに、

さらなる成長を目指して出店・開発戦略を加速していきます。

※建替えに伴う一時休業の渋谷PARCOを含む

（2018年5月31日現在）

● 大丸
● 松坂屋
● PARCO
● ZERO GATE

Ｊ.フロント リテイリンググループ　＞　店舗（マップ）
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高知大丸

下関大丸

名古屋PARCO

名古屋
ZERO GATE

静岡PARCO

松本PARCO

松坂屋静岡店松坂屋豊田店

津田沼PARCO
池袋PARCO

Pedi汐留

宇都宮PARCO

新生渋谷PARCO
2019年秋
建替えオープン予定

渋谷
ZERO GATE

原宿
ZERO GATE

新所沢PARCO

ひばりが丘PARCO

吉祥寺PARCO

調布PARCO

浦和PARCO

大丸東京店

松坂屋上野店
上野フロンティアタワー
PARCO_ya

GINZA SIX

大丸須磨店

大丸神戸店

大丸芦屋店

大丸京都店
京都ZERO GATE

大丸山科店

松坂屋高槻店

大丸大阪・梅田店

大丸大阪・心斎橋店
2019年秋 本館建替えオープン予定

心斎橋ZERO GATE

道頓堀ZERO GATE

大丸札幌店

札幌PARCO

札幌ZERO GATE

仙台PARCO

関西地区

関東地区

関東地区

関西地区

熊本PARCO

福岡PARCO

博多大丸
福岡天神店

広島PARCO

広島ZERO GATE 2
広島ZERO GATE

松坂屋名古屋店

GINZA SIX（2017年4月開業） 

上野フロンティアタワー・PARCO_ya（2017年11月開業）

渋谷PARCOを含む宇田川町15地区開発イメージ
（2019年秋 建替えオープン予定）

大丸大阪・心斎橋店本館完成予想図（2019年秋 本館建替えオープン予定）
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大丸・松坂屋の店舗

パリ駐在員事務所
21 rue Auber, 75009 Paris, France   
Phone : +33-1-4574-2151

大丸松坂屋百貨経営諮詢（上海）有限公司
Huaxin Haixin Building 13F Rm-B1, 666 Fuzhou Rd, Shanghai 200001, China
Phone : +86-21-6248-1538

ミラノ駐在員事務所
Conservatorio 22 Business Center, Via Conservatorio 22, 20122 Milan, Italy 
Phone : +39-02-77291 

海外駐在員事務所・現地法人

大丸大阪･心斎橋店（売場面積 46,490㎡）
※新本館は2019年秋に開業予定

大丸京都店 （売場面積 50,830㎡）

大丸大阪･梅田店（売場面積 64,000㎡） 大丸神戸店 （売場面積 50,656㎡）

大丸東京店 （売場面積 46,000㎡） 大丸札幌店 （売場面積 45,000㎡）

松坂屋高槻店 （売場面積 17,387㎡）松坂屋名古屋店 （売場面積 86,758㎡） 松坂屋豊田店 （売場面積 18,220㎡）

松坂屋静岡店 （売場面積 25,452㎡）松坂屋上野店 （売場面積 21,759㎡） GINZA SIX （売場面積 47,000㎡）

2018年9月1日現在

大丸山科店 （売場面積5,403㎡） （株）下関大丸 （売場面積 23,912㎡）

大丸須磨店 （売場面積 13,076㎡） （株）高知大丸 （売場面積 16,068㎡）

大丸芦屋店 （売場面積 4,300㎡） （株）博多大丸・福岡天神店
（売場面積 44,192㎡）

Ｊ.フロント リテイリンググループ　＞　店舗（写真）
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パルコの店舗

札幌ZERO GATE
北海道札幌市中央区南2条西3-15-1
地下2階、地上1階–4階
OPEN : 2016年（H28）.2.26

Pedi（ペディ）汐留
東京都港区東新橋1-9-1　地下2階–1階、地上2階
OPEN : 2005（H17）.2.16　www.pedi-s.com

名古屋ZERO GATE
愛知県名古屋市栄3-28-11
地上1階–3階
OPEN : 2014年（H26）.10.10

心斎橋ZERO GATE
大阪府大阪市中央区心斎橋筋1-9-1
地下2階–地上4階
OPEN : 2013年（H25）.4.13

渋谷ZERO GATE
東京都渋谷区宇田川町16-9 
地下1階–地上4階
OPEN : 2011年（H23）.4.16

原宿ZERO GATE
東京都渋谷区神宮前4-31-12
地上1階–4階
OPEN : 2018年（H30）.3.17

京都ZERO GATE
京都市下京区四条通高倉東入立売中之町83-1
地下2階–7階
OPEN : 2017年（H29）.11月 一部開業

道頓堀ZERO GATE
大阪府大阪市中央区道頓堀1-8-22
地上1階–3階
OPEN : 2013年（H25）.4.20

広島ZERO GATE
広島県広島市中区新天地2-7
地上1階–3階
OPEN : 2013年（H25）.10.10

広島ZERO GATE2
広島県広島市中区本通9-4
地上1階–3階
OPEN : 2016年（H28）.9.10

ミラノ駐在員事務所
Conservatorio 22 Business Center, Via Conservatorio 22, 20122 Milan, Italy 
Phone : +39-02-77291 

ZERO GATE

その他店舗

PARCO都心型店舗

PARCOコミュニティ型店舗

札幌PARCO
北海道札幌市中央区南1条西3-3
地下2階–地上8階
OPEN : 1975（S50）.8.24
sapporo.parco.jp

静岡PARCO
静岡県静岡市葵区紺屋町6-7
地下1階–地上8階
OPEN : 2007（H19）.3.15
shizuoka.parco.jp

新生渋谷PARCO
東京都渋谷区宇田川町
14番の一部、15番
地下3階–地上19階
2019（H31）秋開業予定
CLUB QUATTRO：
東京都渋谷区宇田川町32-13
地上4階–5階
OPEN : 1988（S63）.6.28
club-quattro.com

名古屋PARCO
愛知県名古屋市中区栄3-29-1
西館：地下1階–地上11階
東館：地下1階–地上8階
OPEN : 1989（H1）.6.29
南館：地下1階–地上10階
OPEN : 1998（H10）.11.6
PARCO midi（パルコミディ）：
地上1階–3階
OPEN : 2015（H27）.3.27
nagoya.parco.jp

仙台PARCO
宮城県仙台市青葉区中央1-2-3
本館：地下1階–地上9階
OPEN : 2008（H20）.8.23
PARCO2：地上1階–9階
宮城県仙台市青葉区中央3-7-5
OPEN : 2016（H28）.7.1
sendai.parco.jp

広島PARCO
広島県広島市中区本通10-1
本館：地下1階–地上10階
OPEN : 1994（H6）.4.9
新館：地下1階–地上9階
OPEN : 2001（H13）.9.21
hiroshima.parco.jp

PARCO_ya
東京都台東区上野3-24-6
地上1階–6階
OPEN : 2017（H29）.11.4
parcoya-ueno.parco.jp

福岡PARCO
福岡県福岡市中央区天神2-11-1
本館：地下1階–地上8階
OPEN : 2010（H22）.3.19
新館：地下2階–地上6階
OPEN : 2014（H26）.11.13
fukuoka.parco.jp

池袋PARCO
東京都豊島区南池袋1-28-2
本館：地下2階–地上8階
OPEN : 1969（S44）.11.23
P’PARCO（ピーダッシュパルコ）：
地下2階–地上8階
OPEN : 1994（H6）.3.10
ikebukuro.parco.jp

宇都宮PARCO
栃木県宇都宮市馬場通り3-1-1
地下1階–地上10階
OPEN : 1997（H9）.3.20
utsunomiya.parco.jp

吉祥寺PARCO
東京都武蔵野市吉祥寺本町1-5-1
地下2階–地上8階
OPEN : 1980（S55）.9.21
kichijoji.parco.jp

浦和PARCO
埼玉県さいたま市浦和区
東高砂町11-1
地下1階–地上7階
OPEN : 2007（H19）.10.10
urawa.parco.jp

調布PARCO
東京都調布市小島町1-38-1
地下1階–地上10階
OPEN : 1989（H1）.5.25
chofu.parco.jp

津田沼PARCO
千葉県船橋市前原西2-18-1
A館：地下1階–地上6階
B館：地下1階–地上6階
OPEN : 1977（S52）.7.1
tsudanuma.parco.jp

松本PARCO
長野県松本市中央1-10-30
地下1階–地上6階
OPEN : 1984（S59）.8.23
matsumoto.parco.jp

新所沢PARCO
埼玉県所沢市緑町1-2-1
P館：地下1階–地上5階
L館：地下1階–地上4階
OPEN : 1983（S58）.6.23
shintokorozawa.parco.jp

熊本PARCO
熊本県熊本市中央区手取本町5-1
地下1階–地上9階
OPEN : 1986（S61）.5.2
kumamoto.parco.jp

ひばりが丘PARCO
東京都西東京市ひばりが丘1-1-1
地下1階–地上5階
OPEN : 1993（H5）.10.8
hibarigaoka.parco.jp
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株式情報
株式の状況 （2018年2月28日現在）

発行可能株式総数 ： 1,000,000,000株

発行済株式の総数 ： 270,565,764株

証券コード ： 3086

上場証券取引所 ： 東京、名古屋

株主名簿管理人 ： 三菱UFJ信託銀行株式会社

株主数 ： 100,931名

大株主 所有株数（千株） 持株比率（%）
1 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 19,743 7.47
2 日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口） 14.727 5.57
3 日本生命保険相互会社 7,862 2.97
4 J.フロント リテイリング共栄持株会 6,273 2.37
5 第一生命保険株式会社 5,732 2.17
6 株式会社三菱東京UFJ銀行 5,624 2.13
7 資産管理サービス信託銀行株式会社（投信受入担保口） 5,286 2.00
8 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 4,870 1.84
9 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 4,494 1.70

10 STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 4,228 1.60

所有者別株式分布状況 株主数（名） 株式数（千株） 比率（%）
政府・地方公共団体 ー ー ー

■ 金融機関 78 108,895 40.24
■ 金融商品取引業者 41 10,961 4.05
■ その他の法人 838 18,970 7.01
■ 外国法人等 560 56,522 20.89
■ 個人・その他 99,413 68,633 25.37
■ 自己名義株式 1 6,581 2.43

（注）持株比率は、自己株式（6,581千株）を控除して計算しています。
　　なお、当該自己株式には役員報酬BIP信託が所有する当社株式は含めておりません。

金融機関
108.895千株
40.24%

金融商品取引業者
10,961千株
4.05%

その他の法人
18,970千株
7.01%

外国法人等
56,522千株
20.89%

個人・その他
68,633千株
25.37%

自己名義株式
6,581千株
2.43%

Ｊ.フロント リテイリンググループ　＞　株式情報
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